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●司法制度改革審議会意見書（抜粋）

III 司法制度を支える法曹の在り方

第2 法曹養成制度の改革

1. 新たな法曹養成制度の整備

○ 司法試験という「点」のみによる選抜ではなく、法学教育、司法試験、司法修習を

有機的に連携させた「プロセス」としての法曹養成制度を新たに整備すべきである。

その中核を成すものとして、法曹養成に特化した教育を行うプロフェッショナル・ス

クールである法科大学院を設けるべきである。

○ 法科大学院は、平成16（2004）年4月からの学生受入れ開始を目指して整備される

べきである。

21世紀の司法を支えるにふさわしい質・量ともに豊かな法曹をどのようにして養成する

か。

この課題に関して、まず、現在の法曹養成制度が前記のような要請に十分に応えうるも

のとなっているかを考えてみると、現行の司法試験は開かれた制度としての長所を持つも

のの、合格者数が徐々に増加しているにもかかわらず依然として受験競争が厳しい状態に

あり、受験者の受験技術優先の傾向が顕著となってきたこと、大幅な合格者数増をその質

を維持しつつ図ることには大きな困難が伴うこと等の問題点が認められ、その試験内容や

試験方法の改善のみによってそれらの問題点を克服することには限界がある。

一方、これまでの大学における法学教育は、基礎的教養教育の面でも法学専門教育の面

でも必ずしも十分なものとは言えなかった上、学部段階では一定の法的素養を持つ者を社

会の様々な分野に送り出すことを主たる目的とし、他方、大学院では研究者の養成を主た

る目的としてきたこともあり、法律実務との乖離が指摘されるなど、プロフェッションと

しての法曹を養成するという役割を適切に果たしてきたとは言い難いところがある。しか

も、司法試験における競争の激化により、学生が受験予備校に大幅に依存する傾向が著し

くなり、「ダブルスクール化」、「大学離れ」と言われる状況を招いており、法曹となるべ

き者の資質の確保に重大な影響を及ぼすに至っている。

前者の問題点については、例えば、現行の司法試験による合格者数を端的に大幅に増加

させるということも考えられなくはないが、これでは、前記のような現行の法曹養成制度

に関する問題点が改善されないまま残るばかりか、むしろ事態はより深刻なものとなるこ

とが懸念される。

また、大学における法学部教育を何らかの方法で法曹養成に資するよう抜本的に改善す

れば問題は解決されるとの見方もありうるかもしれないが、この考え方は、大学法学部が、

法曹となる者の数をはるかに超える数（平成12年度においては4万5千人余り）の入学者を

受け入れており、法的素養を備えた多数の人材を社会の多様な分野に送り出すという独自

の意義と機能を担っていることを看過するものであり、現実的妥当性に乏しいように思わ

れる。

それらの点をも含めて考えると、前記のような現行制度の問題点を克服し、司法（法曹）

が21世紀の我が国社会において期待される役割を十全に果たすための人的基盤を確立する

ためには、法曹人口の拡大や弁護士制度の改革など、法曹の在り方に関する基本的な問題

との関連に十分に留意しつつ、司法試験という「点」のみによる選抜ではなく、法学教育、

司法試験、司法修習を有機的に連携させた「プロセス」としての法曹養成制度を新たに整

備することが不可欠である。そして、その中核を成すものとして、大要、以下のような法

曹養成に特化した教育を行うプロフェッショナル・スクールである法科大学院を設けるこ

とが必要かつ有効であると考えられる。

法曹人口増加の目標（前記第1「法曹人口の拡大」参照）との関係をも考え、法科大学

院は、平成16（2004）年4月からの学生受入れ開始を目指して整備され、司法試験等にも、

それに合わせて必要な見直しが行われるべきである。

2. 法科大学院

(1) 目的、理念
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ア 目的

法科大学院は、司法が21世紀の我が国社会において期待される役割を十全に果

たすための人的基盤を確立することを目的とし、司法試験、司法修習と連携した

基幹的な高度専門教育機関とする。

イ 教育理念

法科大学院における法曹養成教育の在り方は、理論的教育と実務的教育を架橋

するものとして、公平性、開放性、多様性を旨としつつ、以下の基本的理念を統

合的に実現するものでなければならない。

・ 「法の支配」の直接の担い手であり、「国民の社会生活上の医師」としての

役割を期待される法曹に共通して必要とされる専門的資質・能力の習得と、か

けがえのない人生を生きる人々の喜びや悲しみに対して深く共感しうる豊かな

人間性の涵養、向上を図る。

・ 専門的な法知識を確実に習得させるとともに、それを批判的に検討し、また

発展させていく創造的な思考力、あるいは事実に即して具体的な法的問題を解

決していくため必要な法的分析能力や法的議論の能力等を育成する。

・ 先端的な法領域について基本的な理解を得させ、また、社会に生起する様々

な問題に対して広い関心を持たせ、人間や社会の在り方に関する思索や実際的

な見聞、体験を基礎として、法曹としての責任感や倫理観が涵養されるよう努

めるとともに、実際に社会への貢献を行うための機会を提供しうるものとする。

ウ 制度設計の基本的考え方

法科大学院の制度設計に当たっては、前記のような教育理念の実現を図ると

ともに、以下の点を基本とする。

・ 法科大学院の設置については、適正な教育水準の確保を条件として、関係者

の自発的創意を基本にしつつ、全国的な適正配置となるよう配慮すること

・ 法科大学院における教育内容については、学部での法学教育との関係を明確

にすること

・ 新しい社会のニーズに応える幅広くかつ高度の専門的教育を行うとともに、

実務との融合をも図る教育内容とすること

・ 法科大学院における教育は、少なくとも実務修習を別に実施することを前提

としつつ、司法試験及び司法修習との有機的な連携を図るものとすること

・ 以上のような教育を効果的に行い、かつ社会的責任を伴う高度専門職業人を

養成するという意味からも、教員につき実務法曹や実務経験者等の適切な参加

を得るなど、実務との密接な連携を図り、さらには、実社会との交流が広く行

われるよう配慮すること

・ 入学者選抜については、他学部、他大学の出身者や社会人等の受入れにも十

分配慮し、オープンで公平なものとすること

・ 資力のない人や社会人、法科大学院が設置される地域以外の地域の居住者等

にも法曹となる機会を実効的に保障できるよう配慮すること

・ 法科大学院における適正な運営の確保及びその教育水準の維持、向上を図る

ため、公正かつ透明な評価システムを構築するなど、必要な制度的措置を講じ

ること

(2) 法科大学院制度の要点

ア 設置形態

○ 法科大学院は、法曹養成に特化した実践的な教育を行う学校教育法上の大学

院とすべきである。

○ 独立大学院や連合大学院も制度的に認めるべきである。

法科大学院は、法曹養成に特化した実践的な教育を行う学校教育法上の大学院と

すべきである。なお、法科大学院の設置は既存の大学を拠点としなければならない

資料１

-2-



- 3 -

わけではなく、例えば、弁護士会や地方公共団体等の大学以外の主体が学校法人を

作るなどして、法科大学院の設置基準を満たせば、法科大学院を設置することがで

きるのは当然である。既存の大学を拠点とする法科大学院と、これらの新しいタイ

プの法科大学院が競争し、それぞれが理想とする多様な法曹を養成する柔軟なシス

テムが展開されることが望まれる。

設置形態としては、法学部に組織上の基礎を持つ大学院のほかに、基礎を持たな

いもの（独立大学院）や複数の大学が連合して設置するもの（連合大学院）も制度

的に認められるべきである。

なお、大学が法科大学院を設置するに当たっては、従来の研究中心の考え方から

真の教育重視への転換に向けて相当な自己変革の努力が求められることは言うまで

もない。

イ 標準修業年限

標準修業年限は3年とし、短縮型として2年での修了を認めることとすべきであ

る。

標準修業年限は3年とし、併せて、法科大学院において必要とされる法律学の基

礎的な学識を有すると法科大学院が認める者（法学既修者。法学部出身者であると

否とを問わない。）については、短縮型として2年での修了を認めることとすべき

である。

ウ 入学者選抜

○ 入学者選抜は、公平性、開放性、多様性の確保を旨とし、入学試験のほか、

学部成績や活動実績等を総合的に考慮して合否を判定すべきである。

○ 多様性の拡大を図るため、法学部以外の学部の出身者や社会人等を一定割合

以上入学させるべきである。

入学者選抜は、公平性、開放性、多様性の確保を旨とし、入学試験のほか、学部

における学業成績や学業以外の活動実績、社会人としての活動実績等を総合的に考

慮して合否を判定すべきである。もっとも、これらをどのような方法で評価し、ま

た判定に当たってどの程度の比重を与えるかは、各法科大学院の教育理念に応じた

自主的判断に委ねられる。

21世紀の法曹には、経済学や理数系、医学系など他の分野を学んだ者を幅広く受

け入れていくことが必要である。社会人等としての経験を積んだ者を含め、多様な

バックグラウンドを有する人材を多数法曹に受け入れるため、法科大学院には学部

段階での専門分野を問わず広く受け入れ、また、社会人等にも広く門戸を開放する

必要がある。そのため、法学部以外の学部の出身者や社会人等を一定割合以上入学

させるなどの措置を講じるべきである。その割合は、入学志願者の動向等を見定め

つつ、多様性の拡大を図る方向で随時見直されることが望ましい。

出願資格については、通常の大学院入学資格が適用される。したがって、学部卒

業が原則であるが、学部を卒業していない者であっても、各法科大学院が行う資格

審査によって出願資格の認定が可能である。

入学試験においては、法学既修者であると否とを問わず、全ての出願者について

適性試験（法律学についての知識ではなく、法科大学院における履修の前提として

要求される判断力、思考力、分析力、表現力等の資質を試すもの）を行い、法学既

修者に対して修業年限の2年への短縮を認める法科大学院にあっては、法学既修者

としての入学を希望する者には適性試験に加えて法律科目試験（法科大学院の基礎

的な法律科目の履修を省略できる程度の基礎的な学識を備えているかどうかを判定

するもの）を行うという方向で、各試験の在り方を検討する必要がある。その際、

適性試験は統一的なものとすることが適切であるが、法律科目試験についても、統

一的に実施することが考えられる。適性試験や法律科目試験に加えて小論文や面接
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等を組み合わせるかどうか、組み合わせる場合の配点比率をどうするか等は、各法

科大学院の自主的判断に委ねられる。

エ 教育内容及び教育方法

○ 法科大学院では、法理論教育を中心としつつ、実務教育の導入部分（例えば、

要件事実や事実認定に関する基礎的部分）をも併せて実施することとし、実務

との架橋を強く意識した教育を行うべきである。

○ 教育方法は、少人数教育を基本とし、双方向的・多方向的で密度の濃いもの

とすべきである。

○ 法科大学院では、その課程を修了した者のうち相当程度（例えば約7～8割）

の者が新司法試験に合格できるよう、充実した教育を行うべきである。

○ 厳格な成績評価及び修了認定の実効性を担保する仕組みを具体的に講じるべ

きである。

必置科目や教員配置等についての基準を定めることにより、法曹養成のための教

育内容の最低限の統一性と教育水準を確保しつつ、具体的な教科内容等については、

各法科大学院の創意工夫による独自性、多様性を尊重することとする。各法科大学

院は、互いに競い合うことによりその教育内容を向上させていくことが望まれる。

法科大学院では、実務上生起する問題の合理的解決を念頭に置いた法理論教育を

中心としつつ、実務教育の導入部分（例えば、要件事実や事実認定に関する基礎的

部分）をも併せて実施することとし、体系的な理論を基調として実務との架橋を強

く意識した教育を行うべきである。このような観点から、授業内容・方法、教材の

選定・作成等について、研究者教員と実務経験を有する教員（実務家教員）との共

同作業等の連携協力が必要である。

法科大学院における教育方法（授業方式）としては、講義方式や少人数の演習方

式、調査・レポート作成・口頭報告、教育補助教員による個別的学習指導等を適宜

活用することとする。とりわけ少人数教育を基本とすべきである。

また、法科大学院での授業は一方的なものであってはならず、双方向的・多方向

的で密度の濃いものとし、セメスター制（一つの授業を学期ごとに完結させる制度）

の採用等によりなるべく集中的に行うこととすべきである。

「点」のみによる選抜ではなく「プロセス」としての法曹養成制度を新たに整備

するという趣旨からすれば、法科大学院の学生が在学期間中その課程の履修に専念

できるような仕組みとすることが肝要である。このような観点から、法曹となるべ

き資質・意欲を持つ者が入学し、厳格な成績評価及び修了認定が行われることを不

可欠の前提とした上で、法科大学院では、その課程を修了した者のうち相当程度（例

えば約7～8割）の者が後述する新司法試験に合格できるよう、充実した教育を行う

べきである。厳格な成績評価及び修了認定については、それらの実効性を担保する

仕組みを具体的に講じるべきである。

オ 教員組織

○ 法科大学院では、少人数で密度の濃い教育を行うのにふさわしい数の教員を

確保すべきである。

○ 実務家教員の数及び比率については、カリキュラムの内容や新司法試験実施

後の司法修習との役割分担等を考慮して、適正な基準を定めるべきである。

○ 弁護士法や公務員法等に見られる兼職・兼業の制限等について所要の見直し

及び整備を行うべきである。

○ 教員資格に関する基準は、教育実績や教育能力、実務家としての能力・経験

を大幅に加味したものとすべきである。

教員組織については、法科大学院は、少人数で密度の濃い教育を行うのにふさわ

しい数の専任教員等を確保すべきである。
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また、法科大学院は、法曹養成に特化して法学教育を高度化し、理論的教育と実

務的教育との架橋を図るものであるから、実務家教員の参加が不可欠である。実務

家教員としては、狭義の法曹に限らず、適格を有する人材を幅広く求める必要があ

る。

実務家教員の数及び比率については、法科大学院のカリキュラムの内容や新司法

試験実施後の司法修習との役割分担等を考慮して、適正な基準を定めるべきである。

同時に、実務家教員については、専任教員であっても、その任期や勤務形態につ

いて柔軟に基準を運用することを考える必要がある。さらに、実務家教員の任用を

容易にするため、弁護士法や公務員法等に見られる兼職・兼業の制限等について所

要の見直し及び整備を行うべきである。

実務家教員の法科大学院への配置については、大学の教員採用の自主性を前提と

しつつ、所要の人員が継続的に確保されるよう、派遣のための法曹三者との協力体

制の整備が不可欠である。

研究者、実務家の別を問わず法科大学院での指導適格教員に関し、法科大学院で

の教員資格に関する基準は、教育実績や教育能力、実務家としての能力・経験を大

幅に加味したものとすべきである。

法科大学院は法曹養成に特化した大学院であり、研究後継者養成型の大学院（法

学研究科ないし専攻）と形式的には両立するものであるが、内容的にはこれらと連

携して充実した教育研究が行われることが望ましい。また、法科大学院の教員は、

将来的に、少なくとも実定法科目の担当者については、法曹資格を持つことが期待

される。

教員の採用は各法科大学院が行うこととなるが、教員候補者の教育能力、教育意

欲及び教育実績を重視した採用に努めるとともに、教員の流動性及び多様性が高め

られるよう配慮することが望まれる。

なお、以上のような教員組織に関する基準については、新制度への円滑な移行を

可能にするため、柔軟で現実的な運用を適切に考慮するものとする。

カ 学位

法科大学院独自の学位（専門職学位）の新設を検討すべきである。

修了者に付与される学位については、国際的通用性をも勘案しつつ、法科大学院

独自の学位（専門職学位）を新設することを検討すべきである。

(3) 公平性、開放性、多様性の確保

○ 地域を考慮した全国的な適正配置に配慮すべきである。

○ 夜間大学院や通信制大学院を整備すべきである。

○ 奨学金、教育ローン、授業料免除制度等の各種の支援制度を十分に整備・活用

すべきである。

地域を考慮した全国的な適正配置に配慮するとともに、夜間大学院等の多様な形態

により、社会人等が容易に学ぶことができるよう法科大学院の公平性、開放性、多様

性の確保に努めるべきである。通信制大学院についても、法科大学院の教育方法との

関連で検討すべき課題は残っているが、高度情報通信技術の発展等を視野に入れつつ、

積極的に対応すべきである。

資力の十分でない者が経済的理由から法科大学院に入学することが困難となること

のないように、奨学金、教育ローン、授業料免除制度等の各種の支援制度を十分に整

備・活用すべきである。

法科大学院の人的・物的諸条件の整備など設立・運営に要する費用については、司

法の人的基盤を整備する上での重要な一翼を担うという法科大学院の意義や役割に配

慮するとともに、現下の厳しい財政事情等にも留意しつつ、適切な評価の結果を踏ま

えて、適正な公的支援が行われる必要がある。
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司法の国際化への対応や諸外国の法整備支援を通じた国際貢献の一環として、留学

生の積極的受入れには十分な配慮が望まれる。

(4) 設立手続及び第三者評価（適格認定）

○ 法科大学院の設置は、関係者の自発的創意を基本としつつ、基準を満たしたも

のを認可することとし、広く参入を認める仕組みとすべきである。

○ 入学者選抜の公平性・開放性・多様性や法曹養成機関としての教育水準、成績

評価・修了認定の厳格性を確保するため、適切な機構を設けて、第三者評価(適格

認定)を継続的に実施すべきである。

○ 第三者評価を実施する機関の構成については、法曹関係者や大学関係者等のほ

かに外部有識者の参加によって客観性・公平性・透明性を確保すべきである。

法科大学院の設置は、関係者の自発的創意を基本としつつ、設置基準を満たしたも

のを認可することとし、広く参入を認める仕組みとすべきである。ただし、その基準

は、法曹養成の中核的機関としての使命にふさわしいものでなければならない。

また、法科大学院における入学者選抜の公平性、開放性、多様性や法曹養成機関と

しての教育水準、成績評価・修了認定の厳格性を確保するため、適切な機構を設けて、

第三者評価(適格認定)を継続的に実施すべきである。

法科大学院の第三者評価（適格認定）の仕組みは、新たな法曹養成制度の中核的機

関としての水準の維持、向上を図るためのものであって、大学院としての設置認可や

司法試験の受験資格とは、密接に関連しつつも、独立した意義と機能を有するもので

あり、評価（適格認定）基準の策定や運用等に当たっては、それぞれの意義と機能を

踏まえつつ、相互に有機的な連携を確保すべきである。

第三者評価を実施する機関の構成については、法曹関係者や大学関係者等のほかに

外部有識者の参加によって客観性・公平性・透明性を確保すべきである。

(5) 法学部教育の将来像

○ 法科大学院導入後の法学部教育については、それぞれの大学が特色を発揮し、

独自性を競い合う中で、全体としての活性化が期待される。

○ 学部段階における履修期間については、いわゆる飛び級を適宜活用することも

望まれる。

現在、全国で93大学に置かれている法学部では、1学年約4万5千人が学んでおり、

法曹以外にも社会の様々な分野に人材を輩出しており、その機能は法科大学院導入後

も基本的に変わりはない。法科大学院導入後の法学部教育については、法科大学院と

の役割分担を工夫するものや、法学基礎教育をベースとしつつ、例えば、「副専攻制」

の採用等により幅広い教育を目指すものなど、それぞれの大学が特色を発揮し、独自

性を競い合う中で、全体としての活性化が期待される。

さらに、学部段階における履修期間については、優れた成績を収めた者には早期修

了を認める仕組み（いわゆる飛び級）を適宜活用することも望まれる。

(6) 関係者の責務

法科大学院は、21世紀の司法を担う質の高い法曹を養成するという重大な役割を

担うものであって、その実りある実現のためには、教員、教育内容や方法その他の

人的・物的な面で、相当の労力、時間及び資金を投入しなければならない。大学関

係者と法曹関係者の責務は極めて重く、それを十分自覚しつつ法科大学院の設置及

び運営に当たることが切に求められる。
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司法修習 法曹
資格

従来の法曹養成制度

受 験 勉 強

点(試験)による選抜

司法試験

プロセスとしての法曹養成

プロセスによる養成

　
     法科大学院

  適切な法学教育
（法曹養成に特化した教育
を行うプロフェッショナル
スクール）

司法試験

法科大学院の教育内
容を十分に修得した
法科大学院修了者の
専門的知識・思考

力・分析力・表現力
等の有無を判定

司法修習 法曹
資格

新しい法曹養成制度

・厳しい受験戦争
・受験技術優先の傾向（予備校依存）

・　新しい社会のニーズに応え
る幅広く高度で専門的かつ実
務との融合をも図る教育
・　少人数教育を基本とする密
度の濃い授業
・　研究者教員と実務家教員が
連携協力する教員組織
・　厳格な成績評価と修了認定
　

 法科大学院適性試験
 法科大学院における履修
の前提として要求される判
断力，思考力，分析力，表
現力等の資質を試すもの
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①
　
旧
司
法
試
験
の
受
験
競
争
の
弊
害

　
を
指
摘
す
る
も
の

　
○

　
旧

司
法
試
験
は
開
か
れ
た
制
度
と
し

　
　

て
の

長
所
を
持
つ
も
の
の
，
受
験
競
争

　
　

が
厳

し
い
た
め
，
受
験
者
が
予
備
校
に

　
　

大
幅

に
依
存
し
，
受
験
技
術
優
先
の
傾

　
　

向
が

顕
著
と
な
り
，
資
質
の
確
保
に
重

　
　

大
な

影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
。

　
○

　
受

験
期
間
も
長
期
に
及
ん
で
い
る
。

②
　
旧
司
法
試
験
の
改
善
に
よ
る
限
界

　
の
指
摘

　
○

　
試

験
内
容
や
試
験
方
法
の
改
善
が
行

　
　

わ
れ

た
が
，
そ
れ
の
み
に
よ
っ
て
問
題

　
　

点
を

克
服
す
る
こ
と
に
は
限
界
が
あ
る
。

　 ③
　
プ
ロ
セ
ス
に
よ
る
養
成
制
度
の
必

　
要
性
を
指
摘
す
る
も
の

　
○

　
司

法
試
験
と
い
う
「
点
」
の
み
に
よ

　
　

る
選

抜
で
は
な
く
，
法
曹
養
成
に
特
化

　
　

し
た

教
育
を
行
う
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ

　
　

ル
・

ス
ク
ー
ル
で
あ
る
法
科
大
学
院
を

　
　

設
け

て
，
司
法
試
験
に
先
立
つ
過
程
に

　
　

お
い

て
充
実
し
た
教
育
を
行
う
こ
と
に

　
　

よ
り

，
全
体
を
質
的
に
向
上
さ
せ
て
い

　
　

く
こ

と
が
必
要
か
つ
有
効
で
あ
る
。

法 学 教 育 、 司 法 試 験 、 司 法 修 習 を 有 機 的 に 連 携 さ せ た

「 プ ロ セ ス 」 と し て の 法 曹 養 成 制 度 を 新 た に 整 備 す る こ と が 不 可 欠

（
主

な
理

由
）

①
　
法
科
大
学
院
制
度
の
負
担
の
重
さ
を
指
摘
す
る
も
の

　
○

　
法

科
大

学
院

制
度

は
，

志
願
者
に
と
っ
て
時
間
的
負
担
・
経
済
的
負
担
が
重
く
，

　
　

特
に

，
職

に
就

い
た

ま
ま

学
ぶ
こ
と
が
難
し
い
。
さ
ら
に
，
養
成
過
程
が
長
期
に
な

　
　

る
た

め
，

失
敗

し
た

り
，

法
曹
へ
の
道
を
断
念
し
た
と
き
の
転
進
が
し
に
く
い
。

　
○

　
こ

の
よ

う
な

負
担

の
重

さ
が
，
法
曹
志
願
者
の
減
少
を
招
来
し
て
い
る
。
こ
の
よ

　
　

う
な

負
担

の
重

い
課

程
を

必
須
の
も
の
と
す
る
だ
け
の
正
当
性
（
成
果
）
が
な
い
。

②
　
プ
ロ
セ
ス
と
し
て
の
法
曹
養
成
制
度
に
よ
る
目
的
の
達
成
を
疑
問
視
す
る

　
指
摘

　
○

　
法

科
大

学
院

修
了

を
受

験
資
格
と
し
て
も
，
法
科
大
学
院
が
受
験
予
備
校
化
す
る

　
　

だ
け

で
あ

り
，

受
験

勉
強

重
視
の
傾
向
が
解
決
さ
れ
た
り
，
優
秀
な
人
材
が
養
成
で

　
　

き
る

わ
け

で
は

な
い

。

③
　
受
験
資
格
制
限
を
撤
廃
す
る
こ
と
の
有
用
性
を
指
摘
す
る
も
の

　
○

　
受

験
資

格
制

限
を

撤
廃

す
る
こ
と
に
よ
り
，
い
つ
で
も
誰
で
も
自
由
に
受
験
で
き

　
　

る
よ

う
に

な
り

，
有

為
で

多
様
な
人
材
が
法
曹
を
志
願
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に

　
　

な
る

。
　

○
　

受
験

資
格

制
限

を
撤

廃
し
て
も
，
法
科
大
学
院
が
真
に
優
れ
た
教
育
を
行
う
の
で

　
　

あ
れ

ば
，

法
科

大
学

院
に

入
学
す
る
者
は
減
少
し
な
い
。

④
　
法
科
大
学
院
制
度
を
改
革
す
る
こ
と
が
不
可
能
で
あ
る
と
指
摘
す
る
も
の

　
○

　
法

科
大

学
院

制
度

に
種

々
の
改
革
を
施
す
の
は
，
大
学
の
自
治
を
尊
重
す
る
観
点

　
　

か
ら

問
題

が
あ

る
。

新
旧
の
法
曹
養
成
制
度
の
枠
組
み
に
関
す
る
意
見

　
司

法
試

験
の

受
験

資
格

を
原

則
と
し
て
法

科
大

学
院

修
了

者
の

み
と
す
る
制

限
を
撤

廃
し
て
，
法

科
大

学
院

を
司

法
試

験
の

受
験

資
格

と
は

無
関

係
な
も
の

と
位

置
付

け
る

べ
き
と
の

指
摘

旧
制

度
の

抜
本

的
改

革
を
し
た
際

の
指

摘
（
司
法
制
度
改
革
当
時
の
議
論
）

法
科
大
学
院
を
中
核
と
す
る
プ
ロ
セ
ス
と
し
て
の
法
曹
養
成
に
対
す
る

否
定
的
な
指
摘
の
例
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法科大学院教育の成果として挙げられる指摘の例

○ プロセスとしての法曹養成制度を取り入れた結果，法科大学院において，ソク

ラティックメソッド等による双方向性の議論を重視した授業が実践され，学生に

物事の本質や判断の分岐点を考えながら学習を積ませるようになるなど，司法試

験という点のみにより選抜がされていた従来の制度よりも，非常に優れた制度で

あると考えられる。

○ 法科大学院修了者については，法曹関係者のみならず広く法律実務に携わる関

係者から，自発的・積極的な学修意欲が高い，判例や文献等の法情報調査能力が

高い，法律家として求められる文書作成能力が相当程度習得されている，コミュ

ニケーション能力に優れているなど，法科大学院の教育課程を通じて高い能力を

習得しているとの評価を受けている。

○ 法科大学院の教育については，（1）多角的な側面から一つの事象を検討する

ことで法的能力を涵養すること，（2）双方向で議論することや，自分の議論の

筋道を立てて相手を説得すること，（3）多人数の前でプレゼンテーションする

こと，（4）リーガル･クリニック等を通じて実務的な体験をすること，（5）一部

の法科大学院では英語による授業や交換留学制度，外国法実地研修を通じて国際

化対応能力を涵養すること等が行われ，また，（6）多様なバックグラウンドを

持つ学生から様々な経験を学ぶ機会にもなっているとの指摘や，利害特定能力・

利害調整能力・論理的説得能力という社会のあらゆる場面で機能する価値の高い

能力を学ぶ場となっているとの指摘も受けている。
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法科大学院別累積合格者数・合格率（合格率順）

1 一橋大法科大学院 53 52 90 73 98 76 98 82 103 85 90 72 85 54 617 494人 80.1%

2 東京大法科大学院 173 152 279 217 267 204 275 220 280 211 247 184 222 131 1,743 1319人 75.7%

3 京都大法科大学院 130 114 182 135 188 126 184 148 191 147 192 151 159 105 1,226 926人 75.5%

4 慶應義塾大法科大学院 166 135 232 173 234 179 225 171 234 182 212 157 204 121 1,507 1118人 74.2%

5 神戸大法科大学院 62 50 79 64 89 68 103 75 88 56 80 61 77 33 578 407人 70.4%

6 千葉大法科大学院 27 24 55 39 51 36 38 28 40 29 43 29 28 8 282 193人 68.4%

7 中央大法科大学院 240 188 211 143 254 192 267 192 272 196 271 175 267 123 1,782 1209人 67.8%

8 北海道大法科大学院 38 32 90 55 83 46 98 72 91 65 83 41 67 23 550 334人 60.7%

9 首都大東京法科大学院 39 24 60 39 53 32 53 40 63 33 56 34 51 24 375 226人 60.3%

10 愛知大法科大学院 19 16 24 11 24 18 27 20 24 9 18 8 19 10 155 92人 59.4%

11 大阪大法科大学院 21 17 75 45 93 55 112 65 96 62 86 49 85 43 568 336人 59.2%

12 名古屋大法科大学院 29 23 63 41 76 50 78 44 77 46 66 34 67 28 456 266人 58.3%

13 早稲田大法科大学院 19 17 239 150 264 147 247 139 217 124 224 132 233 95 1,443 804人 55.7%

14 東北大法科大学院 43 29 79 58 93 56 106 57 82 54 90 35 72 17 565 306人 54.2%

15 大阪市立大法科大学院 27 24 69 41 55 26 63 36 68 30 57 21 39 7 378 185人 48.9%

16 明治大法科大学院 96 72 166 99 180 95 187 106 190 84 170 73 171 31 1,160 560人 48.3%

17 九州大法科大学院 13 12 77 33 89 45 114 61 101 46 85 38 84 26 563 261人 46.4%

18 同志社大法科大学院 89 60 130 67 138 62 132 57 118 61 126 39 67 14 800 360人 45.0%

19 上智大法科大学院 51 33 74 46 96 48 89 35 95 45 95 33 76 17 576 257人 44.6%

20 学習院大法科大学院 49 29 41 15 52 22 46 27 42 20 34 13 29 2 293 128人 43.7%

21 山梨学院大法科大学院 11 9 32 12 22 9 30 14 24 11 20 7 16 2 155 64人 41.3%

22 福岡大法科大学院 5 4 21 11 28 14 17 8 11 4 11 1 9 0 102 42人 41.2%

23 立命館大法科大学院 104 62 127 53 137 65 127 69 130 44 113 32 87 13 825 338人 41.0%

24 広島大法科大学院 12 9 29 16 38 24 51 17 43 20 39 8 31 5 243 99人 40.7%

25 南山大法科大学院 10 6 26 16 41 19 44 15 43 12 39 14 25 9 228 91人 39.9%

26 岡山大法科大学院 12 6 22 12 31 16 28 8 35 15 37 18 39 6 204 81人 39.7%

27 関西学院大法科大学院 66 39 111 54 108 48 114 50 84 28 82 17 58 9 623 245人 39.3%

28 横浜国立大法科大学院 10 10 39 17 50 26 46 24 51 15 45 10 24 2 265 104人 39.2%

29 金沢大法科大学院 2 2 29 12 35 9 24 12 26 17 28 10 18 1 162 63人 38.9%

30 創価大法科大学院 14 12 40 19 48 21 47 9 38 16 37 11 28 7 252 95人 37.7%

31 立教大法科大学院 19 12 55 24 69 25 58 25 51 28 53 12 42 4 347 130人 37.5%

32 成蹊大法科大学院 25 16 45 22 33 13 51 21 54 10 30 9 26 5 264 96人 36.4%

33 中京大法科大学院 20 9 27 6 19 8 21 10 12 5 15 2 114 40人 35.1%

34 専修大法科大学院 52 28 41 20 51 20 50 16 57 19 42 6 35 4 328 113人 34.5%

35 法政大法科大学院 65 35 100 36 87 35 67 27 75 28 80 13 48 2 522 176人 33.7%

36 関西大法科大学院 51 31 123 42 123 44 105 41 104 35 69 14 57 5 632 212人 33.5%

37 北海学園大法科大学院 17 5 19 9 22 6 12 5 9 1 79 26人 32.9%

38 琉球大法科大学院 18 10 22 4 25 9 15 4 15 6 9 0 104 33人 31.7%

39 広島修道大法科大学院 28 10 29 8 30 11 20 7 21 4 4 1 132 41人 31.1%

40 近畿大法科大学院 6 4 19 3 24 9 31 11 32 7 21 7 9 2 142 43人 30.3%

41 新潟大法科大学院 10 5 34 11 32 12 56 13 43 13 27 10 18 1 220 65人 29.5%

42 甲南大法科大学院 18 10 37 12 58 16 65 19 59 17 40 11 17 1 294 86人 29.3%

43 名城大法科大学院 5 4 20 7 31 10 31 6 33 8 21 7 15 3 156 45人 28.8%

44 熊本大法科大学院 4 2 24 4 24 10 21 8 14 3 16 2 12 3 115 32人 27.8%

45 静岡大法科大学院 27 8 27 3 19 6 16 8 10 1 99 26人 26.3%

46 関東学院大法科大学院 17 9 24 6 35 5 24 5 15 4 16 6 6 0 137 35人 25.5%

47 西南学院大法科大学院 4 3 41 11 29 5 36 10 43 7 25 7 10 4 188 47人 25.0%

48 筑波大法科大学院 31 8 31 5 27 9 26 7 15 3 130 32人 24.6%

49 神奈川大法科大学院 14 10 33 5 31 9 27 5 30 8 21 3 8 0 164 40人 24.4%

50 青山学院大法科大学院 14 8 42 11 47 12 55 8 31 7 19 6 14 2 222 54人 24.3%

51 東洋大法科大学院 24 13 41 6 41 6 38 8 33 9 25 6 9 2 211 50人 23.7%

52 日本大法科大学院 57 22 91 24 78 24 77 20 86 16 71 10 58 6 518 122人 23.6%

53 駒澤大法科大学院 18 7 32 10 37 10 22 6 26 5 28 2 13 1 176 41人 23.3%

54 白鴎大法科大学院 7 5 18 3 11 3 14 3 23 6 19 2 9 1 101 23人 22.8%

55 明治学院大法科大学院 18 12 48 16 40 16 51 7 61 10 40 2 30 0 288 63人 21.9%

56 東北学院大法科大学院 33 10 21 5 19 3 15 2 11 0 10 2 109 22人 20.2%

57 香川大法科大学院 18 7 20 5 27 4 20 6 21 1 8 0 114 23人 20.2%

58 大宮法科大学院大学 57 16 82 24 62 10 48 8 39 3 17 0 305 61人 20.0%

59 久留米大法科大学院 4 2 36 3 28 7 25 10 21 2 10 1 2 0 126 25人 19.8%

60 島根大法科大学院 1 1 26 7 16 3 14 1 13 5 13 1 8 0 91 18人 19.8%

61 神戸学院大法科大学院 3 1 13 4 22 8 17 4 18 1 15 1 10 0 98 19人 19.4%

62 桐蔭横浜大法科大学院 45 17 46 8 48 9 39 2 35 6 15 1 228 43人 18.9%

63 獨協大法科大学院 36 10 36 11 47 6 40 6 32 5 18 0 209 38人 18.2%

64 國學院大法科大学院 2 2 35 9 32 3 41 7 34 6 24 3 9 0 177 30人 16.9%

65 駿河台大法科大学院 22 8 48 9 58 12 41 3 49 8 52 4 16 2 286 46人 16.1%

66 大東文化大法科大学院 19 5 28 5 29 6 32 2 24 3 21 5 10 0 163 26人 16.0%

67 東海大法科大学院 3 0 18 4 33 6 34 7 37 3 15 3 11 0 151 23人 15.2%

68 信州大法科大学院 26 1 26 6 20 5 26 5 14 0 112 17人 15.2%

69 龍谷大法科大学院 36 7 42 10 48 5 34 2 11 0 171 24人 14.0%

70 京都産業大法科大学院 2 0 43 13 27 1 43 4 37 2 23 2 5 0 180 22人 12.2%

71 鹿児島大法科大学院 29 3 17 2 20 3 13 2 15 1 10 1 104 12人 11.5%

72 愛知学院大法科大学院 22 1 28 5 20 3 15 1 3 0 88 10人 11.4%

73 大阪学院大法科大学院 32 2 33 5 28 1 23 3 13 1 8 1 137 13人 9.5%

74 姫路獨協大法科大学院 8 1 22 1 25 1 12 0 4 0 1 0 2 0 74 3人 4.1%

総　計 2,122 1,518 4,244 2,188 4,658 2,273 4,706 2,300 4,474 2,121 3,956 1,722 3,122 1,027 27,282 13149人 48.2%

※受験者実数とは，（新）司法試験を１回以上受けた者の数。

【参考】予備試験合格者の資格に基づく受験者の合格者数・合格率

85 58人 68.2%

平成１７年度修了者

受験者実数 合格者

平成２２年度修了者

受験者実数 合格者

平成１８年度修了者

受験者実数 合格者

平成２０年度修了者平成１９年度修了者

合格者 受験者実数 合格者受験者実数

平成２１年度修了者 平成２３年度修了者 平成１７～２３年度合計

合格者合格者受験者実数 合格率合格者受験者実数受験者実数

予備試験合格者

平成２３年予備試験

受験者実数 合格者 合格率
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○ 法科大学院における初年度納付金の状況（平成２４年度）

単位：円

平成２４年４月１日現在

○ 高等教育段階における授業料減免措置について
（法科大学院については全体の内数）

【国立大学】
平成23年度予算 平成23年度 平成23年度 平成24年度予算

補正予算 補正予算 ※復旧・復興枠を含む

（第1号） （第3号）

予算額 225億円（29億円増） 7億円 9億円 268億円（43億円増）

・学部・修士：収容 ・学部・修士：収容定員の8.3%

対象 定員の7.3%（約3.6万 被災学生 （約4.2万人）

人） 約0.3万人 ・博士：収容定員の12.5%（約0.

・博士：収容定員の 6万人）

12.5%（約0.6万人） （計 約5.0万人、被災学生分約

（計 約4.2万人） 0.2万人分を含む）

（国立大学法人運営費交付金の内数として計上）

※平成24年度予算の予算額268億円には、被災学生分の入学料免除枠（1億円）を含む。

【私立大学】
平成23年度 平成23年度

平成23年度予算 補正予算 補正予算 平成24年度予算

（第1号） （第3号）

予算額 49億円（9億円増） 34億円 14億円 58億円 ※３

※１ ※２ ※２ 61億円 ※２

被災学生 約5.4万人

対象 約3.3万人 約1.2万人 （被災学生分：約1.9万人）

（私立大学等経常費補助金の内数として計上）

※１ 授業料減免等の1/2を補助、49億円のうち3億円は学生の経済的支援体制の構築への支援

※２ 東日本大震災による被災学生に対して、授業料減免等の2/3を補助

※３ 授業料減免等の1/2を補助、58億のうち3億円は学生の経済的支援体制の構築への支援

【公立大学】
地方財政措置により、標準的な大学運営に係る費用を支援することとしており、学生

１人当たりの単位費用の算定上、授業料減免に係る経費を考慮。
248,000円（Ｈ22）→ 243,000円（Ｈ23）→ 242,000円（Ｈ24）

※授業料収入の１１％を授業料減免等に係る欠損分として考慮。

入学金 授業料 その他 合計

4,484 247,595             999,565             147,762             1,394,922          

1,361 282,000             804,000             5,696                1,091,696          

112 314,143             738,536             5,089                1,057,768          

3,011 229,568             1,097,672          217,284             1,544,524          

公立　２大学

私立４９大学

区分
入学定員
合　　　計

平均額（※加重平均による）

　全 ７４大学

国立２３大学
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2 年 目

3 年 目

4 年 目

5 年 目

6 年 目

7 年 目

8 年 目

9 年 目

1 0 年 目 以 上

平
成

２
０
年

0
人

5
0
0
人

1
0
0
0
人

1
5
0
0
人

1
年

目
2
年

目
3
年

目
4
年

目
5
年

目

平
成

２
１
年

0
人

5
0
0
人

1
0
0
0
人

1
5
0
0
人

1
年

目
2
年

目
3
年

目
4
年

目
5
年

目

平
成

２
２
年

0
人

5
0
0
人

1
0
0
0
人

1
5
0
0
人

1
年

目
2
年

目
3
年

目
4
年

目
5
年

目

平
成

２
３
年

0
人

5
0
0
人

1
0
0
0
人

1
5
0
0
人

1
年

目
2
年

目
3
年

目
4
年

目
5
年

目

※
旧
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法
試
験
に
つ
い
て
は
，
把
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で
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た
受
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を
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と
し
て
い
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新
司

法
試

験
合

格
者

の
新

司
法

試
験

平
均

受
験

期
間

・
旧

司
法

試
験

受
験

者
の

旧
司

法
試

験
平

均
受

験
期

間

1
年

目

2
年

目

3
年

目

4
年

目

5
年

目

6
年

目

7
年

目

8
年

目

平 成 元 年

平 成 ２ 年

平 成 ３ 年

平 成 ４ 年

平 成 ５ 年

平 成 ６ 年

平 成 ７ 年

平 成 ８ 年

平 成 ９ 年

平 成 １ ０ 年

平 成 １ １ 年

平 成 １ ２ 年

平 成 １ ３ 年

平 成 １ ４ 年

平 成 １ ５ 年

平 成 １ ６ 年

平 成 １ ７ 年

平 成 １ ８ 年

平 成 １ ９ 年

平 成 ２ ０ 年

平 成 ２ １ 年

平 成 ２ ２ 年

平 成 ２ ３ 年

平 均 受 験 期 間

旧
司

法
試

験

新
司

法
試

験

新
司

法
試

験
合

格
者

の
新

司
法

試
験

平
均

受
験

期
間

・
旧

司
法

試
験

合
格

者
の

旧
司

法
試

験
平

均
受

験
期

間

※
旧

司
法

試
験

に
つ
い
て
は

，
把

握
で
き
た
受

験
期

間
を
前

提
と
し
て
い
ま
す
。
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1
年

目
2
年

目
3
年

目
4
年

目
5
年

目
6
年

目
7
年

目
8
年

目
9
年

目
1
0
年

目
以

上
合

格
者

数
旧
司
法
試
験

新
司
法
試
験

備
考

旧
試

験
平

成
１
１
年

7
5
人

1
8
1
人

2
2
5
人

1
0
4
人

1
2
1
人

9
2
人

2
0
2
人

1
0
0
0
人

平
成

元
年

6
.6
6
年

旧
試

験
平

成
１
２
年

6
9
人

2
0
4
人

2
3
1
人

1
0
1
人

8
5
人

9
0
人

7
6
人

1
3
8
人

9
9
4
人

平
成

２
年

6
.4
7
年

旧
試

験
平

成
１
３
年

5
3
人

1
5
9
人

2
1
2
人

1
4
0
人

1
0
6
人

5
9
人

7
6
人

5
1
人

1
3
4
人

9
9
0
人

平
成

３
年

6
.4
3
年

旧
試

験
平

成
１
４
年

5
7
人

1
7
2
人

2
2
8
人

1
3
5
人

1
4
4
人

1
1
0
人

7
6
人

9
2
人

5
1
人

1
1
8
人

1
1
8
3
人

平
成

４
年

6
.0
9
年

旧
試

験
平

成
１
５
年

3
3
人

1
9
0
人

2
1
8
人

1
2
9
人

1
1
2
人

1
1
6
人

9
7
人

4
6
人

6
8
人

1
6
1
人

1
1
7
0
人

平
成

５
年

6
.4
2
年

旧
試

験
平

成
１
６
年

2
0
人

9
1
人

2
6
1
人

1
9
2
人

1
9
1
人

1
7
2
人

1
3
4
人

1
1
5
人

5
3
人

2
5
4
人

1
4
8
3
人

平
成

６
年

6
.1
0
年

旧
試

験
平

成
１
７
年

2
7
人

1
1
7
人

1
7
0
人

2
7
5
人

1
9
0
人

1
2
4
人

1
3
0
人

1
1
8
人

8
3
人

2
3
0
人

1
4
6
4
人

平
成

７
年

6
.0
6
年

旧
試

験
平

成
１
８
年

1
1
人

4
5
人

5
3
人

7
2
人

9
1
人

5
6
人

4
9
人

4
0
人

3
3
人

9
9
人

5
4
9
人

平
成

８
年

4
.5
2
年

合
格
枠
制

旧
試

験
平

成
１
９
年

8
人

1
8
人

2
7
人

2
9
人

2
7
人

3
8
人

3
3
人

2
2
人

1
1
人

3
5
人

2
4
8
人

平
成

９
年

4
.4
2
年

合
格
枠
制

旧
試

験
平

成
２
０
年

1
人

2
2
人

9
人

1
3
人

1
2
人

1
5
人

1
7
人

1
2
人

9
人

3
4
人

1
4
4
人

平
成
１
０
年

4
.9
3
年

合
格
枠
制

旧
試

験
平

成
２
１
年

3
人

1
6
人

6
人

9
人

6
人

9
人

7
人

1
1
人

5
人

2
0
人

9
2
人

平
成
１
１
年

4
.1
0
年

合
格
枠
制

旧
試

験
平

成
２
２
年

1
2
人

1
2
人

5
人

2
人

4
人

2
人

6
人

4
人

1
2
人

5
9
人

平
成
１
２
年

4
.2
0
年

合
格
枠
制

平
成
１
３
年

4
.6
4
年

合
格
枠
制

平
成
１
４
年

5
.0
0
年

合
格
枠
制

●
新
司
法
試
験
合
格
者
の
新
司
法
試
験
受
験

期
間

（
平

成
1
8
年

～
平

成
２
３
年

）
平
成
１
５
年

5
.3
1
年

合
格
枠
制

1
年

目
2
年

目
3
年

目
4
年

目
5
年

目
合
格
者
数

平
成
１
６
年

6
.0
3
年

新
試

験
平

成
１
８
年

1
0
0
9
人

1
0
0
9
人

平
成
１
７
年

6
.0
6
年

新
試

験
平

成
１
９
年

1
4
6
0
人

3
9
1
人

1
8
5
1
人

平
成
１
８
年

6
.4
0
年

1
.0
0
年

新
試

験
平

成
２
０
年

1
5
0
4
人

4
6
5
人

9
6
人

2
0
6
5
人

平
成
１
９
年

6
.1
8
年

1
.2
1
年

新
試

験
平

成
２
１
年

1
4
2
8
人

4
5
6
人

1
5
2
人

7
人

2
0
4
3
人

平
成
２
０
年

6
.9
0
年

1
.3
2
年

新
試

験
平

成
２
２
年

1
2
6
1
人

5
5
6
人

2
2
5
人

2
6
人

6
人

2
0
7
4
人

平
成
２
１
年

6
.5
3
年

1
.3
8
年

新
試

験
平

成
２
３
年

1
1
8
5
人

5
4
4
人

2
7
2
人

4
7
人

1
5
人

2
0
6
3
人

平
成
２
２
年

6
.0
2
年

1
.5
3
年

平
成
２
３
年

1
.6
2
年

●
新
旧
司
法
試
験
合
格
者
の
平
均
受
験
期
間

●
旧
司
法
試
験
合
格
者
の
旧
司
法
試
験
受
験

期
間

（
平

成
１
１
年

～
平

成
２
２
年

）

※
合

格
枠

制
と
は

，
合

格
者

の
う
ち
一

定
割

合
を
初

回
受
験
か
ら
３
年
以
内
の
受
験
者
か
ら
決
定
す
る
制

度
。

※
旧
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法

試
験

に
つ
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で
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受

験
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間
を
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す
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旧司法試験 新司法試験

H1年 28.91 H2年4月 44期 2年 31.16
H2年 28.65 H3年4月 45期 2年 30.90
H3年 28.64 H4年4月 46期 2年 30.89
H4年 28.22 H5年4月 47期 2年 30.47
H5年 28.29 H6年4月 48期 2年 30.54
H6年 27.95 H7年4月 49期 2年 30.20
H7年 27.74 H8年4月 50期 2年 29.99
H8年 （合格枠制） 26.35 H9年4月 51期 2年 28.60
H9年 （合格枠制） 26.26 H10年4月 52期 2年 28.51
H10年 （合格枠制） 26.90 H11年4月 53期 1年6月 28.65
H11年 （合格枠制） 26.82 H12年4月 54期 1年6月 28.57
H12年 （合格枠制） 26.55 H13年4月 55期 1年6月 28.30
H13年 （合格枠制） 27.42 H14年4月 56期 1年6月 29.17
H14年 （合格枠制） 27.57 H15年4月 57期 1年6月 29.32
H15年 （合格枠制） 28.15 H16年4月 58期 1年6月 29.90
H16年 28.95 H17年4月 59期 1年6月 30.70
H17年 29.03 現行型司法修習 H18年4月 現行60期 1年4月 30.70

28.87 新司法修習 H18年11月 新60期 1年 29.87
29.33 現行型司法修習 H19年4月 現行61期 1年4月 31.00

29.20 新司法修習 H19年11月 新61期 1年 30.20
29.92 現行型司法修習 H20年4月 現行62期 1年4月 31.59

28.98 新司法修習 H20年11月 新62期 1年 29.98
29.75 現行型司法修習 H21年4月 現行63期 1年4月 31.42

28.84 新司法修習 H21年11月 新63期 1年 29.84
29.48 現行型司法修習 H22年4月 現行64期 1年4月 31.15

29.07 新司法修習 H22年11月 新64期 1年 30.07
28.80 現行型司法修習 H23年7月 現行65期 1年4月 30.63

H23年 28.50 新司法修習 H23年11月 新65期 1年 29.50
H24年 28.54 新司法修習 H24年11月 新66期 1年 29.54

司法試験合格者の平均年齢

（注1）「合格者平均年齢」とは，合格者の各年12月31日現在の年齢の平均である。

H22年

司法修習
の別

旧司法修習

司法修習
期間

期別

合格者平均年齢
司法修習

開始

（注3）合格枠制とは，合格者のうち一定割合を初回受験から３年以内の受験者から決定する制度。

（注2）「司法修習終了時平均年齢」とは，司法修習開始時期及び司法修習期間を考慮し，司法試験の「合格者平均年齢」に，44期か
　　　ら52期までについては2年3月を，53期から59期までについては1年6月を，60期以降の新修習については1年を，現行修習につい
　　  ては1年8月（現行65期については1年10月）を，それぞれ加えたものである。

司法試験
合格年

H18年

H19年

H20年

H21年

（参考）
司法修習
終了時

平均年齢

司法試験合格者の平均年齢の推移

25.0

25.5

26.0

26.5

27.0

27.5

28.0

28.5

29.0

29.5

30.0

30.5

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（歳）

旧司法試験

新司法試験

（参考）　司法修習終了時における平均年齢の推移

26.5

27.0

27.5

28.0

28.5

29.0

29.5

30.0

30.5

31.0

31.5

32.0

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（歳）

旧司法試験

新司法試験
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（注） ※　文部科学省公表資料による。

　Ｈ15年度からＨ22年度までは，大学入試センターの実施する試験の志願者数・受験者数である。

　H23年度からは，適性試験管理委員会において年に２回実施されており，上記の志願者数・受験者数は実人数である。

（注） ※　文部科学省公表資料による。
１　「志願者数」とは，各大学における入学者選抜の出願者数の合計値をいう。
２　「受験者数」とは，各大学における入学者選抜の受験者数の合計値をいう。

法科大学院適性試験の志願者数・受験者数の推移

法科大学院の志願者数・受験者数の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度

（人）

志願者数

受験者数

0

20,000

40,000

60,000

80,000
（人）

0

4

8

12

16
（倍率）

志願者数 72,800 41,756 40,341 45,207 39,555 29,714 24,014 22,927 18,446

受験者数 40,810 30,310 29,592 31,080 31,181 25,863 21,319 20,497 16,519

志願倍率 13.0 7.2 6.9 7.8 6.8 5.2 4.9 5.0 4.1

受験倍率 7.3 5.2 5.1 5.3 5.4 4.5 4.3 4.5 3.7

H15志願・受験
（H16年度生）

H16志願・受験
（H17年度生）

H17志願・受験
（H18年度生）

H18志願・受験
（H19年度生）

H19志願・受験
（H20年度生）

H20志願・受験
（H21年度生）

H21志願・受験
（H22年度生）

H22志願・受験
（H23年度生）

H23志願・受験
（H24年度生）

法科大学院
開校

第１回新司法
試験実施

第１回新司法
試験実施

志願者数 受験者数 志願者数 受験者数
H23年度 5,946 6,692 7,829 7,249
H24年度 5,185 5,391 6,457 5,967

実人数

受験者数 志願者数

第１回 第２回

4,753
5,481

5,967
7,386

志願者数 受験者数

H15年度 39,350 18,355
H16年度 24,036 12,249
H17年度 19,859 9,617
H18年度 18,450 11,213
H19年度 15,937 10,798
H20年度 13,138 8,940
H21年度 10,282 7,737
H22年度 8,650 7,066

　※大学入試センターの受験者数については，追試験受験者数を含む。

16,680
17,872
21,429

8,5469,370
11,870

7,909 7,820

11,945

受験者数 志願者数

13,993

大学入試センター 日弁連法務研究財団

35,521

9,930

20,043

14,323

10,724
12,429
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（注）　Ｈ23の旧司法試験受験者は，口述試験の合格者である。

【参考】　平成7年頃の新規受験者は，毎年約4,000人程度であった。（平成7年11月13日法曹養成制度等
　　　　改革協議会意見書）

旧司法試験の受験者数・合格者数等の推移

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

Ｈ１ Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

（人）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

出願者数 受験者数 合格者数 対出願者
合格率

対受験者
合格率

Ｈ１ Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２
出願者数 23,202 22,900 22,596 23,435 20,848 22,554 24,488 25,454 27,112 30,568 33,983 36,203
受験者数 21,308 20,975 20,609 21,431 17,714 19,408 21,272 21,921 23,592 26,759 29,890 31,729
合格者数 506 499 605 630 712 740 738 734 746 812 1,000 994
対出願者
合格率

2.2% 2.2% 2.7% 2.7% 3.4% 3.3% 3.0% 2.9% 2.8% 2.7% 2.9% 2.7%

対受験者
合格率

2.4% 2.4% 2.9% 2.9% 4.0% 3.8% 3.5% 3.3% 3.2% 3.0% 3.3% 3.1%

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３
出願者数 38,930 45,622 50,166 49,991 45,885 35,782 28,016 21,994 18,611 16,088 6
受験者数 34,117 41,459 45,372 43,367 39,428 30,248 23,306 18,203 15,221 13,223 6
合格者数 990 1,183 1,170 1,483 1,464 549 248 144 92 59 6
対出願者
合格率

2.5% 2.6% 2.3% 3.0% 3.2% 1.5% 0.9% 0.7% 0.5% 0.4% 100.0%

対受験者
合格率

2.9% 2.9% 2.6% 3.4% 3.7% 1.8% 1.1% 0.8% 0.6% 0.4% 100.0%

合格者
500人弱

合格者
700人台

合格者
1,000人台

合格者
1,500人弱

合格者
1,200人弱

合格枠制
導入

（～H15）

司法制度
改革審議会

意見書
公表

法科大学院
開設

新司法試験
実施
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新司法試験の受験者数・合格者数等の推移

新司法試験の受験者数・合格者数等の推移
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受験予定者 受験者数 合格者数 対受験予定者
合格率

対受験者
合格率

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４
受験予定者 2,125 5,280 7,710 9,564 10,908 11,686 11,100

受験者数 2,091 4,607 6,261 7,392 8,163 8,765 8,387
合格者数 1,009 1,851 2,065 2,043 2,074 2,063 2,102

対受験予定者
合格率

47.5% 35.1% 26.8% 21.4% 19.0% 17.7% 18.9%

対受験者
合格率

48.3% 40.2% 33.0% 27.6% 25.4% 23.5% 25.1%
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法曹志願者の減少に関わる要因についての指摘の例

○ 毎年の司法試験合格者数が頭打ちで，司法試験合格率が低迷するとともに，弁

護士の就職難等が指摘される一方，数年にわたる法科大学院での就学やそのため

の相当額の金銭的負担を要することなどから，法曹を目指すことのリスクを回避

するため，法曹を志願しなくなる者が増えている現状にあると考えられる。

○ どのような層の志願者が減少しているかが問題であり，果たして，既修コース

の修了者の半数が卒業した年に新司法試験に合格できるという現状が優秀な人材

にとって法曹となることが困難な状況といえるのか，優秀な人材が法曹を志願し

なくなっているとすれば，それはむしろ，弁護士の就職難などを背景として，法

曹の魅力や資格としての価値が薄れており，法科大学院進学による経済的・時間

的負担が見合わないと考えられているからであるとの見方もできるのではない

か。

○ 法科大学院志願者減少の要因は，新司法試験の合格率が低迷していることにあ

り，優秀な人材が法曹を目指すようにするためには，新司法試験の合格者を増加

させ，合格率を引き上げるのが有効である。

○ 法科大学院は，経済的・時間的負担が大きく，そのような法科大学院制度が持

つ基本的構造が，法曹志願者を減少させる大きな要因となっている。

なお，旧司法試験においては，合格率が極端に低かったにもかかわらず，数万

人もの者が司法試験を受験し，法曹を志願していたのであるから，司法試験の合

格率が低迷していること自体は，法曹志願者減少の理由にはならない。
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司法修習終了者（裁判官及び検察官任官者を除く。）の弁護士登録等状況

※
日
弁
連
資
料
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（注）

１　弁護士未登録者数は，裁判官及び検察官任官者を除いた数である。

２　未登録者割合は，修習終了者数に対する未登録者数の割合である。

　弁護士未登録者数の推移

弁護士未登録者数の推移（一括登録時点）
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未登録者割合（現行）
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弁護士未登録者数の推移（新司法修習終了者）
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22
（％）

新第60期未登録者数

新第61期未登録者数

新第62期未登録者数

新第63期未登録者数

新第64期未登録者数

新第60期未登録者割合

新第61期未登録者割合

新第62期未登録者割合

新第63期未登録者割合

新第64期未登録者割合

新第60期未登録者数 32 21 17 14 12

新第61期未登録者数 89 66 42 32 29

新第62期未登録者数 133 94 65 55 41 33 25

新第63期未登録者数 214 140 97 73 66 50 38

新第64期未登録者数 400 278 144 109 89 67

新第60期未登録者割合 3.3 2.1 1.7 1.4 1.2

新第61期未登録者割合 5.1 3.8 2.4 1.8 1.7

新第62期未登録者割合 6.7 4.7 3.3 2.8 2.1 1.7 1.3

新第63期未登録者割合 11 7.2 5 3.7 3.4 2.6 1.9

新第64期未登録者割合 20.1 14 7.2 5.5 4.5 3.4

一括登録
時点

約1か月後 約2か月後 約3か月後 約4か月後 約6か月後
約12か月

後
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法曹の多様性の確保に関わる指摘の例

【多様性の確保が困難である原因についての指摘】

○ 法曹志願者が減少している原因は，特に志願者の多様性を確保することを阻

害する要因として顕著に当てはまると考えられる。

○ 社会人が職に就いたまま法科大学院で学ぶことは基本的に難しいが，仮に職

を捨てたとしても司法試験合格が約束されるわけではない。

○ 多様性を確保する観点からも，司法試験の合格率の上昇に資するような方策

を検討することが重要である。

○ 他分野からの法科大学院入学者の中には，法律学の履修に適合できない者も

いるし，とりあえず入学を認めておいて厳格な成績評価でふるい落とすという

ことも酷であり，とりわけ他分野の者にとっては，法曹を志願することのリス

クが高いととらえられやすい。

【多様性の確保の状況に関する指摘】

○ 各法科大学院において，多様性の拡大を図るための入学者選抜基準を概ね満

たしていることなど，現状についてかなりの成果を上げていると評価してよい。

○ 法科大学院設立当初と異なり，今後，社会人として法科大学院を志願する者

は，学部修了時点では法科大学院への入学を選択せず，いったん社会人になっ

た後に法科大学院を志願する者に限られることに留意する必要がある。

○ 大学法学部が存続している以上，大学進学前から法曹となることを志して大

学法学部に入学し，そのまま法科大学院に進む者も正当に評価されなければな

らない。

（参考）

○ 専門職大学院設置基準（平成１５年文部科学省令第１６号）（抜粋）

（法科大学院の入学者選抜）

第１９条 法科大学院は、入学者の選抜に当たっては、文部科学大臣が別に定めるところ

により、多様な知識又は経験を有する者を入学させるよう努めるものとする。

○ 平成１５年文部科学省告示第５３号（専門職大学院設置基準第５条第１項等の規定に

基づく専門職大学院に関し必要な事項）（抜粋）

（法科大学院の入学者選抜）

第３条 法科大学院は、入学者のうちに法学を履修する課程以外の課程を履修した者又は

実務等の経験を有する者の占める割合が３割以上となるよう努めるものとする。

２ 法科大学院は、前項の割合が２割に満たない場合は、当該法科大学院における入学者

の選抜の実施状況を公表するものとする。
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法科大学院への入学状況

法科大学院入学者数の推移（法学既修・未修別）

0
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3,000

3,500

4,000

（件）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

既修者 2,350 2,063 2,179 2,169 2,066 2,021 1,923 1,916 1,825 

未修者 3,417 3,481 3,605 3,544 3,331 2,823 2,199 1,704 1,325 

全入学者に対する
既修者の割合

40.7% 37.2% 37.7% 38.0% 38.3% 41.7% 46.7% 52.9% 57.9%

全入学者に対する
未修者の割合

59.3% 62.8% 62.3% 62.0% 61.7% 58.3% 53.3% 47.1% 42.1%

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

法科大学院への社会人の入学状況

0

400
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1,600

2,000

（人）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

既修者 1,038 687 718 717 597 464 348 294 300 

未修者 1,754 1,404 1,207 1,117 1,012 834 645 469 389 

既修者に対する
社会人（既修者）の割合

44.2% 33.3% 33.0% 33.1% 28.9% 23.0% 18.1% 15.3% 16.4%

未修者に対する
社会人（未修者）の割合

51.3% 40.3% 33.5% 31.5% 30.4% 29.5% 29.3% 27.5% 29.4%

全入学者における
社会人割合

48.4% 37.7% 33.3% 32.1% 29.8% 26.8% 24.1% 21.1% 21.9%

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
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（注）この割合は，全入学者に対する各学部系統別の割合である。

学部系統別の入学状況
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0%
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55%
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65%
70%
75%
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85%
90%

法学 3,779 3,884 4,150 4,223 3,987 3,620 3,254 2,872 2,559 

文系（法学以外） 1,269 1,050 1,138 1,061 972 801 572 517 406 

理系 486 432 326 273 282 247 131 134 94

その他 233 178 170 156 156 176 165 97 91

法学割合 65.5% 70.1% 71.7% 73.9% 73.9% 74.7% 78.9% 79.3% 81.2%

文系（法学以外）割合 22.0% 18.9% 19.7% 18.6% 18.0% 16.5% 13.9% 14.3% 12.9%

理系割合 8.4% 7.8% 5.6% 4.8% 5.2% 5.1% 3.2% 3.7% 3.0%

その他割合 4.0% 3.2% 2.9% 2.7% 2.9% 3.6% 4.0% 2.7% 2.9%

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
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法科大学院修了者司法試験短答・総合成績（既修・未修　法学部・非法学部別）

非法学部 法学部

受験者 2091 人 260 人 1831 人

短答合格者 1684 人 217 人 1467 人

　（対受験者　短答合格率） (80.5%) (83.5%) (80.1%)

最終合格者 1009 人 116 人 893 人

　（対受験者　最終合格率） (48.3%) (44.6%) (48.8%)

　（対短答合格者　最終合格率） (59.9%) (53.5%) (60.9%)

非法学部 法学部 全体 非法学部 法学部 全体

受験者 4607 人 278 人 2363 人 2641 人 894 人 1072 人 1966 人

短答合格者 3479 人 239 人 2001 人 2240 人 578 人 661 人 1239 人

　（対受験者　短答合格率） (75.5%) (86.0%) (84.7%) (84.8%) (64.7%) (61.7%) (63.0%)

最終合格者 1851 人 120 人 1095 人 1215 人 292 人 344 人 636 人

　（対受験者　最終合格率） (40.2%) (43.2%) (46.3%) (46.0%) (32.7%) (32.1%) (32.3%)

　（対短答合格者　最終合格率） (53.2%) (50.2%) (54.7%) (54.2%) (50.5%) (52.0%) (51.3%)

非法学部 法学部 全体 非法学部 法学部 全体

受験者 6261 人 347 人 2655 人 3002 人 1290 人 1969 人 3259 人

短答合格者 4654 人 318 人 2321 人 2639 人 811 人 1204 人 2015 人

　（対受験者　短答合格率） (74.3%) (91.6%) (87.4%) (87.9%) (62.9%) (61.1%) (61.8%)

最終合格者 2065 人 149 人 1182 人 1331 人 298 人 436 人 734 人

　（対受験者　最終合格率） (33.0%) (42.9%) (44.5%) (44.3%) (23.1%) (22.1%) (22.5%)

　（対短答合格者　最終合格率） (44.4%) (46.9%) (50.9%) (50.4%) (36.7%) (36.2%) (36.4%)

非法学部 法学部 全体 非法学部 法学部 全体

受験者 7392 人 417 人 2857 人 3274 人 1472 人 2646 人 4118 人

短答合格者 5055 人 346 人 2394 人 2740 人 859 人 1456 人 2315 人

　（対受験者　短答合格率） (68.4%) (83.0%) (83.8%) (83.7%) (58.4%) (55.0%) (56.2%)

最終合格者 2043 人 140 人 1126 人 1266 人 286 人 491 人 777 人

　（対受験者　最終合格率） (27.6%) (33.6%) (39.4%) (38.7%) (19.4%) (18.6%) (18.9%)

　（対短答合格者　最終合格率） (40.4%) (40.5%) (47.0%) (46.2%) (33.3%) (33.7%) (33.6%)

非法学部 法学部 全体 非法学部 法学部 全体

受験者 8163 人 418 人 2935 人 3353 人 1641 人 3169 人 4810 人

短答合格者　 5773 人 372 人 2556 人 2928 人 976 人 1869 人 2845 人

　（対受験者　短答合格率） (70.7%) (89.0%) (87.1%) (87.3%) (59.5%) (59.0%) (59.1%)

最終合格者 2074 人 147 人 1095 人 1242 人 248 人 584 人 832 人

　（対受験者　最終合格率） (25.4%) (35.2%) (37.3%) (37.0%) (15.1%) (18.4%) (17.3%)

　（対短答合格者　最終合格率） (35.9%) (39.5%) (42.8%) (42.4%) (25.4%) (31.2%) (29.2%)

平成２２年

全体
既修者 未修者

平成２１年

全体
既修者 未修者

平成２０年

全体
既修者 未修者

平成１９年

全体
既修者 未修者

平成１８年

全体
既修者
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法科大学院修了者司法試験短答・総合成績（既修・未修　法学部・非法学部別）

非法学部 法学部 全体 非法学部 法学部 全体

受験者 8765 人 422 人 2914 人 3336 人 1820 人 3609 人 5429 人

短答合格者　 5654 人 339 人 2376 人 2715 人 979 人 1960 人 2939 人

　（対受験者　短答合格率） (64.5%) (80.3%) (81.5%) (81.4%) (53.8%) (54.3%) (54.1%)

最終合格者 2063 人 114 人 1068 人 1182 人 260 人 621 人 881 人

　（対受験者　最終合格率） (23.5%) (27.0%) (36.7%) (35.4%) (14.3%) (17.2%) (16.2%)

　（対短答合格者　最終合格率） (36.5%) (33.6%) (44.9%) (43.5%) (26.6%) (31.7%) (30.0%)

非法学部 法学部 全体 非法学部 法学部 全体

受験者 8302 人 355 人 2876 人 3231 人 1669 人 3402 人 5071 人

短答合格者　 5255 人 288 人 2278 人 2566 人 921 人 1768 人 2689 人

　（対受験者　短答合格率） (63.3%) (81.1%) (79.2%) (79.4%) (55.2%) (52.0%) (53.0%)

最終合格者 2044 人 109 人 1062 人 1171 人 250 人 623 人 873 人

　（対受験者　最終合格率） (24.6%) (30.7%) (36.9%) (36.2%) (15.0%) (18.3%) (17.2%)

　（対短答合格者　最終合格率） (38.9%) (37.8%) (46.6%) (45.6%) (27.1%) (35.2%) (32.5%)

平成２３年

全体
既修者 未修者

平成２４年

全体
既修者 未修者
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既修・未修別　法学部・非法学部合格状況

平成１８年 平成１９年

平成２０年 平成２１年

260 人

1831 人

116 人

1467 人

217 人

893 人

0 人

200 人

400 人

600 人

800 人

1000 人

1200 人

1400 人

1600 人

1800 人

2000 人

既修者非法学部 既修者法学部

受験者 短答合格者　 最終合格者

278 人

2363 人

894 人

1072 人

661 人
578 人

2001 人

239 人

120 人

344 人
292 人

1095 人

0 人

500 人

1000 人

1500 人

2000 人

2500 人

既修者非法学部 既修者法学部 未修者非法学部 未修者法学部

受験者 短答合格者　 最終合格者

347 人

2655 人

1290 人

1969 人

318 人

2321 人

811 人

1204 人1182 人

298 人

436 人

149 人

0 人

500 人

1000 人

1500 人

2000 人

2500 人

3000 人

既修者非法学部 既修者法学部 未修者非法学部 未修者法学部

受験者 短答合格者　 最終合格者

417 人

2857 人

1472 人

2646 人

346 人

2394 人

859 人

1456 人

1126 人

286 人

491 人

140 人

0 人

500 人

1000 人

1500 人

2000 人

2500 人

3000 人

既修者非法学部 既修者法学部 未修者非法学部 未修者法学部

受験者 短答合格者　 最終合格者

資料１６

-29-



既修・未修別　法学部・非法学部合格状況

平成２４年
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司法試験短答・総合成績（既修・未修　法学部・非法学部別）

司法試験短答合格率（対受験者　短答合格率）
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①旧司法試験

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度

法学部系 422 465 545 574 650 666 675 663 663 707 886 884 848 1,032 992

割合（％） 83.40 93.19 90.08 91.11 91.29 90.00 91.46 90.33 88.87 87.07 88.60 88.93 85.66 87.24 84.79

非法学部系 84 34 60 56 62 74 63 71 83 105 114 110 142 151 178

割合（％） 16.60 6.81 9.92 8.89 8.71 10.00 8.54 9.67 11.13 12.93 11.40 11.07 14.34 12.76 15.21

最終合格者数 506 499 605 630 712 740 738 734 746 812 1,000 994 990 1,183 1,170

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

法学部系 1,233 1,201 450 191 114 67 46 4

割合（％） 83.14 82.04 81.97 77.02 79.17 72.83 77.97 66.67

非法学部系 250 263 99 57 30 25 13 2

割合（％） 16.86 17.96 18.03 22.98 20.83 27.17 22.03 33.33

最終合格者数 1,483 1,464 549 248 144 92 59 6

（平成１８年以降司法試験を実施）

１　受験願書の「学歴」欄に基づく情報
２　「学歴」欄には，最終学歴にかかわらず，四年制大学に卒業，在学又は中退した学歴がある場合に，その最終の大学名及び学部名を記載することになっている。

４　「非法学部系」には，四年制大学の学歴をもつ者で「法学部系」以外の学部系統である者のほか，四年制大学以外の学歴によって第一次試験が免除された者，
  第一次試験合格者又は個別の一次試験免除者で大学に在籍したことがない者も含まれる。

司法試験最終合格者数における法学部系・非法学部系の別

３　「法学部系」の数は，上記２の学歴がある者のうち，法学部系統の学部に在籍した者の数を，「非法学部系」の数は，「法学部系」を除いた最終合格者数を示し
  ている。

旧司法試験最終合格者数における法学部系・非法学部系の別
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②新司法試験

１８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年

法学部系 893 1,439 1,618 1,617 1,679 1,689

割合（％） 88.50 77.74 78.35 79.15 80.95 81.87

非法学部系 116 412 447 426 395 374

割合（％） 11.50 22.26 21.65 20.85 19.05 18.13

最終合格者数 1,009 1,851 2,065 2,043 2,074 2,063

１　受験願書の「受験資格等」欄の中の「既修・未修」欄に基づく情報
２　「法学部系」とは，法学部系学部の卒業，「非法学部系」とは，法学部系学部以外の学部の卒業のことであり，それぞれ法科大学院における既修・未修コースの
者が含まれている。

司法試験最終合格者における法学部系・非法学部系の別
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法科大学院適性試験について

１．目的

法科大学院の入学者選抜に当たっては、入学者の適性を適確かつ客観的に

評価するため、法律学についての学識ではなく、法科大学院における履修の前

提として要求される判断力、思考力、分析力、表現力等の資質を試す「法科大

学院適性試験」を実施。

２．実施機関

適性試験管理委員会（平成23年度より）

※平成22年度までは、次の２機関でそれぞれ実施。

・独立行政法人 大学入試センター

・財団法人 日弁連法務研究財団（社団法人 商事法務研究会）

３．実施概要（平成24年度）

区 分 第 １ 回 第 ２ 回

試験実施期日 平成24年５月27日（日） 平成24年６月10日（日）

第１部（論理的判断力） 40分

第２部（分析的判断力） 40分

問題構成等 第３部（長文読解力） 40分

第４部（表現力） 40分

※第１～３部 多肢選択・マークシート式

第４部 論述式

受験料 15,750円 （各１回）

※法律学についての知識を問う内容の試験ではない。
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日本学生支援機構 奨学金事業の充実

教育の機会均等や人材育成の観点から、経済的理由により修学に困難がある

学生等を支援するとともに、意欲と能力のある学生等が経済的にも自立し、
安心して勉学に励めるよう、奨学金事業の充実を図る。

平成２４年度当初予算 事 業 費 総 額：１兆１，２６３億円（４８２億円増）
貸 与 人 員： １３３万９千人（６万７千人増）

◇ 無利子奨学金 ３８万３千人（２万５千人増）※１

◇ 有利子奨学金 ９５万６千人（４万２千人増）※２

※１ 新規増 １万５千人（うち被災者枠６千５百人）、
前年度までの新規増分の進級に伴う増 １万人

※２ 前年度までの貸与分の進級に伴う増のみ
特に、無利子奨学金の貸与基準を満たしながら貸与を受けられない者の

解消に向けた拡充に重点化。

【貸与月額】（大学院修士課程）

無利子奨学金 ５・８.８万円から学生が選択

有利子奨学金 ５・８・１０・１３・１５万円から学生が選択
（法科大学院においては、19万円又は22万円の選択も可能）

※１ 無利子奨学金と有利子奨学金の併用貸与も可能。

※２ 有利子奨学金の貸与利率

上限３％（ただし、在学中は無利子）。
利率見直し方式（５年ごと）か利率固定方式を学生が選択。

【返還例】（大学院修士課程）

○無利子奨学金
貸与月額 貸与総額 返還月額 返還回数

円 円 回（年）

5万円 1,200,000 8,333 144(12）

8.8万円 2,112,000 12,571 168(14）

○有利子奨学金
貸与月額 貸与総額 返還総額 返還月額 返還回数

円 円 円 回（年）

5万円 1,200,000 1,448,002 10,055 144(14)

8万円 1,920,000 2,349,227 15,059 156(13)

10万円 2,400,000 3,018,568 16,769 180(15)

13万円 3,120,000 4,087,467 18,923 216(18)

15万円 3,600,000 4,844,592 20,185 240(20)

19万円（法科大学院4万円増） 4,560,000 6,160,586 25,668 240(20)

22万円（法科大学院7万円増） 5,280,000 7,147,526 29,781 240(20)
※有利子奨学金の年利率は3.0%（増額部分は3.2%)で試算
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奨学金の返還免除制度について

返還免除には、死亡・心身の障害によるもの及び特に優れた業績による

ものがある。

① 死亡・心身障害免除

奨学生が死亡又は心身の障害により、返還不能になったときは返還未済

額の全部又は一部を願い出によって免除する。（第一種・第二種の全奨

学生対象）

② 特に優れた業績による返還免除

大学院において第一種学資金の貸与を受けた学生で、在学中に特に優れ

た業績を挙げた者として機構が認定したものには、貸与期間終了の時に

おいて、その学資金の全部又は一部の返還を免除する。

（参考）独立行政法人日本学生支援機構法（平成15年6月法律第94号）

（返還の条件等）

第15条 学資金の返還の期限及び返還の方法は、政令で定める。

３ 機構は、学資金の貸与を受けた者が死亡又は精神若しくは身体の障害により学資

金を返還することができなくなったときは、政令で定めるところにより、その学資金の

全部又は一部の返還を免除することができる。

第16条 機構は、大学院において第一種学資金の貸与を受けた学生等のうち、在学

中に特に優れた業績を挙げたと認められる者には、政令の定めるところにより、その

学資金の全部又は一部の返還を免除することができる。
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(独 )日本学生支援機構 奨学金の返還猶予制度

下表の事由により返還が困難な場合は、返還者からの願い出に基づき返還が猶予される。

（このほか、在学期間中についても返還が猶予される。）

猶予の事由 証 明 書 証明書発行者 猶 予 の 期 間

災 害 罹 災 証 明 書 市（区）町村長 ・当該事由が続いている期間

消 防 署 長 （１年毎に願い出る。）

災害を事由とする願い出を行う

傷 病 診 断 書 等 医 師 場合、２年目以降は経済困難な

状況を証明する書類（所得証明

書等）により罹災状況が継続し

生 活 保 護 生活保護受給 民 生 委 員 ていることを確認し、災害によ

証明書等 福祉事務所長 る猶予の継続として取り扱う。

専修学校の一般課程及 在 学 証 明 書 在 学 学 校 長 ・当該事由が続いている期間

び在学猶予を認められ （１年毎に願い出る。）

ない分野・学科、各種 ・通算して５年が限度（上記、

学校、放送大学の専科 災害、傷病及び生活保護を事

・科目履修生 由とする期間は含めない。）

聴 講 生 ・ 研 究 生 その事由を明 その学校長

らかにする証

外 国 で 研 究 中 明書 その学校また

は機関の長

入学(受験)準備中 出身学校長等

失 業 中 職業安定所長・

市 区 町 村 長

その他真にやむを その事実を証

得ない事由（低所 明できる第三

得等）で返還が困難 者
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法科大学院進学を
考える皆さんへ

奨学金
入学金
授業料
免除

各大学
独自の
支援

ご存知ですか？
法科大学院生に対する様々な支援制度

■ 独立行政法人日本学生支援機構
　 http://www.jasso.go.jp/index.html

■ 各大学の経済的支援制度については、各大学へお問合せ下さい。

■ 本パンフレットに関するお問合せ先
　 日本弁護士連合会法制第一課　電話:03-3580-9939

本パンフレットは日弁連ホームページに掲載されています。
http://www.nichibenren.or.jp/

お問合せ先
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※２０１１年３月発行。法科大学院別の経済的支援制度については２０１０年１１月調べ。
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　経済的な理由で、法曹への道を諦めないでください。

　法律家の仕事は、基本的人権を擁護し、社会正義の実現
を目指す、やりがいのある仕事です。

　意欲と能力のある進学希望者を経済的に支援するため
の、種々の制度があります。

　独立行政法人日本学生支援機構（以下「日本学生支援機
構」という。）は、法科大学院生向けに毎月の貸与額の大
きい奨学金を用意しており、優秀な業績を残した学生には
返還免除制度があるほか、大学院修了後の状況に応じた返
還方法の変更にも応じています。
　また、多くの法科大学院が、授業料免除の制度や独自の
奨学金を用意しています。
　
　このパンフレットでは、法科大学院入学後から就職まで
の資金繰りを計画するうえで有用な経済的支援制度をご紹
介します。法科大学院に関心のある方の選択の一助となれ
ば幸いです。

Ⅰ
はじめに

2
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　日本学生支援機構の運営する貸与による奨学金です。第一種奨学金（無利息）
と第二種奨学金（利息付）の 2 種類があります。第一種奨学金と第二種奨学
金を併用することもできます。

　法科大学院生に対する月額の貸与額は第二種奨学金で最大 22 万円で、アル
バイト等の定期収入がなくとも就学が可能となるよう配慮されています。

　いずれの奨学金も、貸与期間終了後に分割して返還しなければならないのが
原則です。もっとも、優れた業績を挙げた学生に対する全額または半額の免除
のほか、返還期間中の資力状況等の変化に合わせた減額返還、返還期限猶予の
各制度があります。

Ⅱ
日本学生支援機構の奨学金を利用する

種類 貸与額 基準 貸与実績

第一種奨学金
（無利子の貸与奨学金）

月額5万円又は
8万8千円（選択）

・大学等並びに大学院における
成績が特に優れ、将来、研究能力
又は高度の専門性を要する職業
等に必要な高度の能力を備えて
活動することができると認めら
れる者。
・本人（配偶者含む）の収入金額
合計が概ね541万円以下。

2009年度:4,660人

第二種奨学金
（有利子の貸与奨学金。

在学中は無利息。）

月額5万円、8万
円、10万円、13万
円、15万円、19万
円、22万円のいず
れか（選択）

・第一種奨学金と同じ又は大学
院における学修に意欲があり、
学業を確実に修了できる見込み
があると認められる者。
・本人（配偶者含む）の収入金額
合計が概ね595万円以下。

2009年度:2,999人

第一種奨学金・
第二種奨学金
併用の場合

本人（配偶者含む）の収入金額合
計が概ね316万円以下。

入学時特別増額
貸与奨学金
（有利子奨学金）

10万円、20万円、
30万円、40万円、
50万円のいずれ
か（選択）

第一種奨学金又は第二種奨学金
の申込者で奨学金申請時の収入
金額が120万円以下の人等。

1 制度の概要
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　奨学金は、法科大学院の標準修業年限が終了する月まで受給できます。

　貸与期間終了の翌月から数えて 7 か月目の 27 日が第 1 回目の返還日です。
例えば、2011 年 3 月に貸与が終了する場合、同年 10 月 27 日が初回の返
還日です。

　 返還回数（年） は、貸与総額に応じて決定されます（12 年から 20 年）。
例えば、貸与総額 120 万円で 12 年、792 万円で 20 年です。

① 月額5万円を2年間受給した場合

貸与総額 貸与利率 返還総額

1,200,000円 なし 1,200,000円 
月賦返還額 返還回数（年）

8,333円 144回（12年） 

（1） 第一種奨学金の返還例

2 申請、受給から返還までの流れ

3 月々の返還額と返還期間について
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② 月額8万8000円を3年間受給した場合

貸与総額 貸与利率 返還総額 

3,168,000円 なし 3,168,000円 
月賦返還額 返還回数（年）

14,666円 216回（18年） 

① 月額8万円を2年間受給した場合

貸与総額 貸与利率 返還総額 

1,920,000円 3.0% 2,349,227円 
月賦返還額 返還回数（年）

15,059円 156回（13年） 

② 月額22万円を3年間受給した場合

貸与総額 
貸与利率 返還総額 

7,920,000円

内 
訳

5,400,000円 3.0%（基本月額）
10,721,397円

2,520,000円 3.2%（増額分）
月賦返還額 返還回数（年）

 44,672円 240回（20年） 

(2) 第二種奨学金の場合の月賦返還の例

※�利率は、①利率固定方式 または ②利率見直し方式の2つの方式があり、
申込む際にいずれか一方を選択します。いずれの方式でも、基本月額
（月額 15 万円以下の部分）に係る利率は年 3.0 % が上限です。増額分
（月額 15 万円を超える部分）に係る利率は、原則として基本月額に係
る貸与利率に 0.2%上乗せした利率です。 

※����「利率固定方式」:
貸与終了時に決定した利率が返還完了まで適用されます。

※�「利率見直し方式」:
返還期間中、おおむね 5年ごと（返還の期限を猶予されている期間を
除く。）に見直された利率が適用されます。
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　日本学生支援機構の奨学金は、返還義務があります。もっとも、優れた業績
を残した学生は返還が免除される場合があるほか、傷病、所得減少等、返還が
困難になった場合のために、返還計画を緩和する制度があります。

（1）特に優れた業績による返還免除制度

　第一種奨学金の貸与を受けた学生のみが対象です。在学中に特に優れた業績
を挙げた学生の奨学金の全部または一部が免除される制度です。

　免除を希望する奨学生は、在籍する法科大学院に免除申請します。当該大学
院を置く大学の学長が、学内選考委員会の議に基づき、推薦者を決定し、日本
学生支援機構に推薦します。

　日本学生支援機構は、学長の推薦を尊重しつつ、免除対象者を認定します。

　対象となる奨学生は、貸与終了者の 3 割以下とされています（2009 年度）。
これまで、第一種奨学金受給者の概ね 3 割程度が、半額（全体の 2 割程度）
または全額（全体の 1 割程度）の返還免除を受けました。

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

貸与終了者数 21,372 28,225 28,565 31,946 29,527

免除者数 5,972 8,166 8,565 9,579 8,805

免除率 27.7% 28.9% 30.0% 30.0% 29.8%

【参考】法科大学院生を含む大学院における業績優秀者免除実績

（注）各年度は、奨学金の貸与を終了した年度である。

4 返還の負担を軽減する制度について
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●奨学金の種類
・ 日本学生支援機構第１種（無利子）（業績優秀者の半額免除の適用あり）

・ 同第２種（有利子）

●利用した理由
　入学前から上記奨学金を借りる予定であったため。

●利用した感想
　成績優秀者に対する返還免除の制度があることを知りませんでしたので、学校か

ら推薦を受けられる旨の連絡を受けた時は驚きました。保証人になってくれた家族

たちにも、良い報告ができて嬉しかったです。

●これから法曹を志望しようとしている方へのメッセージやアドバイス
　運よく一度目の受験で合格することができましたが、正直なところ、これから奨学

金をきちんと返還していくことに不安がないわけではありません。でも、奨学金をし

っかり返還していくことを一つの目標にして、これから頑張っていきたいと思います。

～私は日本学生支援機構の奨学金を利用しました！
青山学院大学ＬＳ（未修コース）修了

利用者の声

（2）返還計画を緩和する制度

　当初定めた奨学金の返還期間開始までに法科大学院を修了できなかった場
合、司法試験に合格せず所得の目処が立たない場合、返還中に病気や失業等で
所得が減少した場合等、返還が困難な状況に陥った場合は、日本学生支援機構
に願い出ることで、当初の返還計画が緩和されることがあります。

　災害・傷病・その他経済的理由（年間の収入 300 万円程
度以下、所得 200 万円程度以下）等により奨学金の返還が
困難な場合に、返還期間を延長するということにより、一定

期間、毎回の返済金額を半減する制度です。適用期間は 1 年間で、最長
10 年まで更新可能です。
　たとえば、当初定められた返済金額が月額 1 万円の場合で 1 年間適用
を受けた場合、期間中の月額の返済金額は 5000 円となり、返済期間は
6 か月間長くなります。
　返還総額（利息含む）は変わりません。

　災害・傷病・経済困難など、奨学金の返還が困難な事情が
ある場合に、その期間中、返還が猶予される制度です。返還
猶期間中は返還する必要はありませんが、最終返済日が猶予
期間分遅くなることとなります。

　なお、猶予される期間は通算で 5 年（60 か月）までですが、災害・傷病・
生活保護受給中は、当該には含まれません。

［減額
返還］

［返還
期限
猶予］
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Ⅲ
入学金・授業料免除制度を利用する

　国立大学の法科大学院には、入学料及び授業料の免除制度があります。
　経済的理由によって授業料等の納付が困難であり、かつ、学業優秀と認めら
れる場合など、法科大学院が定める要件に該当する場合に、申請により適用が
認められた場合には、入学料または授業料の全額または半額等の免除を受ける
ことができます。
　授業料の免除対象者は、原則として各学期ごとに決定します。

　また、私立大学の法科大学院にも、類似の制度があります。
　制度の概要（免除制度か入学金及び授業料相当額の給付奨学金かなど）や適
用の要件は、各大学ごとに異なります。詳しくは、「Ⅳ　法科大学院別の経済
的支援制度　2-1「私立法科大学院ごとの経済的支援制度の状況」」（14頁以下）
をご覧下さい。

※�法科大学院ごとに要件が異なりますので、詳細は直接各大学にお問合せ下
さい。

入学金免除の事由（例）

　1　経済的理由により納付期限までに入学料の納付が困難であり、かつ、
　　学業優秀と認められる場合
　2　入学前 1 年以内において、学資負担者が死亡し、又は本人若しく　
　　は学資負担者が風水害等の災害を受けた場合
　3　前号に準ずる場合であって、学長が相当と認める事由がある場合等

授業料免除の事由（例）

　1　経済的理由により納付期限までに授業料の納付が困難であり、かつ、
　　学業優秀と認められる場合
　2　各期の開始前 6 か月以内（新入学者に対する入学の日の属する期分
　　の免除に係る場合は、入学前 1 年以内）において、学資負担者が死
　　亡し、又は本人若しくは学資負担者が風水害等の災害を受けた場合
　3　前号に準ずる場合であって、学長が相当と認める事由がある場合等

入学金・授業料の全額/半額等の免除
➡

1 制度の概要

2 国立大学の入学金・授業料の免除制度
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～私は日本学生支援機構の奨学金及び
法科大学院の授業料免除制度を利用しました！

新潟大学LS（未修コース）修了

利用者の声

●奨学金等の種類
・日本学生支援機構第1種（無利子）（業績優秀者の全額免除の適用あり）

・法科大学院の授業料免除制度

●利用した理由
　家族からの援助は限られていたうえ、経済学部出身の未修者であったためアルバ

イトに時間を割くことが難しいと考えたので、奨学金を利用させていただきました。

●利用した感想
　私は、奨学金支給と授業料免除のいずれかがなかったら、弁護士になることは

できませんでした。日本学生支援機構や法科大学院には大変感謝しています。

●これから法曹を志望しようとしている方へのメッセージやアドバイス
　ロースクールは一般的に金銭的負担が大きいですが、各種奨学金や免除制度

が用意されていますので、努力した分だけ負担は軽減されるようになっています。

　経済的な理由で法曹になることを諦めようと考えている方もいらっしゃるでしょ

うが、自分の努力次第で解決できる問題だと思います。諦めずに頑張って下さい。

　国立大学の場合、各大学は申請に基づき審査を行い、免除者を決定します。
申請から認定までの手続は、各大学ごとに異なりますので、詳細については直
接各大学にお問合せ下さい。
　私立大学法科大学院の場合も、多くは申請、審査、決定を経て対象者が決ま
りますが、中には、応募がなく大学院側が指名するという例もあります。「Ⅳ　
法科大学院別の経済的支援制度　2-1「私立法科大学院ごとの経済的支援制度
の状況」」（14 頁以下）をご参照いただき、詳細は直接各大学にお問合せ下さい。

3 申請から認定までの流れ
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Ⅳ
法科大学院別の経済的支援制度

　法科大学院（あるいは法科大学院が属する大学）が提供している経済的支援
制度を、大学院別に整理しました。掲載されているデータは、特に指定がない
限り、2010 年度に実施しているもの、あるいは 2011 年度に実施する予定
のものです。経済的支援制度は、近時改善される傾向にありますので、興味を
もたれましたら、直接法科大学院に問い合わせて、最新の情報を集めると良い
でしょう。また、どの制度も、申請を必要とするものは提出期限厳守です。

1-1　国立・公立大学法科大学院共通の経済的支援制度
名称 支援額 支援の期間 支援の条件

1 入学料免除
入学料（28万2000円）の全額又は半額
※法科大学院により以下のパターンがあります。
　・「全額」
　・「半額」

--

条件は概ね共通ですが、完全に同一ではありません。以下に例を示します。（神戸大学法科大学院）
　①経済的理由によって入学料の納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められる場合
　②入学前1年以内に、学資負担者が死亡し、又は本人若しくは学資負担者が風水害等の災害を受けたことにより、入学料の納付が著しく困難であると認められる場合
　③その他、上記に準ずる場合で本学が相当と認める事由があるとき

2 入学料徴収猶予/分納
入学料（28万2000円）の全額又は半額
※法科大学院により以下のパターンがあります。
　・「全額」
　・「半額」

一定期間納入猶予を認める「延納」と分割納付を認
める「分納」があります。何れを認めるか又その期
間については法科大学院ごとに異なります。

条件は概ね共通ですが、完全に同一ではありません。以下に例を示します。（神戸大学法科大学院）
　①経済的理由によって納付期限までに入学料の納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められる場合
　②入学前1年以内に、学資負担者が死亡し、又は本人若しくは学資負担者が風水害等の災害を受けたことにより、納付期限までに入学料の納付が困難であると認めら
　れる場合
　③その他やむを得ない事情により納付期限までに入学料の納付が困難であると認められる場合

3 授業料免除

前期及び後期それぞれの授業料（それぞれ年額の2分の1
の40万2000円）の全額又は半額等
※法科大学院により以下のパターンがあります。
　・「全額」
　・「半額」
　・「一部（全額または半額以外）」

原則として学期ごとに選考を行います。

条件は概ね共通ですが、完全に同一ではありません。以下に例を示します。（東北大学法科大学院）
　①経済的理由により、授業料を納付することが困難であると認められ、かつ、学業が優秀であると認められる場合
　②各学期の授業料の納期前6月以内（入学した日の属する学期分の授業料の免除に係る場合は入学した日前1年以内）において、学生の学資を主として負担している
　者（以下「学資負担者」という）が死亡し、又は学生若しくは学資負担者が風水害等の災害を受け、授業料を納付することが著しく困難であると認められる場合。

4 授業料徴収猶予/分納

前期及び後期それぞれの授業料（それぞれ年額の2分の1
の40万2000円）の全額又は半額等
※法科大学院により以下のパターンがあります。
　・「全額」
　・「半額」
　・「一部（全額または半額以外）」

一定期間納入猶予を認める「延納」と分割納付を認
める「分納」があります。何れを認めるか又その期
間については法科大学院ごとに異なります。

条件は概ね共通ですが、完全に同一ではありません。以下に例を示します。（東北大学法科大学院）
　①経済的理由により、授業料をその納付期限までに納付することが困難であると認められ、かつ、学業が優秀であると認められる場合
　②学生又は学資負担者が災害を受け、授業料をその納付期限までに納付することが困難であると認められる場合。

1-2　国立・公立大学法科大学院ごとの経済的支援制度の状況
法科大学院 入学料 授業料 その他の経済的支援制度

免除 徴収猶予 免除 徴収猶予 名称 種類 支援額 資格・条件 支援期間 人数・割合

1 北海道大学 ○ ○ ○ ○ 成績優秀者特別免除制度 免除 入学料相当額、1年次の授業料年間相当額 入学試験成績優秀者 1年 未修入学者2名
既修入学者6名

2 東北大学 ○ ○ ○ ○ 東北大学法科大学院ＪＲ東日本奨学生 給付 20万円/年 ①1年次科目単位加重総得点の上位3名（1年次生） 
②基幹科目単位加重総得点の上位7名（2年次生） 1年 1年次生3名 

2年次生7名

3 千葉大学 ○ ○ ○ ○ 千葉大学法科大学院奨学金 給付 20～50万円/年 成績優秀者を対象に毎年数名を選考(年度により人数、金額は
異なる)

4 筑波大学 ○ ○ ○ ○ 筑波大学学生奨学金（つくばスカラシップ） 給付 20万円(1名につき1回)
主たる学資負担者の死亡、やむを得ない事由による失職によ
り家計が急変し、修学が困難な者(所得が授業料免除の半額免
除となる条件を満たす者)

在学中1名につき1回

5 東京大学 ○ ○ ○ ○ 長島・大野・常松奨学金、森・濱田松本奨学金、アンダーソン・毛利・友常奨学金、柳田国
際奨学金、ＴＭＩ奨学金 給付 8万円/月 合計25名（2010年度実績）

6 一橋大学 ○ ○ ○ ○

7 横浜国立大学 ○ ○ ○ ○

8 新潟大学 ○ ○ ○ ○ 新潟大学大学院実務法学研究科奨学金 貸与 
無利息 5万円/月 ①学業成績が優秀であること 

②経済的支援を必要とすること
貸与月から3年を超えな
い期間 各学年2名以内

9 信州大学 ○ ○ ○ ○ 成績優秀学生授業料免除 免除 後期分の授業料相当額 学業成績が特に優れ、かつ、人物優秀であると認められる者を
選考 当該年度の後期
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申請の要否及び時期は、法科大学院ごとに異なりますので、必ずご確認下さい。
　また、法科大学院以外の団体が提供する経済的支援制度で、法科大学院の学
生を対象とするものを整理してみました。掲載しているデータ以外にも、民間
企業が提供しているもの、自治体が提供しているもの等があり、法科大学院の
窓口で都度情報発信しているものがあります。

1-1　国立・公立大学法科大学院共通の経済的支援制度
名称 支援額 支援の期間 支援の条件

1 入学料免除
入学料（28万2000円）の全額又は半額
※法科大学院により以下のパターンがあります。
　・「全額」
　・「半額」

--

条件は概ね共通ですが、完全に同一ではありません。以下に例を示します。（神戸大学法科大学院）
　①経済的理由によって入学料の納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められる場合
　②入学前1年以内に、学資負担者が死亡し、又は本人若しくは学資負担者が風水害等の災害を受けたことにより、入学料の納付が著しく困難であると認められる場合
　③その他、上記に準ずる場合で本学が相当と認める事由があるとき

2 入学料徴収猶予/分納
入学料（28万2000円）の全額又は半額
※法科大学院により以下のパターンがあります。
　・「全額」
　・「半額」

一定期間納入猶予を認める「延納」と分割納付を認
める「分納」があります。何れを認めるか又その期
間については法科大学院ごとに異なります。

条件は概ね共通ですが、完全に同一ではありません。以下に例を示します。（神戸大学法科大学院）
　①経済的理由によって納付期限までに入学料の納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められる場合
　②入学前1年以内に、学資負担者が死亡し、又は本人若しくは学資負担者が風水害等の災害を受けたことにより、納付期限までに入学料の納付が困難であると認めら
　れる場合
　③その他やむを得ない事情により納付期限までに入学料の納付が困難であると認められる場合

3 授業料免除

前期及び後期それぞれの授業料（それぞれ年額の2分の1
の40万2000円）の全額又は半額等
※法科大学院により以下のパターンがあります。
　・「全額」
　・「半額」
　・「一部（全額または半額以外）」

原則として学期ごとに選考を行います。

条件は概ね共通ですが、完全に同一ではありません。以下に例を示します。（東北大学法科大学院）
　①経済的理由により、授業料を納付することが困難であると認められ、かつ、学業が優秀であると認められる場合
　②各学期の授業料の納期前6月以内（入学した日の属する学期分の授業料の免除に係る場合は入学した日前1年以内）において、学生の学資を主として負担している
　者（以下「学資負担者」という）が死亡し、又は学生若しくは学資負担者が風水害等の災害を受け、授業料を納付することが著しく困難であると認められる場合。

4 授業料徴収猶予/分納

前期及び後期それぞれの授業料（それぞれ年額の2分の1
の40万2000円）の全額又は半額等
※法科大学院により以下のパターンがあります。
　・「全額」
　・「半額」
　・「一部（全額または半額以外）」

一定期間納入猶予を認める「延納」と分割納付を認
める「分納」があります。何れを認めるか又その期
間については法科大学院ごとに異なります。

条件は概ね共通ですが、完全に同一ではありません。以下に例を示します。（東北大学法科大学院）
　①経済的理由により、授業料をその納付期限までに納付することが困難であると認められ、かつ、学業が優秀であると認められる場合
　②学生又は学資負担者が災害を受け、授業料をその納付期限までに納付することが困難であると認められる場合。

1-2　国立・公立大学法科大学院ごとの経済的支援制度の状況
法科大学院 入学料 授業料 その他の経済的支援制度

免除 徴収猶予 免除 徴収猶予 名称 種類 支援額 資格・条件 支援期間 人数・割合

1 北海道大学 ○ ○ ○ ○ 成績優秀者特別免除制度 免除 入学料相当額、1年次の授業料年間相当額 入学試験成績優秀者 1年 未修入学者2名
既修入学者6名

2 東北大学 ○ ○ ○ ○ 東北大学法科大学院ＪＲ東日本奨学生 給付 20万円/年 ①1年次科目単位加重総得点の上位3名（1年次生） 
②基幹科目単位加重総得点の上位7名（2年次生） 1年 1年次生3名 

2年次生7名

3 千葉大学 ○ ○ ○ ○ 千葉大学法科大学院奨学金 給付 20～50万円/年 成績優秀者を対象に毎年数名を選考(年度により人数、金額は
異なる)

4 筑波大学 ○ ○ ○ ○ 筑波大学学生奨学金（つくばスカラシップ） 給付 20万円(1名につき1回)
主たる学資負担者の死亡、やむを得ない事由による失職によ
り家計が急変し、修学が困難な者(所得が授業料免除の半額免
除となる条件を満たす者)

在学中1名につき1回

5 東京大学 ○ ○ ○ ○ 長島・大野・常松奨学金、森・濱田松本奨学金、アンダーソン・毛利・友常奨学金、柳田国
際奨学金、ＴＭＩ奨学金 給付 8万円/月 合計25名（2010年度実績）

6 一橋大学 ○ ○ ○ ○

7 横浜国立大学 ○ ○ ○ ○

8 新潟大学 ○ ○ ○ ○ 新潟大学大学院実務法学研究科奨学金 貸与 
無利息 5万円/月 ①学業成績が優秀であること 

②経済的支援を必要とすること
貸与月から3年を超えな
い期間 各学年2名以内

9 信州大学 ○ ○ ○ ○ 成績優秀学生授業料免除 免除 後期分の授業料相当額 学業成績が特に優れ、かつ、人物優秀であると認められる者を
選考 当該年度の後期
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法科大学院 入学料 授業料 その他の経済的支援制度
免除 徴収猶予 免除 徴収猶予 名称 種類 支援額 資格・条件 支援期間 人数・割合

10 静岡大学 ○ ○ ○ ○

静岡大学法科大学院奨学金（Ⅰ型） 給付 30万円/年 入学試験成績や前年度成績が特に優秀な者や経済的に厳しい
者を対象 1年 未修1・2年/各2名以内 

未修3年・既修2年/計3名以内

静岡大学法科大学院奨学金（Ⅱ型） 給付 80万円/年 入学試験成績や前年度成績が特に優秀な者や経済的に厳しい
者を対象 1年 未修１年/1名以内 

既修1年/1名以内

静岡大学法科大学院奨学金（Ⅲ型） 給付 40万円/年 入学試験成績や前年度成績が特に優秀な者や経済的に厳しい
者を対象 1年

未修2年/1名以内 
既修1年/2名以内 
未修3年・既修2年/計2名以内

SLSC奨学金 給付 5万円/月または3万円/月
社会的視野をもつ者又は社会的問題に関心ある者で、将来社
会的問題に取り組もうとする姿勢が見られる者。書類審査ま
たは面接。

1年 新入生1名または2名

11 金沢大学 ○ ○ ○ ○
NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

金沢大学大学院研究支援給付 給付 5万円/年 成績上位者 1年 年度の予算の範囲内
(2010年度実績：6名)

12 名古屋大学 ○ ○ ○/半額
のみ ○ NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

13 京都大学 ○ ○ ○ ○

14 大阪大学 ○ ○ ○ ○

15 神戸大学 ○ ○ ○ ○

16 島根大学 ○ ○ ○ ○ 成績優秀者入学料・授業料特別免除制度 免除 入学料・授業料相当額 入試成績及び別途実施する特別枠面接試験の結果を総合して
選考

入学時から3年 
但し2年目以降は継続要
件を満たす必要がある。

入学者中5名程度 
(島根・鳥取枠3名。一般枠2名)

17 岡山大学 ○ ○ ○ ×
岡山大学法科大学院奨学金 貸与 

無利息 10万円/月額 ①入学者選抜における成績が優秀であること（1年次生） 
②前年度の学業成績が優秀であること（2、3年次生） 2年 1年次生は3～4名程度。2年

次以降は若干名。

成績優秀学生等奨学金 給付 1年次の授業料年間相当額 入試成績上位（入学定員の5％）で合格し、入学した者 1年 2名

18 広島大学 ○ ○ ○ ○
広島大学エクセレント・スチューデント・スカラシップ 免除 後期分の授業料相当額 入学試験の成績優秀者及び在学生で学業が特に優れている者 当該年度の後期 各学年1名程度

NPO法人ロースクール奨学金広島　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

19 香川大学・愛媛大学
（連合） ○ ○ ○ ○

四国ロースクール特別授業料免除 免除 在籍期間中の授業料相当額 入学者のうち入学試験の成績上位者5名

入学時から2年または3
年 
但し2年目以降は継続基
準を満たす必要がある。

入学者のうち5名

香川大学特待生（学業）授業料免除 免除 後期分の授業料相当額 在学生で学業及び人物共に優れていると認められる者から選
考 当該年度の後期

20 九州大学 ○ ○ ○ ×

21 熊本大学 ○ ○ ○ ○ 熊本大学法科大学院奨学金 給付 年間授業料の半額
①既修者認定試験成績上位者または入学試験成績上位者(既
修者認定試験上位者を優先)(新入生)8名 
②前年度成績(GPA)上位者(2・3年次生)それぞれ8名

1年

22 鹿児島大学 鹿児島大学法科大学院奨学金制度（予定） 給付 年間授業料の半額 学業成績が優秀であること 1年 各学年3名

23 琉球大学 ○ ○ ○ ○
鎌倉フェローシップ・沖縄ロースクール奨学金 給付 36万円/年 ①将来沖縄に貢献する意欲がある、②時代を創る強い個性や

意思がある者のうち、プレゼンテーションのうえ選考 3年間 新入生を対象1名～2名

琉球大学大学院法務研究科専門職学位課程、特待生授業料免除 免除 年間授業料 ①入学者選抜における成績が優秀であること（1年次） 
②前年度の学業成績が優秀であること（2、3年次） 1年 各学年1名

24 首都大学東京 ○ × ○ ○

25 大阪市立大学 ○ 分納
なし ○ ○ 特待生制度 免除 半期授業料相当額の全額及び半額 入学試験や前学期の成績優秀者 

（授業料減免・分納制度の対象外となる） 半期ごと
2010年度実績： 
全額(定員の8%程度 ) 
半額(定員の16%程度)

※2010年11月調べ。詳細は各法科大学院へお問い合わせください。
※首都大学東京の入学料は、東京都在住者は14万1000円、その他は28万2000円。
※大阪市立大学の入学料は、大阪市住民及びその子は22万2000円、その他は34万2000円。
※法科大学院より提供を受けた資料及びホームページ上の記載（ホームページ掲載の資料（年次報告書等）の記載を含む）で確認できた内容を掲載しています。
※大学の全学サイトで確認した内容については反映していません。但し、法科大学院のホームページ上にリンクが貼ってあるものについては反映しています。
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法科大学院 入学料 授業料 その他の経済的支援制度
免除 徴収猶予 免除 徴収猶予 名称 種類 支援額 資格・条件 支援期間 人数・割合

10 静岡大学 ○ ○ ○ ○

静岡大学法科大学院奨学金（Ⅰ型） 給付 30万円/年 入学試験成績や前年度成績が特に優秀な者や経済的に厳しい
者を対象 1年 未修1・2年/各2名以内 

未修3年・既修2年/計3名以内

静岡大学法科大学院奨学金（Ⅱ型） 給付 80万円/年 入学試験成績や前年度成績が特に優秀な者や経済的に厳しい
者を対象 1年 未修１年/1名以内 

既修1年/1名以内

静岡大学法科大学院奨学金（Ⅲ型） 給付 40万円/年 入学試験成績や前年度成績が特に優秀な者や経済的に厳しい
者を対象 1年

未修2年/1名以内 
既修1年/2名以内 
未修3年・既修2年/計2名以内

SLSC奨学金 給付 5万円/月または3万円/月
社会的視野をもつ者又は社会的問題に関心ある者で、将来社
会的問題に取り組もうとする姿勢が見られる者。書類審査ま
たは面接。

1年 新入生1名または2名

11 金沢大学 ○ ○ ○ ○
NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

金沢大学大学院研究支援給付 給付 5万円/年 成績上位者 1年 年度の予算の範囲内
(2010年度実績：6名)

12 名古屋大学 ○ ○ ○/半額
のみ ○ NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

13 京都大学 ○ ○ ○ ○

14 大阪大学 ○ ○ ○ ○

15 神戸大学 ○ ○ ○ ○

16 島根大学 ○ ○ ○ ○ 成績優秀者入学料・授業料特別免除制度 免除 入学料・授業料相当額 入試成績及び別途実施する特別枠面接試験の結果を総合して
選考

入学時から3年 
但し2年目以降は継続要
件を満たす必要がある。

入学者中5名程度 
(島根・鳥取枠3名。一般枠2名)

17 岡山大学 ○ ○ ○ ×
岡山大学法科大学院奨学金 貸与 

無利息 10万円/月額 ①入学者選抜における成績が優秀であること（1年次生） 
②前年度の学業成績が優秀であること（2、3年次生） 2年 1年次生は3～4名程度。2年

次以降は若干名。

成績優秀学生等奨学金 給付 1年次の授業料年間相当額 入試成績上位（入学定員の5％）で合格し、入学した者 1年 2名

18 広島大学 ○ ○ ○ ○
広島大学エクセレント・スチューデント・スカラシップ 免除 後期分の授業料相当額 入学試験の成績優秀者及び在学生で学業が特に優れている者 当該年度の後期 各学年1名程度

NPO法人ロースクール奨学金広島　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

19 香川大学・愛媛大学
（連合） ○ ○ ○ ○

四国ロースクール特別授業料免除 免除 在籍期間中の授業料相当額 入学者のうち入学試験の成績上位者5名

入学時から2年または3
年 
但し2年目以降は継続基
準を満たす必要がある。

入学者のうち5名

香川大学特待生（学業）授業料免除 免除 後期分の授業料相当額 在学生で学業及び人物共に優れていると認められる者から選
考 当該年度の後期

20 九州大学 ○ ○ ○ ×

21 熊本大学 ○ ○ ○ ○ 熊本大学法科大学院奨学金 給付 年間授業料の半額
①既修者認定試験成績上位者または入学試験成績上位者(既
修者認定試験上位者を優先)(新入生)8名 
②前年度成績(GPA)上位者(2・3年次生)それぞれ8名

1年

22 鹿児島大学 鹿児島大学法科大学院奨学金制度（予定） 給付 年間授業料の半額 学業成績が優秀であること 1年 各学年3名

23 琉球大学 ○ ○ ○ ○
鎌倉フェローシップ・沖縄ロースクール奨学金 給付 36万円/年 ①将来沖縄に貢献する意欲がある、②時代を創る強い個性や

意思がある者のうち、プレゼンテーションのうえ選考 3年間 新入生を対象1名～2名

琉球大学大学院法務研究科専門職学位課程、特待生授業料免除 免除 年間授業料 ①入学者選抜における成績が優秀であること（1年次） 
②前年度の学業成績が優秀であること（2、3年次） 1年 各学年1名

24 首都大学東京 ○ × ○ ○

25 大阪市立大学 ○ 分納
なし ○ ○ 特待生制度 免除 半期授業料相当額の全額及び半額 入学試験や前学期の成績優秀者 

（授業料減免・分納制度の対象外となる） 半期ごと
2010年度実績： 
全額(定員の8%程度 ) 
半額(定員の16%程度)

※2010年11月調べ。詳細は各法科大学院へお問い合わせください。
※首都大学東京の入学料は、東京都在住者は14万1000円、その他は28万2000円。
※大阪市立大学の入学料は、大阪市住民及びその子は22万2000円、その他は34万2000円。
※法科大学院より提供を受けた資料及びホームページ上の記載（ホームページ掲載の資料（年次報告書等）の記載を含む）で確認できた内容を掲載しています。
※大学の全学サイトで確認した内容については反映していません。但し、法科大学院のホームページ上にリンクが貼ってあるものについては反映しています。
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2-1　私立法科大学院ごとの経済的支援制度の状況
法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

北海学園大学 ① 北海学園奨学金制度 給付 月額2万円、年額24万円 
社会人学生は月額10,000円（年額120,000円） 学業成績優秀、経済的事情を考慮 1年間 例）入学定員25名で入学者が25名であれば、1学年8名

程度

東北学院大学

① 入学時特待生奨学金
未修者 3名 

前期2、後期1 給付 60万円（授業料半期分相当額） 入学試験で優秀な成績を修めて入学した者3名 1学期 
条件を満たす場合に継続あり ③④との併用不可

既修者 2名 
前期1、後期1 給付 72万5000円（学納金半期分相当） 既修者認定試験の成績が総得点の8割以上で入学した者のうち上位者

2名
1学期 
条件を満たす場合に継続あり ③④との併用不可

② 入学時準特待生奨学金
未修者 3名 

前期2、後期1 給付 30万円 入学時特待生奨学金受給者に続き優秀な成績を修めて入学した者3名 1学期

既修者 4名 
前期3、後期1 給付 36万2500円 既修者入学時特待生奨学金受給者に続き優秀な成績を修めて入学した

者4名
1学期 
条件を満たす場合に継続あり ③④との併用不可

③ 特待生奨学金 学年ごと3名 給付 60万円 学期毎の成績が優秀な者 1学期 学期毎の成績判定に基づき次期学期に給付

④ 特待生準奨学金 学年ごと3名 給付 30万円 学期毎の成績が特待生に続き優秀な者 1学期 学期毎の成績判定に基づき次期学期に給付

⑤ 東北地域貢献者A0入試奨
学金 給付 30万円 東北地域貢献者A0入試での入学者

⑥ 東北学院大学奨学会奨学金 貸与
（無利息） 96万円 1年間

⑦ 東北学院大学緊急給付奨学
金

貸与
（無利息） 当該学期の学生納付金額を上限とする 家計支持者の死亡・疾病・失業等により家計状況が急変して修学が困難

になった大学院生 在学中1回のみの貸与

⑧ 学費ローン利子給付奨学金 給付 融資額に「国の教育ローン」年利率を乗じた金額 学資ローンの融資対象となった大学院生

⑨ 入学時ローン利子給付奨学
金 給付 採用時から最短修業年限内に支払う入学時ロ

ーン利子額を上限とする。 入学時ローンの融資対象となった大学院生 最短修業年限内の在学期間 在学中1回のみの貸与

白鷗大学
①

学業特待生制度/学費免除
生

1名 
※2010年度実績

授業料等
免除

入学初年度学費（入学金・授業料・施設設備費の
合計）及び2年次・3年次の学費（授業料・施設設
備費の合計）

一般入試合格者のうち成績最優秀者 入学から修了まで 
次年度継続の条件あり

特待生の資格は毎年見直すこととし資格を取り消すこと
がある。

学業特待生制度/入学時学
業特待生

2名 
※2010年度実績

授業料
減免 入学初年度授業料のうち50万円 一般入試合格者のうち成績優秀者 1年

学業特待生制度/在学時学
業特待生

5名 
※2010年度実績

授業料
減免 授業料50万円 在学生の成績優秀者（GPAの高い者） 1年

② 学業奨励給付奨学金 37名 
※2010年度実績 給付 7万円 学業の奨励を図ることを目的とし、毎年1回成績優秀な学生を選考し

て受給資格者に支給 1年

大宮法科大学院大学 ※授業料の値下げを行ったことにより、2010年度より独自の奨学金制度はなし

獨協大学

① 獨協大学法科大学院奨学金

学年ごとに在籍者数の1
割程度 給付 授業料の全額（各学期分） 学業成績最上位者 1学期 

※成績により継続可能

学年ごとに在籍者数の1
割程度 給付 授業料の半額（各学期分） 学業成績上位者 1学期 

※成績により継続可能

② 獨協大学新入生特別奨学金
最大4名 給付 授業料（春学期）の全額 入学選抜試験の結果、優秀と認められる者で、本学の理念に共鳴し、将

来社会貢献的な職務に一定期間従事する者 入学初年度の春学期

最大4名 給付 授業料（春学期）の半額 同上 入学初年度の春学期

③ 獨協大学法科大学院社会人
特別奨学金

全学生在籍者数の1割程
度 給付 授業料の半額相当（各学期分）

スカラシップ付き社会人特別入試合格者のうち入学後の成績が一定基
準以上にある者、あるいは、一般入試合格者で出願区分が社会人（本学
定義）の者

入学から修了まで

④ 獨協大学大学院応急奨学金 給付 30万円を上限とする 修学の意思がありながら所定の要件に該当し、学業の継続が著しく困
難と認められる者 在学中1回限り

駿河台大学
① 特待生奨学金 1年目5名程度 

2年目以降5名程度 給付 授業料相当額 入学試験の成績上位者、2年目以降は前年度の学業成績上位者 1年

② 給付奨学金 各学年10名に1名程度 給付 授業料の1/3相当額 入学試験の成績上位者、2年目以降は前年度の学業成績上位者 1年

青山学院大学
① 青山学院大学大学院法務研

究科給付奨学金

既修者 全員 給付 学費等相当額全額 2年短縮（法学既修者）コースの入学者 2年間 入学年度終了時に成績不良等所定の事由が認められる場
合は、次年度給付をしない。

未修者 各学年5名 給付 50万円 各学年（1・2年次）終了時の成績最上位者 1年

未修者 各学年5名 給付 30万円 各学年（1・2年次）終了時の成績が最上位者に準ずる成績上位者 1年

② 青山学院万代奨学金 希望者全員 貸与
（無利息）

月額10万円または年額120万円（上限）一括貸
与 希望者全員 修業年限 返済期間は修了後20年以内。

学習院大学 ① 学習院大学専門職大学院学
生納付金等減免制度

既修者 全額免除4名 
半額免除8名

授業料
減免 授業料全額または半額 入学試験成績上位者に対して初年次（2年次）の授業料を減免 

※最上位4名は全額免除、次の8名につき半額免除 1年

未修者 全額免除1名 
半額免除2名

授業料
減免 授業料全額または半額

1年次の学内成績で一定の水準に達している者について2年次の授業
料を減免
※最上位1名につき全額免除、次の2名につき半額免除

1年

全額免除5名 
半額免除10名

授業料
減免 授業料全額または半額

2年次の学内成績で一定の水準に達している者について3年次の授業
料を減免
※最上位5名につき全額免除、次の10名につき半額免除

1年
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2-1　私立法科大学院ごとの経済的支援制度の状況
法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

北海学園大学 ① 北海学園奨学金制度 給付 月額2万円、年額24万円 
社会人学生は月額10,000円（年額120,000円） 学業成績優秀、経済的事情を考慮 1年間 例）入学定員25名で入学者が25名であれば、1学年8名

程度

東北学院大学

① 入学時特待生奨学金
未修者 3名 

前期2、後期1 給付 60万円（授業料半期分相当額） 入学試験で優秀な成績を修めて入学した者3名 1学期 
条件を満たす場合に継続あり ③④との併用不可

既修者 2名 
前期1、後期1 給付 72万5000円（学納金半期分相当） 既修者認定試験の成績が総得点の8割以上で入学した者のうち上位者

2名
1学期 
条件を満たす場合に継続あり ③④との併用不可

② 入学時準特待生奨学金
未修者 3名 

前期2、後期1 給付 30万円 入学時特待生奨学金受給者に続き優秀な成績を修めて入学した者3名 1学期

既修者 4名 
前期3、後期1 給付 36万2500円 既修者入学時特待生奨学金受給者に続き優秀な成績を修めて入学した

者4名
1学期 
条件を満たす場合に継続あり ③④との併用不可

③ 特待生奨学金 学年ごと3名 給付 60万円 学期毎の成績が優秀な者 1学期 学期毎の成績判定に基づき次期学期に給付

④ 特待生準奨学金 学年ごと3名 給付 30万円 学期毎の成績が特待生に続き優秀な者 1学期 学期毎の成績判定に基づき次期学期に給付

⑤ 東北地域貢献者A0入試奨
学金 給付 30万円 東北地域貢献者A0入試での入学者

⑥ 東北学院大学奨学会奨学金 貸与
（無利息） 96万円 1年間

⑦ 東北学院大学緊急給付奨学
金

貸与
（無利息） 当該学期の学生納付金額を上限とする 家計支持者の死亡・疾病・失業等により家計状況が急変して修学が困難

になった大学院生 在学中1回のみの貸与

⑧ 学費ローン利子給付奨学金 給付 融資額に「国の教育ローン」年利率を乗じた金額 学資ローンの融資対象となった大学院生

⑨ 入学時ローン利子給付奨学
金 給付 採用時から最短修業年限内に支払う入学時ロ

ーン利子額を上限とする。 入学時ローンの融資対象となった大学院生 最短修業年限内の在学期間 在学中1回のみの貸与

白鷗大学
①

学業特待生制度/学費免除
生

1名 
※2010年度実績

授業料等
免除

入学初年度学費（入学金・授業料・施設設備費の
合計）及び2年次・3年次の学費（授業料・施設設
備費の合計）

一般入試合格者のうち成績最優秀者 入学から修了まで 
次年度継続の条件あり

特待生の資格は毎年見直すこととし資格を取り消すこと
がある。

学業特待生制度/入学時学
業特待生

2名 
※2010年度実績

授業料
減免 入学初年度授業料のうち50万円 一般入試合格者のうち成績優秀者 1年

学業特待生制度/在学時学
業特待生

5名 
※2010年度実績

授業料
減免 授業料50万円 在学生の成績優秀者（GPAの高い者） 1年

② 学業奨励給付奨学金 37名 
※2010年度実績 給付 7万円 学業の奨励を図ることを目的とし、毎年1回成績優秀な学生を選考し

て受給資格者に支給 1年

大宮法科大学院大学 ※授業料の値下げを行ったことにより、2010年度より独自の奨学金制度はなし

獨協大学

① 獨協大学法科大学院奨学金

学年ごとに在籍者数の1
割程度 給付 授業料の全額（各学期分） 学業成績最上位者 1学期 

※成績により継続可能

学年ごとに在籍者数の1
割程度 給付 授業料の半額（各学期分） 学業成績上位者 1学期 

※成績により継続可能

② 獨協大学新入生特別奨学金
最大4名 給付 授業料（春学期）の全額 入学選抜試験の結果、優秀と認められる者で、本学の理念に共鳴し、将

来社会貢献的な職務に一定期間従事する者 入学初年度の春学期

最大4名 給付 授業料（春学期）の半額 同上 入学初年度の春学期

③ 獨協大学法科大学院社会人
特別奨学金

全学生在籍者数の1割程
度 給付 授業料の半額相当（各学期分）

スカラシップ付き社会人特別入試合格者のうち入学後の成績が一定基
準以上にある者、あるいは、一般入試合格者で出願区分が社会人（本学
定義）の者

入学から修了まで

④ 獨協大学大学院応急奨学金 給付 30万円を上限とする 修学の意思がありながら所定の要件に該当し、学業の継続が著しく困
難と認められる者 在学中1回限り

駿河台大学
① 特待生奨学金 1年目5名程度 

2年目以降5名程度 給付 授業料相当額 入学試験の成績上位者、2年目以降は前年度の学業成績上位者 1年

② 給付奨学金 各学年10名に1名程度 給付 授業料の1/3相当額 入学試験の成績上位者、2年目以降は前年度の学業成績上位者 1年

青山学院大学
① 青山学院大学大学院法務研

究科給付奨学金

既修者 全員 給付 学費等相当額全額 2年短縮（法学既修者）コースの入学者 2年間 入学年度終了時に成績不良等所定の事由が認められる場
合は、次年度給付をしない。

未修者 各学年5名 給付 50万円 各学年（1・2年次）終了時の成績最上位者 1年

未修者 各学年5名 給付 30万円 各学年（1・2年次）終了時の成績が最上位者に準ずる成績上位者 1年

② 青山学院万代奨学金 希望者全員 貸与
（無利息）

月額10万円または年額120万円（上限）一括貸
与 希望者全員 修業年限 返済期間は修了後20年以内。

学習院大学 ① 学習院大学専門職大学院学
生納付金等減免制度

既修者 全額免除4名 
半額免除8名

授業料
減免 授業料全額または半額 入学試験成績上位者に対して初年次（2年次）の授業料を減免 

※最上位4名は全額免除、次の8名につき半額免除 1年

未修者 全額免除1名 
半額免除2名

授業料
減免 授業料全額または半額

1年次の学内成績で一定の水準に達している者について2年次の授業
料を減免
※最上位1名につき全額免除、次の2名につき半額免除

1年

全額免除5名 
半額免除10名

授業料
減免 授業料全額または半額

2年次の学内成績で一定の水準に達している者について3年次の授業
料を減免
※最上位5名につき全額免除、次の10名につき半額免除

1年
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

学習院大学

② 学習院大学奨学金 45名程度 
※2010年度実績

貸与
（無利息） 授業料等の2分の1相当額

①勉学の意欲があり卒業後返還に責任を持てる。②最短修業年限で修
了が見込まれる。③家計基準は日本学生支援機構奨学金第一種に準じ
る。④日本学生支援機構奨学金の貸与を受けていない。

1年

③ 学習院大学教育ローン金利
助成奨学金 給付

借用年度の授業料及び維持費の累積金額の2%
又は支払った金利のどちらか低い金額。但し年
間上限5万円。

「教育ローン」を扱っている金融機関の教育ローンを利用し、申請年度
に金利を支払っている者。最短修了年限内（休学期間を除く）に卒業ま
たは修了できる者

慶應義塾大学
① 慶應義塾大学法務研究科

（法科大学院）奨学給付制度

未修6名、既修14名 
※2010年度実績

授業料
免除 標準授業料全額 入学試験成績優秀者 1年 

※成績により継続可能

①以外の2010年度入学
者全員 給付 40万円 ①以外の2010年度入学者 1年 2010年度のみ適用（次年度は未定）

② 三田法曹会奨学基金 4名 給付 50万円 人物・学業成績ともに優秀でかつ経済的理由により修学が困難な者 1年

國學院大学
① 國學院大學法科大学院奨学

金

1学年につき標準コース1
名、短縮コース1名 給付 130万円（年間授業料相当額）

標準・短縮ともに1年次は入学試験の成績評価及び面接に基づく総合
評価で第1位の者
標準・短縮ともに2年次以降は前年度の成績評価に基づく総合評価で
第1位の者

1年 授業料等納付期限までに対象者を決定する。

1学年につき標準コース1
名、短縮コース1名 給付 87万円（年間授業料の3分の2相当額）

標準・短縮ともに1年次は入学試験の成績評価及び面接に基づく総合
評価で第2位の者
標準・短縮ともに2年次以降は前年度の成績評価に基づく総合評価で
第2位の者

1年 授業料等納付期限までに対象者を決定する。

1学年につき6名以内 給付 65万円（年間授業料の半額相当額）

標準・短縮ともに1年次は入学試験の成績評価及び面接に基づく総合
評価で第3〜8位以内の者
標準・短縮ともに2年次以降は前年度の成績評価に基づく総合評価で
第3〜8位以内の者

1年 授業料等納付期限までに対象者を決定する。

② 教育ローン利子補給制度 給付 在学期間中の教育ローン利子相当額 本学が提携する金融機関により教育ローンを借りた者 在学期間中 
※3年を上限とする

駒澤大学

① 駒澤大学法科大学院新入生
奨学金 入学定員の2割程度 給付 授業料全額相当額（A種）、授業料半額相当額（B種） 本学入学試験受験者で入学試験において特に優秀な学生（大学指名制・

公募なし）

② 駒澤大学法科大学院奨学金 2年次6名 
3年次8名 給付 授業料全額相当額（A種）、授業料半額相当額（B種） 本学在学生（新入生を除く）前年度学業成績が特に優秀な進級者（大学

指名制・公募なし）

③ 駒澤大学法科大学院提携
ローン利子補給奨学金 給付 融資を受ける初年度分の利子相当額

④ 駒澤大学教育ローン利子補
給奨学金 給付

⑤ 駒澤大学教育後援会奨学金 学部・大学院全体で50名 給付 年額20万円 経済的に支援が必要であると認められる学生で、各学年の標準単位を
修得し、GPA1.4以上 1年 原則として給付奨学金との併用不可（利子補給奨学金ほ

かを除く）

⑥ 駒澤大学百周年記念奨学金 学部・大学院全体で50名 給付 月額2万円 経済的に支援が必要であると認められる学生で、各学年の標準単位を
修得し、GPA1.4以上 1年 原則として給付奨学金との併用不可（利子補給奨学金ほ

かを除く）

⑦ 駒澤大学同窓会教育研究活
動奨学金 大学院全体で20名 給付 年額15万円 日本学生支援機構奨学金の出願者で、新規採用者より家計点順に給付 1年 原則として給付奨学金との併用不可（利子補給奨学金ほ

かを除く）

上智大学

① 上智大学第3種奨学金（フ
ランシスコ・スアレス）

10名 
※2011年度予定 給付 授業料相当額、半額相当額、1/3相当額のいずれか 第一志望として受験し、合格した者の中できわめて優秀な者　（研究科

推薦制・出願不要） 1年

② 上智大学大学院新入生奨学
金

1名 
※2011年度予定 給付 授業料相当額、半額相当額、1/3相当額のいずれか 第一志望として受験し、合格した者の中で、経済的理由により入学が困

難で、大学の成績及び入学試験成績が優秀な者 1年 入学前の出願が必要

③ 上智大学第2種奨学金 19名 
※2010年度実績 給付 授業料相当額、半額相当額、1/3相当額のいずれか 学業成績が良好であるにもかかわらず、経済的理由によって学業の継

続が困難と認められる者 1年

④ 上智大学大学院研究補助奨
学金

205名 
※2010年度実績 給付 年額5万円 

※2010年度実績 法科大学院に在籍している学生 1年 ①②③との併用不可

⑤ 利子補給奨学金 給付 出願年度に支払う提携ローン（6社）の利息分 学部及び大学院正規生で、本学と提携する金融機関（6社）の提携ロー
ンを契約して学費を納入した者 1年

成蹊大学

① 法科大学院給付奨学金

15名程度 
※各年次5名程度 給付 年額120万円 入学試験、各年度において成績が優秀であったもの 1年 

※成績により次年度連続支給可

30名程度 
※各年次10名程度 給付 年額60万円 入学試験、各年度において成績が優秀であったもの 1年 

※成績により次年度連続支給可

② 法科大学院貸与奨学金

30名 
※2009年度実績

貸与
（無利息）

年額100万円（第1種） 
※在学中の貸与総額300万円まで

経済的理由により修学が困難、本学に在籍する学生で希望する者に対
し、選考のうえ貸与 1年 日本学生支援機構との併用不可

3名 
※2009年度実績

貸与
（無利息） 年額75万円（第2種） 経済的理由により修学が困難、本学に在籍する学生で希望する者に対

し、選考のうえ貸与 1年 日本学生支援機構との併用不可

2名 
※2009年度実績

貸与
（無利息） 年額60万円（第3種） 経済的理由により修学が困難、本学に在籍する学生で希望する者に対

し、選考のうえ貸与 1年 日本学生支援機構との併用不可

専修大学
① 新入生学術奨励奨学生 入学者選抜合格者の2割

程度 給付 入学金、授業料、施設費相当額 入学者選抜における成績が優秀な者 2年間 
※入学初年度とその次年度

入学後の成績が不良の者について改善されない場合は次
年度の支給を停止する。

② 特別学術奨励奨学生 若干名 給付 授業料の2分の1相当額 専修大学出身で、入学者選抜における成績が新入生学術奨励奨学生に
次ぎ優秀な者

2年間 
※入学初年度とその次年度

入学後の成績が不良の者について改善されない場合は次
年度の支給を停止する。
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

学習院大学

② 学習院大学奨学金 45名程度 
※2010年度実績

貸与
（無利息） 授業料等の2分の1相当額

①勉学の意欲があり卒業後返還に責任を持てる。②最短修業年限で修
了が見込まれる。③家計基準は日本学生支援機構奨学金第一種に準じ
る。④日本学生支援機構奨学金の貸与を受けていない。

1年

③ 学習院大学教育ローン金利
助成奨学金 給付

借用年度の授業料及び維持費の累積金額の2%
又は支払った金利のどちらか低い金額。但し年
間上限5万円。

「教育ローン」を扱っている金融機関の教育ローンを利用し、申請年度
に金利を支払っている者。最短修了年限内（休学期間を除く）に卒業ま
たは修了できる者

慶應義塾大学
① 慶應義塾大学法務研究科

（法科大学院）奨学給付制度

未修6名、既修14名 
※2010年度実績

授業料
免除 標準授業料全額 入学試験成績優秀者 1年 

※成績により継続可能

①以外の2010年度入学
者全員 給付 40万円 ①以外の2010年度入学者 1年 2010年度のみ適用（次年度は未定）

② 三田法曹会奨学基金 4名 給付 50万円 人物・学業成績ともに優秀でかつ経済的理由により修学が困難な者 1年

國學院大学
① 國學院大學法科大学院奨学

金

1学年につき標準コース1
名、短縮コース1名 給付 130万円（年間授業料相当額）

標準・短縮ともに1年次は入学試験の成績評価及び面接に基づく総合
評価で第1位の者
標準・短縮ともに2年次以降は前年度の成績評価に基づく総合評価で
第1位の者

1年 授業料等納付期限までに対象者を決定する。

1学年につき標準コース1
名、短縮コース1名 給付 87万円（年間授業料の3分の2相当額）

標準・短縮ともに1年次は入学試験の成績評価及び面接に基づく総合
評価で第2位の者
標準・短縮ともに2年次以降は前年度の成績評価に基づく総合評価で
第2位の者

1年 授業料等納付期限までに対象者を決定する。

1学年につき6名以内 給付 65万円（年間授業料の半額相当額）

標準・短縮ともに1年次は入学試験の成績評価及び面接に基づく総合
評価で第3〜8位以内の者
標準・短縮ともに2年次以降は前年度の成績評価に基づく総合評価で
第3〜8位以内の者

1年 授業料等納付期限までに対象者を決定する。

② 教育ローン利子補給制度 給付 在学期間中の教育ローン利子相当額 本学が提携する金融機関により教育ローンを借りた者 在学期間中 
※3年を上限とする

駒澤大学

① 駒澤大学法科大学院新入生
奨学金 入学定員の2割程度 給付 授業料全額相当額（A種）、授業料半額相当額（B種） 本学入学試験受験者で入学試験において特に優秀な学生（大学指名制・

公募なし）

② 駒澤大学法科大学院奨学金 2年次6名 
3年次8名 給付 授業料全額相当額（A種）、授業料半額相当額（B種） 本学在学生（新入生を除く）前年度学業成績が特に優秀な進級者（大学

指名制・公募なし）

③ 駒澤大学法科大学院提携
ローン利子補給奨学金 給付 融資を受ける初年度分の利子相当額

④ 駒澤大学教育ローン利子補
給奨学金 給付

⑤ 駒澤大学教育後援会奨学金 学部・大学院全体で50名 給付 年額20万円 経済的に支援が必要であると認められる学生で、各学年の標準単位を
修得し、GPA1.4以上 1年 原則として給付奨学金との併用不可（利子補給奨学金ほ

かを除く）

⑥ 駒澤大学百周年記念奨学金 学部・大学院全体で50名 給付 月額2万円 経済的に支援が必要であると認められる学生で、各学年の標準単位を
修得し、GPA1.4以上 1年 原則として給付奨学金との併用不可（利子補給奨学金ほ

かを除く）

⑦ 駒澤大学同窓会教育研究活
動奨学金 大学院全体で20名 給付 年額15万円 日本学生支援機構奨学金の出願者で、新規採用者より家計点順に給付 1年 原則として給付奨学金との併用不可（利子補給奨学金ほ

かを除く）

上智大学

① 上智大学第3種奨学金（フ
ランシスコ・スアレス）

10名 
※2011年度予定 給付 授業料相当額、半額相当額、1/3相当額のいずれか 第一志望として受験し、合格した者の中できわめて優秀な者　（研究科

推薦制・出願不要） 1年

② 上智大学大学院新入生奨学
金

1名 
※2011年度予定 給付 授業料相当額、半額相当額、1/3相当額のいずれか 第一志望として受験し、合格した者の中で、経済的理由により入学が困

難で、大学の成績及び入学試験成績が優秀な者 1年 入学前の出願が必要

③ 上智大学第2種奨学金 19名 
※2010年度実績 給付 授業料相当額、半額相当額、1/3相当額のいずれか 学業成績が良好であるにもかかわらず、経済的理由によって学業の継

続が困難と認められる者 1年

④ 上智大学大学院研究補助奨
学金

205名 
※2010年度実績 給付 年額5万円 

※2010年度実績 法科大学院に在籍している学生 1年 ①②③との併用不可

⑤ 利子補給奨学金 給付 出願年度に支払う提携ローン（6社）の利息分 学部及び大学院正規生で、本学と提携する金融機関（6社）の提携ロー
ンを契約して学費を納入した者 1年

成蹊大学

① 法科大学院給付奨学金

15名程度 
※各年次5名程度 給付 年額120万円 入学試験、各年度において成績が優秀であったもの 1年 

※成績により次年度連続支給可

30名程度 
※各年次10名程度 給付 年額60万円 入学試験、各年度において成績が優秀であったもの 1年 

※成績により次年度連続支給可

② 法科大学院貸与奨学金

30名 
※2009年度実績

貸与
（無利息）

年額100万円（第1種） 
※在学中の貸与総額300万円まで

経済的理由により修学が困難、本学に在籍する学生で希望する者に対
し、選考のうえ貸与 1年 日本学生支援機構との併用不可

3名 
※2009年度実績

貸与
（無利息） 年額75万円（第2種） 経済的理由により修学が困難、本学に在籍する学生で希望する者に対

し、選考のうえ貸与 1年 日本学生支援機構との併用不可

2名 
※2009年度実績

貸与
（無利息） 年額60万円（第3種） 経済的理由により修学が困難、本学に在籍する学生で希望する者に対

し、選考のうえ貸与 1年 日本学生支援機構との併用不可

専修大学
① 新入生学術奨励奨学生 入学者選抜合格者の2割

程度 給付 入学金、授業料、施設費相当額 入学者選抜における成績が優秀な者 2年間 
※入学初年度とその次年度

入学後の成績が不良の者について改善されない場合は次
年度の支給を停止する。

② 特別学術奨励奨学生 若干名 給付 授業料の2分の1相当額 専修大学出身で、入学者選抜における成績が新入生学術奨励奨学生に
次ぎ優秀な者

2年間 
※入学初年度とその次年度

入学後の成績が不良の者について改善されない場合は次
年度の支給を停止する。
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

専修大学

③ 利子補給奨学生 0名 
※2009年度実績 給付 教育ローン適用者について当該年度の利子分

の一部
在学生で経済的理由により入学及び修学の継続のために教育ローンを
必要とする者

④ 家計急変奨学生 0名 
※2009年度実績 給付 授業料の25%相当額 在学生で家計支持者の死亡等による経済的理由により、修学の継続が

困難な者

⑤ 災害見舞奨学生 0名 
※2009年度実績 給付 20万円を上限として支給 在学生で火災、風災害、地震などに被災し、経済的困窮の高い者

創価大学

① 創価大学法科大学院給付奨
学金A 5名 給付 年額100万円 入学試験の成績優秀者 在学中（※最短標準年限）

② 創価大学法科大学院給付奨
学金B 5名 給付 半期30万円 学期の成績優秀者 1セメスター 

※継続可 ①との併用不可

③ 創価大学創友会法科大学院
スカラシップ 10名 給付 年額30万円 人物、入試成績 在学中（※最短標準年限） ①との併用不可

④ 創価大学法科大学院牧口記
念教育基金会奨学金 10名 給付 年額50万円 人物、入試成績 1年 

※入学時のみ ①との併用不可

⑤ 創価大学法科大学院貸与奨
学金

貸与
（無利息） 月額5万円

経済的な理由で修学困難な者。修得単位・学修の評価内容からみて不適
当であると認められる場合は貸与が停止または廃止される場合があ
る。

既修者2年、未修者3年 日本学生支援機構からの受給で不足する場合に申込み

貸与
（有利息）

月額6万、7万、8万、9万、10万円から選択。6
万〜10万のうち5万円分は上記無利息分。

経済的な理由で修学困難な者。修得単位・学修の評価内容からみて不適
当であると認められる場合は貸与が停止または廃止される場合があ
る。

既修者2年、未修者3年 日本学生支援機構からの受給で不足する場合に申込み

大東文化大学

① 奨学生A（成績優秀者） 法科大学院全体で7名以
内 給付 1年次生は入学金及び年間授業料相当額 

2年次生以降の者は年間授業料相当額

1年次生については、入学者選抜に合格した者で入学試験の成績が特
に優秀と認められる者
2年次生以降の者については、人物及び学業成績ともに優秀と認めら
れる者

1年 入学生より3名（2010年度実績）

② 奨学生B（成績優秀者） 法科大学院全体で16名以
内 給付

1年次生は入学金及び年間授業料各2分の1相
当額 
2年次生以降の者は年間授業料の1/2相当額

1年次生については、入学者選抜に合格した者で入学試験の成績が特
に優秀と認められる者
2年次生以降の者については、人物及び学業成績ともに優秀と認めら
れる者

1年 入学生より5名（2010年度実績）

③ 奨学生C（教育ローン利息
補給） 給付 当該年度に支払った利息相当額又はその一部 

※在学中の借入限度額の上限を500万円とする
金融機関と直接教育ローン契約を締結した者のうち、経済的な理由に
より修学が困難で、特に経済的援助を必要とすると認められる者

在学中（最短標準年限） 
※認定は年度ごと

中央大学

①

中央大学大学院法務研究科
特別給付奨学制度　第一種 入学生 20名上限 給付 入学金を除く学費相当額（年間170万円） 入学者選抜において特に優秀な成績を修め、かつ、入学の意思がある者

から選考
未修3年間、既修2年間 
※継続基準を満たす必要あり

在学生は、原則として第1種から第4種のうち、いずれか
1つの対象者となっている

中央大学大学院法務研究科
特別給付奨学制度　第二種 入学生 150名上限 給付 入学金を除く学費相当額の半額（年間85万円） 入学者選抜において優秀な成績を修め、かつ、入学の意思がある者から

選考
未修3年間、既修2年間 
※継続基準を満たす必要あり

中央大学大学院法務研究科
特別給付奨学制度　第三種

未修2・3年次生 
既修3年次生

第1種〜第3種までの給
付人数合計で在学生数の
70%を限度とする 
※2009年度実績107名

給付 学費相当額の半額（年間85万円）
給付対象年度の前年度の学業成績が当該候補者の入学年度の在学者全
員を対象として上位から70%以内に相当する順位に含まれている者
から選考

1年間

中央大学大学院法務研究科
特別給付奨学制度　第四種 在学生

原則として第1〜第3種の
給付を受けていない在学
生全員

給付 学校法人中央大学が定める金額 
※2009年度実績1名あたり32万円 原則として第1種〜第3種給付対象以外の在学生全員に給付 1年間

② 中央大学法曹会奨学金制度 3年次生 20名程度 
※2009年実績21名 給付 年額30万円

（参考）2009年度の出願資格/①2010年3月に修了予定の者、②
2009年度前期までの法律基本科目群のGPAが2.9以上の者、③
2010年5月実施の新司法試験に出願した者

1年間

東海大学

① 法科大学院第1種奨学金
2年修了コース 合格者の半数程度で5名

以内 給付 150万円 初年度は合格者の中から入学試験の成績に基づき、2年次以降は改め
て審査のうえ成績優秀者に対し支給 1年

3年修了コース
3名以内

給付 150万円 初年度は合格者の中から入学試験の成績に基づき、2年次以降は改め
て審査のうえ成績優秀者に対し支給 1年

② 法科大学院第2種奨学金 3年修了コース 給付 75万円 初年度は合格者の中から入学試験の成績に基づき、2年次以降は改め
て審査のうえ成績優秀者に対し支給 1年

③ 法科大学院第3種奨学金 3年修了コース 合格者の40%以内 
※①②を含む 給付 50万円 初年度は合格者の中から入学試験の成績に基づき、2年次以降は改め

て審査のうえ成績優秀者に対し支給 1年

東洋大学
① 東洋大学法科大学院奨学金

Ⅰ種奨学生
3学年合計10名 
※2010年実績 給付 授業料の半額に相当する額（47万円） 学業成績が特に優秀である者 1年 新司法試験合格者に対して30万円を報奨金として支給

② 東洋大学法科大学院奨学金
Ⅱ種奨学生

3学年合計11名 
※2010年実績 給付 授業料の4分の1に相当する額（23万5000円） 学業成績が優秀である者 1年 新司法試験合格者に対して30万円を報奨金として支給

日本大学

① 日本大学大学院法務研究科
授業料免除 若干名 免除 授業料全額/半額 入試成績上位者（2年生以上は学業成績上位者） 1年

② 日本大学大学院法務研究科
特別奨学金 若干名 給付 年額50万円 学業人物ともに優秀で健康な者及び修学意思が堅固でありながら学費

の支弁が困難な者 1年

③ 古田奨学金 1名 給付 年額20万円 学業及び人物ともに優秀な者 1年

④ ロバート・F・ケネディ奨学
金 1名 給付 年額20万円 学業及び人物ともに優秀な者 1年
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

専修大学

③ 利子補給奨学生 0名 
※2009年度実績 給付 教育ローン適用者について当該年度の利子分

の一部
在学生で経済的理由により入学及び修学の継続のために教育ローンを
必要とする者

④ 家計急変奨学生 0名 
※2009年度実績 給付 授業料の25%相当額 在学生で家計支持者の死亡等による経済的理由により、修学の継続が

困難な者

⑤ 災害見舞奨学生 0名 
※2009年度実績 給付 20万円を上限として支給 在学生で火災、風災害、地震などに被災し、経済的困窮の高い者

創価大学

① 創価大学法科大学院給付奨
学金A 5名 給付 年額100万円 入学試験の成績優秀者 在学中（※最短標準年限）

② 創価大学法科大学院給付奨
学金B 5名 給付 半期30万円 学期の成績優秀者 1セメスター 

※継続可 ①との併用不可

③ 創価大学創友会法科大学院
スカラシップ 10名 給付 年額30万円 人物、入試成績 在学中（※最短標準年限） ①との併用不可

④ 創価大学法科大学院牧口記
念教育基金会奨学金 10名 給付 年額50万円 人物、入試成績 1年 

※入学時のみ ①との併用不可

⑤ 創価大学法科大学院貸与奨
学金

貸与
（無利息） 月額5万円

経済的な理由で修学困難な者。修得単位・学修の評価内容からみて不適
当であると認められる場合は貸与が停止または廃止される場合があ
る。

既修者2年、未修者3年 日本学生支援機構からの受給で不足する場合に申込み

貸与
（有利息）

月額6万、7万、8万、9万、10万円から選択。6
万〜10万のうち5万円分は上記無利息分。

経済的な理由で修学困難な者。修得単位・学修の評価内容からみて不適
当であると認められる場合は貸与が停止または廃止される場合があ
る。

既修者2年、未修者3年 日本学生支援機構からの受給で不足する場合に申込み

大東文化大学

① 奨学生A（成績優秀者） 法科大学院全体で7名以
内 給付 1年次生は入学金及び年間授業料相当額 

2年次生以降の者は年間授業料相当額

1年次生については、入学者選抜に合格した者で入学試験の成績が特
に優秀と認められる者
2年次生以降の者については、人物及び学業成績ともに優秀と認めら
れる者

1年 入学生より3名（2010年度実績）

② 奨学生B（成績優秀者） 法科大学院全体で16名以
内 給付

1年次生は入学金及び年間授業料各2分の1相
当額 
2年次生以降の者は年間授業料の1/2相当額

1年次生については、入学者選抜に合格した者で入学試験の成績が特
に優秀と認められる者
2年次生以降の者については、人物及び学業成績ともに優秀と認めら
れる者

1年 入学生より5名（2010年度実績）

③ 奨学生C（教育ローン利息
補給） 給付 当該年度に支払った利息相当額又はその一部 

※在学中の借入限度額の上限を500万円とする
金融機関と直接教育ローン契約を締結した者のうち、経済的な理由に
より修学が困難で、特に経済的援助を必要とすると認められる者

在学中（最短標準年限） 
※認定は年度ごと

中央大学

①

中央大学大学院法務研究科
特別給付奨学制度　第一種 入学生 20名上限 給付 入学金を除く学費相当額（年間170万円） 入学者選抜において特に優秀な成績を修め、かつ、入学の意思がある者

から選考
未修3年間、既修2年間 
※継続基準を満たす必要あり

在学生は、原則として第1種から第4種のうち、いずれか
1つの対象者となっている

中央大学大学院法務研究科
特別給付奨学制度　第二種 入学生 150名上限 給付 入学金を除く学費相当額の半額（年間85万円） 入学者選抜において優秀な成績を修め、かつ、入学の意思がある者から

選考
未修3年間、既修2年間 
※継続基準を満たす必要あり

中央大学大学院法務研究科
特別給付奨学制度　第三種

未修2・3年次生 
既修3年次生

第1種〜第3種までの給
付人数合計で在学生数の
70%を限度とする 
※2009年度実績107名

給付 学費相当額の半額（年間85万円）
給付対象年度の前年度の学業成績が当該候補者の入学年度の在学者全
員を対象として上位から70%以内に相当する順位に含まれている者
から選考

1年間

中央大学大学院法務研究科
特別給付奨学制度　第四種 在学生

原則として第1〜第3種の
給付を受けていない在学
生全員

給付 学校法人中央大学が定める金額 
※2009年度実績1名あたり32万円 原則として第1種〜第3種給付対象以外の在学生全員に給付 1年間

② 中央大学法曹会奨学金制度 3年次生 20名程度 
※2009年実績21名 給付 年額30万円

（参考）2009年度の出願資格/①2010年3月に修了予定の者、②
2009年度前期までの法律基本科目群のGPAが2.9以上の者、③
2010年5月実施の新司法試験に出願した者

1年間

東海大学

① 法科大学院第1種奨学金
2年修了コース 合格者の半数程度で5名

以内 給付 150万円 初年度は合格者の中から入学試験の成績に基づき、2年次以降は改め
て審査のうえ成績優秀者に対し支給 1年

3年修了コース
3名以内

給付 150万円 初年度は合格者の中から入学試験の成績に基づき、2年次以降は改め
て審査のうえ成績優秀者に対し支給 1年

② 法科大学院第2種奨学金 3年修了コース 給付 75万円 初年度は合格者の中から入学試験の成績に基づき、2年次以降は改め
て審査のうえ成績優秀者に対し支給 1年

③ 法科大学院第3種奨学金 3年修了コース 合格者の40%以内 
※①②を含む 給付 50万円 初年度は合格者の中から入学試験の成績に基づき、2年次以降は改め

て審査のうえ成績優秀者に対し支給 1年

東洋大学
① 東洋大学法科大学院奨学金

Ⅰ種奨学生
3学年合計10名 
※2010年実績 給付 授業料の半額に相当する額（47万円） 学業成績が特に優秀である者 1年 新司法試験合格者に対して30万円を報奨金として支給

② 東洋大学法科大学院奨学金
Ⅱ種奨学生

3学年合計11名 
※2010年実績 給付 授業料の4分の1に相当する額（23万5000円） 学業成績が優秀である者 1年 新司法試験合格者に対して30万円を報奨金として支給

日本大学

① 日本大学大学院法務研究科
授業料免除 若干名 免除 授業料全額/半額 入試成績上位者（2年生以上は学業成績上位者） 1年

② 日本大学大学院法務研究科
特別奨学金 若干名 給付 年額50万円 学業人物ともに優秀で健康な者及び修学意思が堅固でありながら学費

の支弁が困難な者 1年

③ 古田奨学金 1名 給付 年額20万円 学業及び人物ともに優秀な者 1年

④ ロバート・F・ケネディ奨学
金 1名 給付 年額20万円 学業及び人物ともに優秀な者 1年
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

法政大学

① 法科大学院奨学金（入学時
特別奨学金）

10名 給付 年額108万円（授業料相当額） 入学者の中で、入学時の成績が優秀な者 1年 ②③④との併用不可

10名 給付 年額54万円（授業料相当額の50%） 入学者の中で、入学時の成績が優秀な者 1年 ②③④との併用不可

② 法科大学院奨学金（成績優
秀者奨学金）

10名 給付 年額108万円（授業料相当額） 法務研究科在学中の者で成績が優秀な者 1年 ①③④との併用不可

20名 給付 年額50万円 法務研究科在学中の者で成績が優秀な者 1年 ①③④との併用不可

③ 法政大学大学院奨学金 若干名 給付 年額20万円 希望者を募り、選考のうえ採用 1年 ①②④との併用不可

④ 法政大学創立100周年特
別奨学金 若干名 給付 年額30万円 希望者を募り、選考のうえ採用 1年 ①②③との併用不可

⑤ 法政大学生活協同組合法科
大学院奨学金 1名 給付 年額50万円 法政大学生協の組合員で経済的支援を必要としている候補者の中から

選考のうえ採用 1年 他の奨学金との併用可

明治大学

① 明治大学法科大学院給費奨
学金

26名 
※予定 給付 授業料相当額 入学試験の成績優秀者 標準修業年限 成績により継続給付を取り消しあり。日本学生支援機構

第一種奨学金との併用不可

② 明治大学校友会奨学金 未修者・既修者の各成績上
位者2名 給付 明治大学校友会からの配分額に応じて決定 必修科目の成績を基準に選考した成績上位者（大学院選考・募集なし） ①との併用不可

③ 明治大学災害時特別給費奨
学金 給付 授業料相当額又は2分1相当額 自然災害により家計が急変した学生 単年度

明治学院大学

① 法科大学院入学者支援奨学
金 40名以内 給付 初年度授業料の100万円を超える部分の全額

①適性試験の相対順位における席次/受験者が50%以内の者、または
②当該年度の入学者の適性試験の順位が50%以内の者のうち①②の
いずれかに該当し40名以内の者

1年

② 明治学院大学法科大学院成
績優秀者奨学金

1年次ごと各1名 給付 当該学期分授業料の全額 当該学期の成績優秀者をGPAを基に選考 1年

1年次ごと各2名 給付 当該学期分授業料の2分の1の額 当該学期の成績優秀者をGPAを基に選考 1年

1年次ごと各2名 給付 当該学期分授業料の3分の1の額 当該学期の成績優秀者をGPAを基に選考 1年

③ 明治学院大学大学院利子補
給奨学金 給付 在学期間中の利子相当額で年額20万円を上限

とする 所定の教育ローンを借り入れた学生 標準在籍期間内 
※支給は年2回学期ごと

④ 明治学院大学法科大学院有
職社会人進学者奨学金 2名以内 給付 年額30万円 入学試験時の試験成績が特に優秀と認められる者を選考し、白金法学

会が支給 1年

立教大学

① 立教大学法務研究科特別給
与奨学金

全学年で6名 
※2010年度実績 給付 授業料及び教育充実費の全額 入学試験成績上位者または学業成績上位者で各学年15%程度の者の

うち3分の1程度 1年

全学年13名 
※2010年度実績 給付 年額40万円 入学試験成績上位者または学業成績上位者で各学年15%程度の者の

うち①以外の者 1年

② 立教大学法務研究科特別入
試給与奨学金 10名以内 給付 授業料及び教育充実費の全額 立教大学学部において優秀な成績を修めて本学法務研究科に入学した

者 原則として2年間

③ 立教大学緊急給与奨学金 給付 年額30万円 主たる家計支持者の死亡・失業等による家計の急変に伴い、学業継続が
困難になった学生 1年

早稲田大学

① 稲門法曹奨学金
各学年100名（法学既修
者80名、法学未修者20名
予定）以内

給付 授業料半期相当額 新入生は入試出願時に希望した者の中で入試成績優秀な者。在学生は
希望者の中で成績優秀な者

法学既修者は原則として2年間 
その他は1年間

② 大隈記念奨学金 3名 給付 年額40万円 学業成績優秀な者 1年 家計および成績基準あり

③ 小野梓記念奨学金 8名 
※2010年度実績 給付 年額40万円 経済的に修学困難な者 1年 家計および成績基準あり

④ 創立125周年記念奨学金 38名 給付 年額30万円 学業および人物に優れ、かつ勉学上経済的な援助を必要とする者 1年

⑤ 校友会給付奨学金 14名 
※2010年度実績 給付 年額40万円 経済的に修学困難な者 1年 家計および成績基準あり

⑥ 津田左右吉奨学金 1名 給付 年額25万円 学業および人物に優れ、かつ勉学上経済的な援助を必要とする者 1年

⑦ 大川功（一般）奨学金 1名 給付 年額25万円 学業および人物に優れ、かつ勉学上経済的な援助を必要とする者 1年

⑧ 武本（裵）孝俊奨学金 早稲田大学法学
部出身者 1名 給付 年額20万円 学業および人物に優れ、かつ勉学上経済的な援助を必要とする者 1年

神奈川大学

① 神奈川大学法科大学院給費
生

各学年 
10名以内 給付 ①100万円に学費（授業料、施設設備資金、演習

費）相当額を加算した額、②100万円、③50万円
学業成績、人物ともに優れ、他の模範となる者で、新入生は入学試験の
成績優秀者、在学生は1学年ごとの成績を基に選考 1年

② 神奈川大学修学支援奨学金 3名 
※2010年度実績 給付 年間授業料の50%相当額 学業成績、人物共に優秀な学生で経済的に困難があると認められる者 1年

③ 神奈川大学出身者支援奨学
金

神奈川大学出身
者

0名 
※2010年度実績 給付 年間授業料の30%相当額 学業成績、人物ともに優れた学生 1年 学部4年次の時出願（予約制）

④ 村橋・フロンティア奨学金 0名 
※2010年度実績 給付 40万円 未修1年次生で勉学意欲旺盛にして、学業、人物共に優秀でありなが

ら、経済的理由により修学が困難な学生 1年

⑤ 神奈川大学激励奨学金 4名 
※2010年度実績 給付 10万円

①学業成績を含めて極めて優秀な学生、②学業成績が良好であるにも
拘らず経済的理由により学業の継続が困難な学生、③ボランティア等
各種社会活動や課外活動で活躍する学生

1年 
※次年度も出願可能

⑥ 社団法人宮陵会奨学金 0名 
※2010年度実績

貸与
（無利息）

1回あたり1万円〜20万円 
※学費に充当する場合は上限30万円 一時的に困窮した学生 在学中に返還が原則

⑦ 社団法人宮陵会大学院給付
奨学金

2名 
※2010年度実績 給付 50万円 神奈川大学を卒業し、神奈川大学大学院に在籍している者で、学業成

績、人物ともに優れていると認められ、将来的志向が明確な者
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

法政大学

① 法科大学院奨学金（入学時
特別奨学金）

10名 給付 年額108万円（授業料相当額） 入学者の中で、入学時の成績が優秀な者 1年 ②③④との併用不可

10名 給付 年額54万円（授業料相当額の50%） 入学者の中で、入学時の成績が優秀な者 1年 ②③④との併用不可

② 法科大学院奨学金（成績優
秀者奨学金）

10名 給付 年額108万円（授業料相当額） 法務研究科在学中の者で成績が優秀な者 1年 ①③④との併用不可

20名 給付 年額50万円 法務研究科在学中の者で成績が優秀な者 1年 ①③④との併用不可

③ 法政大学大学院奨学金 若干名 給付 年額20万円 希望者を募り、選考のうえ採用 1年 ①②④との併用不可

④ 法政大学創立100周年特
別奨学金 若干名 給付 年額30万円 希望者を募り、選考のうえ採用 1年 ①②③との併用不可

⑤ 法政大学生活協同組合法科
大学院奨学金 1名 給付 年額50万円 法政大学生協の組合員で経済的支援を必要としている候補者の中から

選考のうえ採用 1年 他の奨学金との併用可

明治大学

① 明治大学法科大学院給費奨
学金

26名 
※予定 給付 授業料相当額 入学試験の成績優秀者 標準修業年限 成績により継続給付を取り消しあり。日本学生支援機構

第一種奨学金との併用不可

② 明治大学校友会奨学金 未修者・既修者の各成績上
位者2名 給付 明治大学校友会からの配分額に応じて決定 必修科目の成績を基準に選考した成績上位者（大学院選考・募集なし） ①との併用不可

③ 明治大学災害時特別給費奨
学金 給付 授業料相当額又は2分1相当額 自然災害により家計が急変した学生 単年度

明治学院大学

① 法科大学院入学者支援奨学
金 40名以内 給付 初年度授業料の100万円を超える部分の全額

①適性試験の相対順位における席次/受験者が50%以内の者、または
②当該年度の入学者の適性試験の順位が50%以内の者のうち①②の
いずれかに該当し40名以内の者

1年

② 明治学院大学法科大学院成
績優秀者奨学金

1年次ごと各1名 給付 当該学期分授業料の全額 当該学期の成績優秀者をGPAを基に選考 1年

1年次ごと各2名 給付 当該学期分授業料の2分の1の額 当該学期の成績優秀者をGPAを基に選考 1年

1年次ごと各2名 給付 当該学期分授業料の3分の1の額 当該学期の成績優秀者をGPAを基に選考 1年

③ 明治学院大学大学院利子補
給奨学金 給付 在学期間中の利子相当額で年額20万円を上限

とする 所定の教育ローンを借り入れた学生 標準在籍期間内 
※支給は年2回学期ごと

④ 明治学院大学法科大学院有
職社会人進学者奨学金 2名以内 給付 年額30万円 入学試験時の試験成績が特に優秀と認められる者を選考し、白金法学

会が支給 1年

立教大学

① 立教大学法務研究科特別給
与奨学金

全学年で6名 
※2010年度実績 給付 授業料及び教育充実費の全額 入学試験成績上位者または学業成績上位者で各学年15%程度の者の

うち3分の1程度 1年

全学年13名 
※2010年度実績 給付 年額40万円 入学試験成績上位者または学業成績上位者で各学年15%程度の者の

うち①以外の者 1年

② 立教大学法務研究科特別入
試給与奨学金 10名以内 給付 授業料及び教育充実費の全額 立教大学学部において優秀な成績を修めて本学法務研究科に入学した

者 原則として2年間

③ 立教大学緊急給与奨学金 給付 年額30万円 主たる家計支持者の死亡・失業等による家計の急変に伴い、学業継続が
困難になった学生 1年

早稲田大学

① 稲門法曹奨学金
各学年100名（法学既修
者80名、法学未修者20名
予定）以内

給付 授業料半期相当額 新入生は入試出願時に希望した者の中で入試成績優秀な者。在学生は
希望者の中で成績優秀な者

法学既修者は原則として2年間 
その他は1年間

② 大隈記念奨学金 3名 給付 年額40万円 学業成績優秀な者 1年 家計および成績基準あり

③ 小野梓記念奨学金 8名 
※2010年度実績 給付 年額40万円 経済的に修学困難な者 1年 家計および成績基準あり

④ 創立125周年記念奨学金 38名 給付 年額30万円 学業および人物に優れ、かつ勉学上経済的な援助を必要とする者 1年

⑤ 校友会給付奨学金 14名 
※2010年度実績 給付 年額40万円 経済的に修学困難な者 1年 家計および成績基準あり

⑥ 津田左右吉奨学金 1名 給付 年額25万円 学業および人物に優れ、かつ勉学上経済的な援助を必要とする者 1年

⑦ 大川功（一般）奨学金 1名 給付 年額25万円 学業および人物に優れ、かつ勉学上経済的な援助を必要とする者 1年

⑧ 武本（裵）孝俊奨学金 早稲田大学法学
部出身者 1名 給付 年額20万円 学業および人物に優れ、かつ勉学上経済的な援助を必要とする者 1年

神奈川大学

① 神奈川大学法科大学院給費
生

各学年 
10名以内 給付 ①100万円に学費（授業料、施設設備資金、演習

費）相当額を加算した額、②100万円、③50万円
学業成績、人物ともに優れ、他の模範となる者で、新入生は入学試験の
成績優秀者、在学生は1学年ごとの成績を基に選考 1年

② 神奈川大学修学支援奨学金 3名 
※2010年度実績 給付 年間授業料の50%相当額 学業成績、人物共に優秀な学生で経済的に困難があると認められる者 1年

③ 神奈川大学出身者支援奨学
金

神奈川大学出身
者

0名 
※2010年度実績 給付 年間授業料の30%相当額 学業成績、人物ともに優れた学生 1年 学部4年次の時出願（予約制）

④ 村橋・フロンティア奨学金 0名 
※2010年度実績 給付 40万円 未修1年次生で勉学意欲旺盛にして、学業、人物共に優秀でありなが

ら、経済的理由により修学が困難な学生 1年

⑤ 神奈川大学激励奨学金 4名 
※2010年度実績 給付 10万円

①学業成績を含めて極めて優秀な学生、②学業成績が良好であるにも
拘らず経済的理由により学業の継続が困難な学生、③ボランティア等
各種社会活動や課外活動で活躍する学生

1年 
※次年度も出願可能

⑥ 社団法人宮陵会奨学金 0名 
※2010年度実績

貸与
（無利息）

1回あたり1万円〜20万円 
※学費に充当する場合は上限30万円 一時的に困窮した学生 在学中に返還が原則

⑦ 社団法人宮陵会大学院給付
奨学金

2名 
※2010年度実績 給付 50万円 神奈川大学を卒業し、神奈川大学大学院に在籍している者で、学業成

績、人物ともに優れていると認められ、将来的志向が明確な者
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

関東学院大学

① 法科大学院奨学金 10名 給付 授業料・施設費の全額相当額 入学試験の成績上位者のうちⅠ期募集8名、Ⅱ期募集1名、Ⅲ期募集1
名

1年 
※成績により継続可能 欠員が生じた場合は補充を行う

② 法科大学院学費貸与奨学金 10名 貸与
（無利息） 授業料・施設費の半額相当額 入学試験の成績上位者のうちⅠ期募集の9位〜16位、Ⅱ期募集2位、

Ⅲ期募集2位の者
1年 
※成績により継続可能 欠員が生じた場合は補充を行う

③ 法科大学院燦葉会特別奨学
金

最終学年 
在学生 2名 給付 授業料・施設費の全額相当額 最終学年在学生で前年度末までの成績優秀者 1年 ①との重複受給可

桐蔭横浜大学
① 桐蔭横浜大学法科大学院特

別奨学金制度 各学年4名を上限 給付 年額155万円（長期在学コース選択者は年額
95万円） 入学試験での成績優秀者、2年次以降は年度ごとに学業成績優秀者 1年 授業料免除という形で支給

② 桐蔭横浜大学法科大学院奨
学金制度

入学定員の2割 
2年以降上位2割 給付 年額40万円 入学試験での成績優秀者、2年次以降は年度ごとに学業成績優秀者上

位2割 1年 授業料納入額より差し引き形で支給

山梨学院大学

① 山梨学院大学法科大学院特
別奨学金

各学年若干名 給付 年額100万円（Ⅰ種） 当該年度前期・後期の学業成績が最も優れた者 1年

各学年若干名 給付 年額50万円（Ⅱ種） 当該年度前期・後期の学業成績が特に優れた者 1年

各学年若干名 給付 年額30万円（Ⅲ種） 当該年度前期・後期の学業成績が優れた者 1年

② スカラシップA 5名 免除 入学金を含む学費全額+学生寮の家賃相当額
入学者選抜試験の成績最優秀者上位者5名 
※詳細な募集定員については、当該年度の入学試験要項に定めるとお
りとする。

法学既修者2年間 
法学未修者3年間

成績不良などの理由により資格を取り消されることがあ
る

③ スカラシップB 5名 免除 入学金を含む学費半額+学生寮の家賃相当額
入学者選抜試験の成績優秀者5名程度 
※詳細な募集定員については、当該年度入学試験要項に定めるとおり
とする。

法学既修者2年間 
法学未修者3年間

成績不良などの理由により資格を取り消されることがあ
る

愛知大学

① 専門職大学院給付奨学金

1〜2名 
※AB合わせて8名 給付 授業料及び教育充実費年額相当額（A） 入学試験に優秀な成績で合格した中より選考（入学試験の出願時に願

出）
3年制コース3年間 
2年制コース2年間 継続審査において要件を満たさない場合は資格を失う

6〜7名 
※AB合わせて8名 給付 授業料及び教育充実費年額の2分の1相当額（B） 入学試験に優秀な成績で合格した中より選考（入学試験の出願時に願

出）
3年制コース3年間 
2年制コース2年間 継続審査において要件を満たさない場合は資格を失う

② 専門職大学院貸与奨学金 貸与
（無利息）

学費（授業料及び教育充実費）相当額を上限と
する

①経済的に修学が困難と認められる者、②成績が優秀である者、③修学
を継続しうると認められる者、④返還義務を履行しうると認められる
者、①から④をすべて満たす者

2学期（2セメスター）を上限 ③の適用者の給付期間は最短修業年限とする

③ 法科大学院地域貢献奨学金 2名を上限とする 猶予/免除 最短修業年限の②貸与金
弁護士資格を取得し、法律事務所等で3年程度の実務経験を積んだ上
で、弁護士過疎地域に3年間赴任した場合は、決定により、貸与金の返
還を免除する

最短修業年限 免除前の返還猶予規定あり

④ 教育ローン援助奨学金 給付 教育ローンの利子相当額（5%を上限とする） 
保証委託は保証料相当額（10万円を上限とする） 教育ローンを利用して学費を納入した者 修業年限を上限とする 利子負担の借入金対象限度額を200万円とする

⑤ 法科大学院学費サポートプ
ラン 給付 立替手数料相当額（3%を上限とする） 本制度を利用しなければ入学金及び学費を納付できない者で、本制度

に基づき提携金融機関に立替払いを求めた者

⑥ 財団法人愛知大学同友会奨
学金 給付 年額50万円 志操堅実・学業優秀な学生

⑦ NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

愛知学院大学

① 法科大学院奨励奨学金
2名 給付 初年度学費の全額相当額（A種） 法科大学院適性試験の総受給者の成績上位10%までの1年次生 1年

2名 
※最大6名 給付 初年度学費の半額相当額（B種） 法科大学院適性試験の総受験者の成績上位10%までに該当しない者

で、入学試験の合計が500点以上の1年次生 1年

② 法科大学院給付奨学金 各学年4名を上限
給付 年間学費の全額相当額（A種） 学業成績、人物ともに優秀で、2年次または3年次に進級した者で、前

年度の成績がGPA2.8以上の者 1年

給付 年間学費の半額相当額（B種） 学業成績、人物ともに優秀で、2年次または3年次に進級した者で、前
年度の成績がGPA2.6以上の者 1年

③ 愛知学院大学開学50周年
記念奨学金 若干名 給付 年額30万円 学業成績優秀にして、経済的理由により修学困難と思われる者 1年

④ 法学部同窓会奨学金 6名 給付 年額24万円 学部及び大学院に在籍する学生で、成績、人物ともに優秀な者 1年

⑤ 法務研究科特別奨励賞
3年次生 10名 給付 年額35万円 3年次春学期までの成績がGPA2.5以上の成績優秀者 1年

2年次生 10名 給付 年額15万円 2年次春学期までの成績がGPA2.5以上の成績優秀者 1年

⑥ NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

中京大学

① 中京大学法科大学院授業料
減免制度

2名 給付 授業料年額 入学試験の成績上位者

3名 給付 授業料年額の2分の1 入学試験の成績上位者

② 中京大学奨学金 貸与 年間の授業料相当額 学業に専心し、経済的理由により就業困難な者 日本学生支援機構、地方自治体との重複貸与は不可。

③ 中京大学教育資金融資援助
奨学金 給付 金融機関が取り扱う教育資金を利用して学費の

納入をした方に、その利子相当額の一部を給付
本学に在学する学生で、教育資金融資を利用して学費の全部または一
部を納付した者 1年

④ NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

南山大学 ① 南山法科大学院給付奨学金
（入学時）

未修・既修各成績 
上位者30% 給付 年額50万円 A日程合格者のうち、標準修業コース及び法学既修者コース試験成績

優秀者各コース上位30%までの成績で合格した入学者
1年 
※次年度以降②の利用可

未修・既修各成績上位
30%〜60% 給付 年額30万円 A日程合格者のうち、標準修業コース及び法学既修者コース試験成績

優秀者各コース上位30%から60%までの成績で合格した入学者
1年 
※次年度以降②の利用可

未修・既修各成績 
最上位者 給付 年額50万円 B日程合格者のうち、標準修業コース及び法学既修者コース試験成績

優秀者各コース最上位で合格した者
1年 
※次年度以降②の利用可
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

関東学院大学

① 法科大学院奨学金 10名 給付 授業料・施設費の全額相当額 入学試験の成績上位者のうちⅠ期募集8名、Ⅱ期募集1名、Ⅲ期募集1
名

1年 
※成績により継続可能 欠員が生じた場合は補充を行う

② 法科大学院学費貸与奨学金 10名 貸与
（無利息） 授業料・施設費の半額相当額 入学試験の成績上位者のうちⅠ期募集の9位〜16位、Ⅱ期募集2位、

Ⅲ期募集2位の者
1年 
※成績により継続可能 欠員が生じた場合は補充を行う

③ 法科大学院燦葉会特別奨学
金

最終学年 
在学生 2名 給付 授業料・施設費の全額相当額 最終学年在学生で前年度末までの成績優秀者 1年 ①との重複受給可

桐蔭横浜大学
① 桐蔭横浜大学法科大学院特

別奨学金制度 各学年4名を上限 給付 年額155万円（長期在学コース選択者は年額
95万円） 入学試験での成績優秀者、2年次以降は年度ごとに学業成績優秀者 1年 授業料免除という形で支給

② 桐蔭横浜大学法科大学院奨
学金制度

入学定員の2割 
2年以降上位2割 給付 年額40万円 入学試験での成績優秀者、2年次以降は年度ごとに学業成績優秀者上

位2割 1年 授業料納入額より差し引き形で支給

山梨学院大学

① 山梨学院大学法科大学院特
別奨学金

各学年若干名 給付 年額100万円（Ⅰ種） 当該年度前期・後期の学業成績が最も優れた者 1年

各学年若干名 給付 年額50万円（Ⅱ種） 当該年度前期・後期の学業成績が特に優れた者 1年

各学年若干名 給付 年額30万円（Ⅲ種） 当該年度前期・後期の学業成績が優れた者 1年

② スカラシップA 5名 免除 入学金を含む学費全額+学生寮の家賃相当額
入学者選抜試験の成績最優秀者上位者5名 
※詳細な募集定員については、当該年度の入学試験要項に定めるとお
りとする。

法学既修者2年間 
法学未修者3年間

成績不良などの理由により資格を取り消されることがあ
る

③ スカラシップB 5名 免除 入学金を含む学費半額+学生寮の家賃相当額
入学者選抜試験の成績優秀者5名程度 
※詳細な募集定員については、当該年度入学試験要項に定めるとおり
とする。

法学既修者2年間 
法学未修者3年間

成績不良などの理由により資格を取り消されることがあ
る

愛知大学

① 専門職大学院給付奨学金

1〜2名 
※AB合わせて8名 給付 授業料及び教育充実費年額相当額（A） 入学試験に優秀な成績で合格した中より選考（入学試験の出願時に願

出）
3年制コース3年間 
2年制コース2年間 継続審査において要件を満たさない場合は資格を失う

6〜7名 
※AB合わせて8名 給付 授業料及び教育充実費年額の2分の1相当額（B） 入学試験に優秀な成績で合格した中より選考（入学試験の出願時に願

出）
3年制コース3年間 
2年制コース2年間 継続審査において要件を満たさない場合は資格を失う

② 専門職大学院貸与奨学金 貸与
（無利息）

学費（授業料及び教育充実費）相当額を上限と
する

①経済的に修学が困難と認められる者、②成績が優秀である者、③修学
を継続しうると認められる者、④返還義務を履行しうると認められる
者、①から④をすべて満たす者

2学期（2セメスター）を上限 ③の適用者の給付期間は最短修業年限とする

③ 法科大学院地域貢献奨学金 2名を上限とする 猶予/免除 最短修業年限の②貸与金
弁護士資格を取得し、法律事務所等で3年程度の実務経験を積んだ上
で、弁護士過疎地域に3年間赴任した場合は、決定により、貸与金の返
還を免除する

最短修業年限 免除前の返還猶予規定あり

④ 教育ローン援助奨学金 給付 教育ローンの利子相当額（5%を上限とする） 
保証委託は保証料相当額（10万円を上限とする） 教育ローンを利用して学費を納入した者 修業年限を上限とする 利子負担の借入金対象限度額を200万円とする

⑤ 法科大学院学費サポートプ
ラン 給付 立替手数料相当額（3%を上限とする） 本制度を利用しなければ入学金及び学費を納付できない者で、本制度

に基づき提携金融機関に立替払いを求めた者

⑥ 財団法人愛知大学同友会奨
学金 給付 年額50万円 志操堅実・学業優秀な学生

⑦ NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

愛知学院大学

① 法科大学院奨励奨学金
2名 給付 初年度学費の全額相当額（A種） 法科大学院適性試験の総受給者の成績上位10%までの1年次生 1年

2名 
※最大6名 給付 初年度学費の半額相当額（B種） 法科大学院適性試験の総受験者の成績上位10%までに該当しない者

で、入学試験の合計が500点以上の1年次生 1年

② 法科大学院給付奨学金 各学年4名を上限
給付 年間学費の全額相当額（A種） 学業成績、人物ともに優秀で、2年次または3年次に進級した者で、前

年度の成績がGPA2.8以上の者 1年

給付 年間学費の半額相当額（B種） 学業成績、人物ともに優秀で、2年次または3年次に進級した者で、前
年度の成績がGPA2.6以上の者 1年

③ 愛知学院大学開学50周年
記念奨学金 若干名 給付 年額30万円 学業成績優秀にして、経済的理由により修学困難と思われる者 1年

④ 法学部同窓会奨学金 6名 給付 年額24万円 学部及び大学院に在籍する学生で、成績、人物ともに優秀な者 1年

⑤ 法務研究科特別奨励賞
3年次生 10名 給付 年額35万円 3年次春学期までの成績がGPA2.5以上の成績優秀者 1年

2年次生 10名 給付 年額15万円 2年次春学期までの成績がGPA2.5以上の成績優秀者 1年

⑥ NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

中京大学

① 中京大学法科大学院授業料
減免制度

2名 給付 授業料年額 入学試験の成績上位者

3名 給付 授業料年額の2分の1 入学試験の成績上位者

② 中京大学奨学金 貸与 年間の授業料相当額 学業に専心し、経済的理由により就業困難な者 日本学生支援機構、地方自治体との重複貸与は不可。

③ 中京大学教育資金融資援助
奨学金 給付 金融機関が取り扱う教育資金を利用して学費の

納入をした方に、その利子相当額の一部を給付
本学に在学する学生で、教育資金融資を利用して学費の全部または一
部を納付した者 1年

④ NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

南山大学 ① 南山法科大学院給付奨学金
（入学時）

未修・既修各成績 
上位者30% 給付 年額50万円 A日程合格者のうち、標準修業コース及び法学既修者コース試験成績

優秀者各コース上位30%までの成績で合格した入学者
1年 
※次年度以降②の利用可

未修・既修各成績上位
30%〜60% 給付 年額30万円 A日程合格者のうち、標準修業コース及び法学既修者コース試験成績

優秀者各コース上位30%から60%までの成績で合格した入学者
1年 
※次年度以降②の利用可

未修・既修各成績 
最上位者 給付 年額50万円 B日程合格者のうち、標準修業コース及び法学既修者コース試験成績

優秀者各コース最上位で合格した者
1年 
※次年度以降②の利用可
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

南山大学

② 南山法科大学院給付奨学金
　（在学時）

各年度の成績優秀者上位
20% 給付 年額50万円 各年度の法律基本科目の成績優秀者上位20%までの者 1年 標準修業ｺｰｽは1年次と2年次修了後、法学既修者ｺｰｽは1

年次修了後が対象

各年度の成績優秀者上位
20%〜40% 給付 年額30万円 各年度の法律基本科目の成績優秀者上位20%〜40%までの者 1年 標準修業ｺｰｽは1年次と2年次修了後、法学既修者ｺｰｽは1

年次修了後が対象

③ 南山法科大学院貸与奨学金 貸与
（無利息）

年額30万円、50万円、100万円のうち希望す
る額 日本学生試験機構の奨学金に採用されなかった者 1年 

期限到来後は借換え ①②との併用不可

④ NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

名城大学

① 特別奨学生/大学院法務研
究科入学時A奨学生 入学生 5名以内 免除 入学年度の授業料と施設費の年額 入学試験成績が特に優秀な者 1年

② 特別奨学金/大学院法務研
究科入学時B奨学生 入学生 10名以内 免除 入学年度の授業料年額の1/2と施設費年額の

1/2の合計 入学試験成績が優秀な者 1年

③ 学業優秀特別奨学生 在学生 20名以内 給付 授業料年額の1/2と施設費年額の1/2の合計 2年次以上で学業成績及び人物優秀者 1年

④ 学業優秀奨学生/C奨学生 在学生 17名 
※2009年度実績 給付 年額30万円 学業成績及び人物優秀者 1年

⑤ 修学援助奨学生/B奨学生 在学生 給付 年額30万円
主たる家計支持者の死亡、疾病等、または、火災、風水害等の被害により
家計が急変し、修学の意志があるにもかかわらず経済的に著しく困難
となった者

1年

⑥ 本学卒業等補助奨学生 在学生 給付 入学金の額 ①本学卒業生で、他の学部・研究科に入学する者 
②本学に籍を置いた者で、退学の後、再入学する者 1年

⑦ 校友会奨学生 在学生 校友会の指定する人数 給付 校友会が指定する額 人格円満かつ健康で、学業成績または体育技能が優秀な者 1年

⑧ NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

京都産業大学

① 京都産業大学大学院法務研
究科入学時学修奨励金

既修者 入学者全員 給付 春学期17万円（春学期の授業料相当額） 入学者全員に給付 春学期 ②の受給者を除く

未修者 入学者全員 給付 年額34万円（春学期・秋学期の授業料相当額） 入学者全員に給付 1年

② 京都産業大学大学院法務研
究科成績優秀者授業料減免 既修者 4名以内 免除 授業料全額 入学試験の成績が特に優秀な者 2年 初年度の学業成績が不振な場合は、免除資格を取り消す

③
京都産業大学大学院法務研
究科成績優秀者授業料減免
　（②以外）

上位10%以内 免除 授業料全額 成績上位10%以内でGPA2.4以上の者 
未修者は2年次春学期以降、既修者は1年次秋学期以降適用 各期

上位30%以内 減額 授業料半額 成績上位30%以内でGPA2.0以上の者 
未修者は2年次春学期以降、既修者は1年次秋学期以降適用 各期

上位40%以内 減額 授業料の4分の1 成績上位40%以内でGPA1.8以上の者 
未修者は2年次春学期以降、既修者は1年次秋学期以降適用 各期

④ 京都産業大学大学院法務研
究科給付奨学金 5名以内 給付 月額10万円 学業成績優秀者であって、家計急変等のやむを得ない理由により、学費

納入又は修学の継続が困難になった者（標準修業年限内の者） 随時受付、当該年次

⑤

京都産業大学大学院法務研
究科　
司法修習に向う者に対する
支援金

給付 200万円 新司法試験に合格し、司法修習を行う修了生に対し、司法修習開始時ま
でに給付

同志社大学

① 同志社大学大学院司法研究
科奨学金

1･2年次生9名 
3年次生3名 給付 年間授業料相当額

勉学意欲旺盛で、学業人物ともに優秀な者 
※1年次生は入学試験の成績により選考、2年次生以上は学業成績優
秀者の中から選考

1年

1･2年次生15名 
3年次生5名 給付 年間授業料相当額の2分の1

勉学意欲旺盛で、学業人物ともに優秀な者 
※1年次生は入学試験の成績により選考、2年次生以上は学業成績優
秀者の中から選考

各期

② 同志社大学大学院司法研究
科貸与奨学金

2009年実績→ 入学前40名、春47名、秋
80名

貸与
（無利息） 各学期の授業料相当額

学資支弁に支障のある人 
※1年次生は入学試験合格を以て基準を満たす/2年次生以上は司法
研修科の推薦による

1年 返還は原則として修了時から貸与回数×3年以内で15
年を上限とする。

2009年実績→ 入学前8名、春12名、秋
16名

貸与
（無利息） 各学期の授業料相当額の2分の1

学資支弁に支障のある人 
※1年次生は入学試験合格を以て基準を満たす/2年次生以上は司法
研修科の推薦による

各期 返還は原則として修了時から貸与回数×3年以内で15
年を上限とする。

③ 同志社大学大学院司法研究
科特別奨学金

既修者（同志社
大学法学部出身
者）

給付 年間授業料及び年間教育充実費相当額
勉学意欲旺盛で、学業人物ともに優秀な者 
※同志社大学法学部での学業成績が優秀な者で、入学試験の成績が優
秀な者から面接を実施して決定

2年

④ 同志社大学短期貸付金 0名 
※2009年度実績

貸与
（無利息） ①一般貸付3万円以内、②特別貸付10万円以内 やむを得ない事情で一時的に生活費支弁が困難になった人 一般貸付の返還は3か月以内、特別貸付は10か月以内の

月賦返還

立命館大学 ① 立命館大学法科大学院奨励
奨学金

入学予定者・在学生の各
15名程度 
※既修・未修合計

給付 学費（授業料・教育充実費）の全額

入学試験の成績上位者であり、かつ所定の入学手続を完了しているこ
と
在学生の場合は応募者の中から前年度修得単位のGPA上位者から順
に選考

1年

入学予定者・在学生の各
40名程度 
※既修・未修合計

給付 年額60万円

入学試験の成績上位者であり、かつ所定の入学手続を完了しているこ
と
在学生の場合は応募者の中から前年度修得単位のGPA上位者から順
に選考

1年
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

南山大学

② 南山法科大学院給付奨学金
　（在学時）

各年度の成績優秀者上位
20% 給付 年額50万円 各年度の法律基本科目の成績優秀者上位20%までの者 1年 標準修業ｺｰｽは1年次と2年次修了後、法学既修者ｺｰｽは1

年次修了後が対象

各年度の成績優秀者上位
20%〜40% 給付 年額30万円 各年度の法律基本科目の成績優秀者上位20%〜40%までの者 1年 標準修業ｺｰｽは1年次と2年次修了後、法学既修者ｺｰｽは1

年次修了後が対象

③ 南山法科大学院貸与奨学金 貸与
（無利息）

年額30万円、50万円、100万円のうち希望す
る額 日本学生試験機構の奨学金に採用されなかった者 1年 

期限到来後は借換え ①②との併用不可

④ NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

名城大学

① 特別奨学生/大学院法務研
究科入学時A奨学生 入学生 5名以内 免除 入学年度の授業料と施設費の年額 入学試験成績が特に優秀な者 1年

② 特別奨学金/大学院法務研
究科入学時B奨学生 入学生 10名以内 免除 入学年度の授業料年額の1/2と施設費年額の

1/2の合計 入学試験成績が優秀な者 1年

③ 学業優秀特別奨学生 在学生 20名以内 給付 授業料年額の1/2と施設費年額の1/2の合計 2年次以上で学業成績及び人物優秀者 1年

④ 学業優秀奨学生/C奨学生 在学生 17名 
※2009年度実績 給付 年額30万円 学業成績及び人物優秀者 1年

⑤ 修学援助奨学生/B奨学生 在学生 給付 年額30万円
主たる家計支持者の死亡、疾病等、または、火災、風水害等の被害により
家計が急変し、修学の意志があるにもかかわらず経済的に著しく困難
となった者

1年

⑥ 本学卒業等補助奨学生 在学生 給付 入学金の額 ①本学卒業生で、他の学部・研究科に入学する者 
②本学に籍を置いた者で、退学の後、再入学する者 1年

⑦ 校友会奨学生 在学生 校友会の指定する人数 給付 校友会が指定する額 人格円満かつ健康で、学業成績または体育技能が優秀な者 1年

⑧ NPO法人ロースクール奨学金ちゅうぶ　※「3-1　その他の経済的支援制度」を参照

京都産業大学

① 京都産業大学大学院法務研
究科入学時学修奨励金

既修者 入学者全員 給付 春学期17万円（春学期の授業料相当額） 入学者全員に給付 春学期 ②の受給者を除く

未修者 入学者全員 給付 年額34万円（春学期・秋学期の授業料相当額） 入学者全員に給付 1年

② 京都産業大学大学院法務研
究科成績優秀者授業料減免 既修者 4名以内 免除 授業料全額 入学試験の成績が特に優秀な者 2年 初年度の学業成績が不振な場合は、免除資格を取り消す

③
京都産業大学大学院法務研
究科成績優秀者授業料減免
　（②以外）

上位10%以内 免除 授業料全額 成績上位10%以内でGPA2.4以上の者 
未修者は2年次春学期以降、既修者は1年次秋学期以降適用 各期

上位30%以内 減額 授業料半額 成績上位30%以内でGPA2.0以上の者 
未修者は2年次春学期以降、既修者は1年次秋学期以降適用 各期

上位40%以内 減額 授業料の4分の1 成績上位40%以内でGPA1.8以上の者 
未修者は2年次春学期以降、既修者は1年次秋学期以降適用 各期

④ 京都産業大学大学院法務研
究科給付奨学金 5名以内 給付 月額10万円 学業成績優秀者であって、家計急変等のやむを得ない理由により、学費

納入又は修学の継続が困難になった者（標準修業年限内の者） 随時受付、当該年次

⑤

京都産業大学大学院法務研
究科　
司法修習に向う者に対する
支援金

給付 200万円 新司法試験に合格し、司法修習を行う修了生に対し、司法修習開始時ま
でに給付

同志社大学

① 同志社大学大学院司法研究
科奨学金

1･2年次生9名 
3年次生3名 給付 年間授業料相当額

勉学意欲旺盛で、学業人物ともに優秀な者 
※1年次生は入学試験の成績により選考、2年次生以上は学業成績優
秀者の中から選考

1年

1･2年次生15名 
3年次生5名 給付 年間授業料相当額の2分の1

勉学意欲旺盛で、学業人物ともに優秀な者 
※1年次生は入学試験の成績により選考、2年次生以上は学業成績優
秀者の中から選考

各期

② 同志社大学大学院司法研究
科貸与奨学金

2009年実績→ 入学前40名、春47名、秋
80名

貸与
（無利息） 各学期の授業料相当額

学資支弁に支障のある人 
※1年次生は入学試験合格を以て基準を満たす/2年次生以上は司法
研修科の推薦による

1年 返還は原則として修了時から貸与回数×3年以内で15
年を上限とする。

2009年実績→ 入学前8名、春12名、秋
16名

貸与
（無利息） 各学期の授業料相当額の2分の1

学資支弁に支障のある人 
※1年次生は入学試験合格を以て基準を満たす/2年次生以上は司法
研修科の推薦による

各期 返還は原則として修了時から貸与回数×3年以内で15
年を上限とする。

③ 同志社大学大学院司法研究
科特別奨学金

既修者（同志社
大学法学部出身
者）

給付 年間授業料及び年間教育充実費相当額
勉学意欲旺盛で、学業人物ともに優秀な者 
※同志社大学法学部での学業成績が優秀な者で、入学試験の成績が優
秀な者から面接を実施して決定

2年

④ 同志社大学短期貸付金 0名 
※2009年度実績

貸与
（無利息） ①一般貸付3万円以内、②特別貸付10万円以内 やむを得ない事情で一時的に生活費支弁が困難になった人 一般貸付の返還は3か月以内、特別貸付は10か月以内の

月賦返還

立命館大学 ① 立命館大学法科大学院奨励
奨学金

入学予定者・在学生の各
15名程度 
※既修・未修合計

給付 学費（授業料・教育充実費）の全額

入学試験の成績上位者であり、かつ所定の入学手続を完了しているこ
と
在学生の場合は応募者の中から前年度修得単位のGPA上位者から順
に選考

1年

入学予定者・在学生の各
40名程度 
※既修・未修合計

給付 年額60万円

入学試験の成績上位者であり、かつ所定の入学手続を完了しているこ
と
在学生の場合は応募者の中から前年度修得単位のGPA上位者から順
に選考

1年
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

龍谷大学

①

法科大学院既修（2年修了）
コース 
学費援助奨学生（※2011
年度入学生より）

既修（2年修了）
コース生 全員 給付 授業料及び施設費相当額（年額80万4000円） 既修（2年修了）コースの入学者全員 2年 学修状況に応じて支給を停止することがある

② 法科大学院学費援助奨学生 
（※2011年度入学生より）

標準(3年修了）
コース生 3名 給付 授業料及び施設料相当額（年額80万4000円） 入学者のうち、（前期日程）入学試験成績上位者の1〜3位 1年 学修状況に応じて支給を停止することがある

標準(3年修了）
コース生 3名 給付 年額52万2500円 入学者のうち、（前期日程）入学試験成績上位者の4〜6位 1年 学修状況に応じて支給を停止することがある

標準(3年修了）
コース生 該当者全員 給付 年額24万1000円 入学者のうち、（前期日程）入学試験成績7位以下、およびそれ以外の者 3年 学修状況に応じて支給を停止することがある。2年次・3

年次で「法科大学院学業奨学生」となった者

③ 法科大学院学業奨学生 
(※2011年度入学生より）

標準(3年修了)
コース生2年次
および3年次

各学年3名 給付 授業料及び施設料相当額(80万4000円) 前年次成績の上位1〜3位 1年

標準(3年修了)
コース生2年次
および3年次

各学年3名 給付 年額52万2500円 前年次成績の上位4〜6位 1年

④
法科大学院下宿者学業支援
奨学生 
(※2011年度入学生より)

該当者全員 給付 月額3万円を上限とし、下宿等賃貸住宅の賃料
相当額

法科大学院に在学する者のうち、法科大学院教授会が定める基準に基
づき、就学のために下宿等賃貸住宅に居住せざるを得ない者 2年および3年

学修状況に応じて支給を停止することがある。給付期間
は、標準(3年修了)コースは3年。既修(2年修了)コースは
2年

⑤ 法科大学院学費援助奨学生 
(※2010年度入学生まで) 10名 給付 1年次前期及び後期授業料相当額 法科大学院入学試験において、成績上位合格者10名以内 1年

⑥ 法科大学院学業奨学生 
(※2010年度入学生まで)

2年次・3年次 5名 給付 前期及び後期授業料半額相当額 前年次成績上位6名〜10名 1年

2年次・3年次 5名 給付 前期及び後期授業料相当額 
(年額130万円) 前年次成績上位1名〜5名 1年

大阪学院大学

① 学費返還制度 該当者全員 学費返還 在学中に納付した学費（授業料及び施設設備
費）の半額相当額

法科大学院課程修了直後（2年目以降は対象外）の新司法試験に合格
（未受験は不合格とみなす）した者全員

② 特待生制度 上位2割以内 免除 1年次の授業料全額 入学試験または法学既修者認定試験において成績上位2割以内の者 1年

③ 大阪学院大学白井奨学生制
度

0名 
※2009年度実績 減免 年間学費相当額〜年間学費1割相当額まで

学業成績・人物ともに良好であり、社会的・芸術的活動等において、本学
の名を高めた実績のある者または将来本学の名を高め得ることが十分
期待される者

1年

関西大学

① 関西大学大学院法務研究科
給付奨学金

入学生 6名 
※2010年度実績 給付 授業料及び教育充実費の全額相当額 S日程入学試験の合格者で、入学試験の成績優秀者 2年 学業成績により給付が停止されることがある 

他の学内奨学金（②を除く）との併給不可

入学生 16名（全額） 
※2010年度実績 給付 授業料及び教育充実費の全額相当額または半

額相当額 A日程入学試験の合格者で、入学試験の成績優秀者 1年

在学生 17名（全額）、6名（半額） 
※2010年度実績 給付 授業料及び教育充実費の全額相当額または半

額相当額 前年度までの成績を基準に審査を行い、学業成績優秀者に給付 1年

② 関西大学校友会法科大学院
給付奨学金 既修者 S・A合わせて4名以内 給付 年額100万円 S日程及びA日程入学試験の成績優秀者 1年 

※初年度の成績により継続給付 他の給付奨学金と併用可

③ 関西大学短期貸付金 貸与
（無利息）

原則3万円とし、事情により5万円まで（1000
円単位）

関西大学大学院に在学する者で、所定の事由に該当し、一時的または緊
急に生活資金の援助を必要とする者

貸与を受けた翌日から3か月以内に一括または分割で返
済

近畿大学

① 特待生制度/入学者特待生
5名 免除 授業料全額 入学試験で一定基準の成績を修めた者の中からの序列

12名 免除 授業料半額 入学試験で一定基準の成績を修めた者の中からの序列

② 特待生制度/成績優秀者特
待生

各学年5名 免除 授業料全額 前年度にそれぞれ別に定める基準を満たす成績を修めた者の中からの
序列

各学年12名 免除 授業料半額 前年度にそれぞれ別に定める基準を満たす成績を修めた者の中からの
序列

③ 近畿大学給付奨学金  給付 年額30万円 1年 ①②との併用不可

④ 近畿大学奨学金 貸与
（無利息） 年額80万円 1年 修了後、毎年12月に所定の金額を2〜20年に分割して

返還する

⑤ 近畿大学応急奨学金 貸与
（無利息） 年額60万円 家計支持者の失職・破産・会社の倒産・死亡等により家計が急変し、学業

の継続が困難な人 1年 修了後、毎年12月に所定の金額を2〜20年に分割して
返還する

関西学院大学

① 関西学院大学法科大学院特
別支給奨学金 入学生 6名 給付 学費全額相当額 入学時に入試形態別に入試成績順により選考 標準修業年まで 継続基準を満たさないときは支給を打ち切る。 

日本学生支援機構の奨学金と併用可。 
採用人数は、2011年度入学者の分を記載。現在、採用人
数の変更（法科特別支給奨学金の増枠等）を検討してお
り、詳細が決定次第HP等で告知。

② 関西学院大学法科大学院第
1種支給奨学金 入学生 原則として10名 給付 学費半額相当額 入学時に入試形態別に入試成績順により選考 標準修業年まで

③ 関西学院大学法科大学院第
2種支給奨学金 原則として13名 給付 学費半額相当額 家計状況も勘案の上、学業成績により選考。なお、本奨学金は学生から

の申請による。 1年

日本学生支援機構奨学金と併用可。 
採用人数は、2011年度入学者の分を記載。現在、採用人
数の変更（法科特別支給奨学金の増枠等）を検討してお
り、詳細が決定次第HP等で告知。

④ 関西学院大学大学院貸与奨
学金

貸与
（無利息） 原則として学費半額相当額 本人の経済状況、家庭の経済状況及び大学院の学業成績、大学院の入試

成績その他を参考とする 1年 日本学生支援機構奨学金の補完的役割
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

龍谷大学

①

法科大学院既修（2年修了）
コース 
学費援助奨学生（※2011
年度入学生より）

既修（2年修了）
コース生 全員 給付 授業料及び施設費相当額（年額80万4000円） 既修（2年修了）コースの入学者全員 2年 学修状況に応じて支給を停止することがある

② 法科大学院学費援助奨学生 
（※2011年度入学生より）

標準(3年修了）
コース生 3名 給付 授業料及び施設料相当額（年額80万4000円） 入学者のうち、（前期日程）入学試験成績上位者の1〜3位 1年 学修状況に応じて支給を停止することがある

標準(3年修了）
コース生 3名 給付 年額52万2500円 入学者のうち、（前期日程）入学試験成績上位者の4〜6位 1年 学修状況に応じて支給を停止することがある

標準(3年修了）
コース生 該当者全員 給付 年額24万1000円 入学者のうち、（前期日程）入学試験成績7位以下、およびそれ以外の者 3年 学修状況に応じて支給を停止することがある。2年次・3

年次で「法科大学院学業奨学生」となった者

③ 法科大学院学業奨学生 
(※2011年度入学生より）

標準(3年修了)
コース生2年次
および3年次

各学年3名 給付 授業料及び施設料相当額(80万4000円) 前年次成績の上位1〜3位 1年

標準(3年修了)
コース生2年次
および3年次

各学年3名 給付 年額52万2500円 前年次成績の上位4〜6位 1年

④
法科大学院下宿者学業支援
奨学生 
(※2011年度入学生より)

該当者全員 給付 月額3万円を上限とし、下宿等賃貸住宅の賃料
相当額

法科大学院に在学する者のうち、法科大学院教授会が定める基準に基
づき、就学のために下宿等賃貸住宅に居住せざるを得ない者 2年および3年

学修状況に応じて支給を停止することがある。給付期間
は、標準(3年修了)コースは3年。既修(2年修了)コースは
2年

⑤ 法科大学院学費援助奨学生 
(※2010年度入学生まで) 10名 給付 1年次前期及び後期授業料相当額 法科大学院入学試験において、成績上位合格者10名以内 1年

⑥ 法科大学院学業奨学生 
(※2010年度入学生まで)

2年次・3年次 5名 給付 前期及び後期授業料半額相当額 前年次成績上位6名〜10名 1年

2年次・3年次 5名 給付 前期及び後期授業料相当額 
(年額130万円) 前年次成績上位1名〜5名 1年

大阪学院大学

① 学費返還制度 該当者全員 学費返還 在学中に納付した学費（授業料及び施設設備
費）の半額相当額

法科大学院課程修了直後（2年目以降は対象外）の新司法試験に合格
（未受験は不合格とみなす）した者全員

② 特待生制度 上位2割以内 免除 1年次の授業料全額 入学試験または法学既修者認定試験において成績上位2割以内の者 1年

③ 大阪学院大学白井奨学生制
度

0名 
※2009年度実績 減免 年間学費相当額〜年間学費1割相当額まで

学業成績・人物ともに良好であり、社会的・芸術的活動等において、本学
の名を高めた実績のある者または将来本学の名を高め得ることが十分
期待される者

1年

関西大学

① 関西大学大学院法務研究科
給付奨学金

入学生 6名 
※2010年度実績 給付 授業料及び教育充実費の全額相当額 S日程入学試験の合格者で、入学試験の成績優秀者 2年 学業成績により給付が停止されることがある 

他の学内奨学金（②を除く）との併給不可

入学生 16名（全額） 
※2010年度実績 給付 授業料及び教育充実費の全額相当額または半

額相当額 A日程入学試験の合格者で、入学試験の成績優秀者 1年

在学生 17名（全額）、6名（半額） 
※2010年度実績 給付 授業料及び教育充実費の全額相当額または半

額相当額 前年度までの成績を基準に審査を行い、学業成績優秀者に給付 1年

② 関西大学校友会法科大学院
給付奨学金 既修者 S・A合わせて4名以内 給付 年額100万円 S日程及びA日程入学試験の成績優秀者 1年 

※初年度の成績により継続給付 他の給付奨学金と併用可

③ 関西大学短期貸付金 貸与
（無利息）

原則3万円とし、事情により5万円まで（1000
円単位）

関西大学大学院に在学する者で、所定の事由に該当し、一時的または緊
急に生活資金の援助を必要とする者

貸与を受けた翌日から3か月以内に一括または分割で返
済

近畿大学

① 特待生制度/入学者特待生
5名 免除 授業料全額 入学試験で一定基準の成績を修めた者の中からの序列

12名 免除 授業料半額 入学試験で一定基準の成績を修めた者の中からの序列

② 特待生制度/成績優秀者特
待生

各学年5名 免除 授業料全額 前年度にそれぞれ別に定める基準を満たす成績を修めた者の中からの
序列

各学年12名 免除 授業料半額 前年度にそれぞれ別に定める基準を満たす成績を修めた者の中からの
序列

③ 近畿大学給付奨学金  給付 年額30万円 1年 ①②との併用不可

④ 近畿大学奨学金 貸与
（無利息） 年額80万円 1年 修了後、毎年12月に所定の金額を2〜20年に分割して

返還する

⑤ 近畿大学応急奨学金 貸与
（無利息） 年額60万円 家計支持者の失職・破産・会社の倒産・死亡等により家計が急変し、学業

の継続が困難な人 1年 修了後、毎年12月に所定の金額を2〜20年に分割して
返還する

関西学院大学

① 関西学院大学法科大学院特
別支給奨学金 入学生 6名 給付 学費全額相当額 入学時に入試形態別に入試成績順により選考 標準修業年まで 継続基準を満たさないときは支給を打ち切る。 

日本学生支援機構の奨学金と併用可。 
採用人数は、2011年度入学者の分を記載。現在、採用人
数の変更（法科特別支給奨学金の増枠等）を検討してお
り、詳細が決定次第HP等で告知。

② 関西学院大学法科大学院第
1種支給奨学金 入学生 原則として10名 給付 学費半額相当額 入学時に入試形態別に入試成績順により選考 標準修業年まで

③ 関西学院大学法科大学院第
2種支給奨学金 原則として13名 給付 学費半額相当額 家計状況も勘案の上、学業成績により選考。なお、本奨学金は学生から

の申請による。 1年

日本学生支援機構奨学金と併用可。 
採用人数は、2011年度入学者の分を記載。現在、採用人
数の変更（法科特別支給奨学金の増枠等）を検討してお
り、詳細が決定次第HP等で告知。

④ 関西学院大学大学院貸与奨
学金

貸与
（無利息） 原則として学費半額相当額 本人の経済状況、家庭の経済状況及び大学院の学業成績、大学院の入試

成績その他を参考とする 1年 日本学生支援機構奨学金の補完的役割
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

甲南大学
① 学費の減免

既修者 全額4名、半額4名 
※2011年予定 免除 1年次は授業料及び施設設備費相当額 

2年次は授業料相当額 入学試験の成績で決定 2年 1年次成績により適用を停止することあり。②との併用
不可

未修者 全額1名、20%全員 
※2011年予定 免除 1年次は授業料及び施設設備費相当額 

2年次以降は授業料相当額 入学試験の成績で決定 3年 各年次成績により適用を停止することあり。原則として
②との併用不可

② 甲南大学法科大学院奨学金 10名 
※2011年度予定

貸与
（無利息） 年額81万円（在学中243万円を上限とする） 法科大学院に在学する者であって、修学の継続に奨学金の貸与が必要

と認められる者 1年 修了、除籍または退学後、15年間に、無利息・均等分割返
還

神戸学院大学

① 神戸学院大学法科大学院支
給奨学金

各学年6名以内 
※2010年実績7名 給付 学費相当額（120万円） 1年次は入学試験の成績、2年次以降は前年度の成績により決定 1年

各学年6名以内 
※2010年実績10名 給付 学費半額相当額（60万円） 1年次は入学試験の成績、2年次以降は前年度の成績により決定 1年

② 神戸学院大学法科大学院貸
与奨学金

貸与
（有利息） 学費相当額（120万円） 貸与希望者 1年 年利1.5%、最長20年の分割返済 

日本学生支援機構の奨学金と併用不可

③ 神戸学院大学法科大学院同
窓会奨学金 各学年3名まで 貸与

（無利息） 年額60万円 1年 最長10年の分割返済

広島修道大学
① 特別給付奨学金制度 入学年度毎に 

10名以内 給付 年額110万2000円（在学料・施設設備資金相
当額）

入学年度は入学試験の成績で、次年度以降は学業成績で、特に優れた成
績優秀者を選考 1年

② 給付奨学金制度 各学年10名以内 給付 年額50万円 入学年度は入学試験の成績で、次年度以降は前年度の学業成績で、成績
優秀者を選考 1年

久留米大学
① 久留米大学法科大学院特待

生
各学年8名 
※全額5名、半額3名 免除 授業料全額相当額（年額110万円） 

または半額相当額（年額55万円）
1年次生は入学試験の総点数に面接評価を加味、2年次生以降は前年
度に30単位以上取得した者の中から平均点が高い順に選考 1年 所定事由に該当するときは免除を取り消すことがある

② 久留米大学法科大学院奨学
金 12名 貸与

（有利子） 半期48万円 学業、人物ともに優れ、積極的な学業欲があり、経済的理由により修学
が困難と認められる者 6か月 毎学期応募可能、利息1%、法科大学院修了後10年以内

に返還

西南学院大学

① 西南学院大学大学院法務研
究科成績優秀者奨学金

既修者 全額5名 給付 授業料及び施設費の全額 入試成績の成績順位 1年

未修者 全額5名、半額5名 給付 授業料及び施設費の全額又は半額 入試成績の成績順位 1年

2年次生 
3年次生

10名以内。うち 
全額は5名以内 給付 授業料及び施設費の全額又は半額 2年次生は1年次の成績順位及びGPA 

3年次生は2年次の成績順位及びGPA 1年

② 西南法曹会成績優秀者奨学
金 3年次生 1名 給付 授業料及び施設費相当額 3年次に在籍する学生で2年次の学業成績が最も優秀である者 1年

③ 借入利子補給給付奨学金 給付 借入金利の利子相当額 
※年3%を上限とする 金融機関等からの借入により学費を支払っている者

福岡大学

① 福岡大学法科大学院特待生
奨学金

原則として 
1学年3名 給付 年額100万円（授業料相当額）

1年次は入学選考における評価点の上位者、2年次以降は特待生とし
て相応しい成績を修め、かつ35単位以上を修得し、前年度における必
修科目の学業成績の評価点の平均値が上位である者

1年 ③との併用不可

② 福岡大学法科大学院準特待
生奨学金

原則として 
1学年3名 給付 年額50万円（授業料半額相当額）

1年次は入学選考における評価点の上位者、2年次以降は準特待生と
して相応しい成績を修め、かつ35単位以上を修得し、前年度における
必修科目の学業成績の評価点の平均値が上位である者

1年 ③との併用不可

③ 福岡大学奨学金 1学年9名程度 貸与
（無利息） 年額105万円 日本学生支援機構の奨学金と併用不可 

第2種奨学金は推薦枠余裕あるとき併用可

※2010年11月調べ。詳細は各法科大学院へお問い合わせください。
※法科大学院の属する大学の卒業生について入学金免除等の優遇措置がある場合があります。
※金融機関との提携による教育ローン制度については省略しています。
※教育訓練給付制度厚生労働大臣指定講座の指定を受けている法科大学院があります/獨協大学法科大学院、大宮法科大学院大学、早稲田大学法科大学院、
　東洋大学大学院、京都大学大学院、南山大学法科大学院（法科既修者コース）

3-1　その他の経済的支援制度
名称 対象となる法科大学院 種類 支援金額 支援人数 資格・条件 備考

1 ＮＰＯ法人ロースクール奨学金ちゅうぶ
以下の大学の法科大学院 
 
愛知大学、愛知学院大学、金沢大学、中京大学、名古屋
大学、南山大学、名城大学

給付（贈与） 入学料・授業料・施設費の全額
4名 
※2011.4入学許可の
者

①対象法科大学院の何れかに入学することを許可された者 
②法科大学院の学費の支弁が困難な者 
③下記のいずれかに3年以上赴任する志がある者 
　Ⅰ.　中部弁護士会連合会所在の弁護士過疎地域（弁護士ゼロ・ワン地域） 
　　　 又は日弁連設置の過疎地型公設事務所（ひまわり基金法律事務所） 
　Ⅱ.　全国のゼロ・ワン地域及び日弁連ひまわり基金法律事務所

①法科大学院を入学後3年以内で修了できなかったとき、②
修了後、新司法試験に5年以内に合格しなかったとき、など、
一定の事由に該当した場合に返還を求める（条件付贈与）

2 ＮＰＯ法人ロースクール奨学金広島
以下の大学の法科大学院 
 
広島大学、広島修道大学

給付（贈与） 年額20万円 
広島大学LS　2名 
広島修道大学LS　2名 
※2010年度募集人数

広島県内所在の法科大学院に在学する学生およびその修了生 単年度の支給とし、年度更新による継続支給は行わない。翌
年度に再度選考された場合はこの限りでない。
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法科大学院名 名称 対象 人数・割合 種類 支給/免除額 資格・条件 給付期間 備考

甲南大学
① 学費の減免

既修者 全額4名、半額4名 
※2011年予定 免除 1年次は授業料及び施設設備費相当額 

2年次は授業料相当額 入学試験の成績で決定 2年 1年次成績により適用を停止することあり。②との併用
不可

未修者 全額1名、20%全員 
※2011年予定 免除 1年次は授業料及び施設設備費相当額 

2年次以降は授業料相当額 入学試験の成績で決定 3年 各年次成績により適用を停止することあり。原則として
②との併用不可

② 甲南大学法科大学院奨学金 10名 
※2011年度予定

貸与
（無利息） 年額81万円（在学中243万円を上限とする） 法科大学院に在学する者であって、修学の継続に奨学金の貸与が必要

と認められる者 1年 修了、除籍または退学後、15年間に、無利息・均等分割返
還

神戸学院大学

① 神戸学院大学法科大学院支
給奨学金

各学年6名以内 
※2010年実績7名 給付 学費相当額（120万円） 1年次は入学試験の成績、2年次以降は前年度の成績により決定 1年

各学年6名以内 
※2010年実績10名 給付 学費半額相当額（60万円） 1年次は入学試験の成績、2年次以降は前年度の成績により決定 1年

② 神戸学院大学法科大学院貸
与奨学金

貸与
（有利息） 学費相当額（120万円） 貸与希望者 1年 年利1.5%、最長20年の分割返済 

日本学生支援機構の奨学金と併用不可

③ 神戸学院大学法科大学院同
窓会奨学金 各学年3名まで 貸与

（無利息） 年額60万円 1年 最長10年の分割返済

広島修道大学
① 特別給付奨学金制度 入学年度毎に 

10名以内 給付 年額110万2000円（在学料・施設設備資金相
当額）

入学年度は入学試験の成績で、次年度以降は学業成績で、特に優れた成
績優秀者を選考 1年

② 給付奨学金制度 各学年10名以内 給付 年額50万円 入学年度は入学試験の成績で、次年度以降は前年度の学業成績で、成績
優秀者を選考 1年

久留米大学
① 久留米大学法科大学院特待

生
各学年8名 
※全額5名、半額3名 免除 授業料全額相当額（年額110万円） 

または半額相当額（年額55万円）
1年次生は入学試験の総点数に面接評価を加味、2年次生以降は前年
度に30単位以上取得した者の中から平均点が高い順に選考 1年 所定事由に該当するときは免除を取り消すことがある

② 久留米大学法科大学院奨学
金 12名 貸与

（有利子） 半期48万円 学業、人物ともに優れ、積極的な学業欲があり、経済的理由により修学
が困難と認められる者 6か月 毎学期応募可能、利息1%、法科大学院修了後10年以内

に返還

西南学院大学

① 西南学院大学大学院法務研
究科成績優秀者奨学金

既修者 全額5名 給付 授業料及び施設費の全額 入試成績の成績順位 1年

未修者 全額5名、半額5名 給付 授業料及び施設費の全額又は半額 入試成績の成績順位 1年

2年次生 
3年次生

10名以内。うち 
全額は5名以内 給付 授業料及び施設費の全額又は半額 2年次生は1年次の成績順位及びGPA 

3年次生は2年次の成績順位及びGPA 1年

② 西南法曹会成績優秀者奨学
金 3年次生 1名 給付 授業料及び施設費相当額 3年次に在籍する学生で2年次の学業成績が最も優秀である者 1年

③ 借入利子補給給付奨学金 給付 借入金利の利子相当額 
※年3%を上限とする 金融機関等からの借入により学費を支払っている者

福岡大学

① 福岡大学法科大学院特待生
奨学金

原則として 
1学年3名 給付 年額100万円（授業料相当額）

1年次は入学選考における評価点の上位者、2年次以降は特待生とし
て相応しい成績を修め、かつ35単位以上を修得し、前年度における必
修科目の学業成績の評価点の平均値が上位である者

1年 ③との併用不可

② 福岡大学法科大学院準特待
生奨学金

原則として 
1学年3名 給付 年額50万円（授業料半額相当額）

1年次は入学選考における評価点の上位者、2年次以降は準特待生と
して相応しい成績を修め、かつ35単位以上を修得し、前年度における
必修科目の学業成績の評価点の平均値が上位である者

1年 ③との併用不可

③ 福岡大学奨学金 1学年9名程度 貸与
（無利息） 年額105万円 日本学生支援機構の奨学金と併用不可 

第2種奨学金は推薦枠余裕あるとき併用可

※2010年11月調べ。詳細は各法科大学院へお問い合わせください。
※法科大学院の属する大学の卒業生について入学金免除等の優遇措置がある場合があります。
※金融機関との提携による教育ローン制度については省略しています。
※教育訓練給付制度厚生労働大臣指定講座の指定を受けている法科大学院があります/獨協大学法科大学院、大宮法科大学院大学、早稲田大学法科大学院、
　東洋大学大学院、京都大学大学院、南山大学法科大学院（法科既修者コース）

3-1　その他の経済的支援制度
名称 対象となる法科大学院 種類 支援金額 支援人数 資格・条件 備考

1 ＮＰＯ法人ロースクール奨学金ちゅうぶ
以下の大学の法科大学院 
 
愛知大学、愛知学院大学、金沢大学、中京大学、名古屋
大学、南山大学、名城大学

給付（贈与） 入学料・授業料・施設費の全額
4名 
※2011.4入学許可の
者

①対象法科大学院の何れかに入学することを許可された者 
②法科大学院の学費の支弁が困難な者 
③下記のいずれかに3年以上赴任する志がある者 
　Ⅰ.　中部弁護士会連合会所在の弁護士過疎地域（弁護士ゼロ・ワン地域） 
　　　 又は日弁連設置の過疎地型公設事務所（ひまわり基金法律事務所） 
　Ⅱ.　全国のゼロ・ワン地域及び日弁連ひまわり基金法律事務所

①法科大学院を入学後3年以内で修了できなかったとき、②
修了後、新司法試験に5年以内に合格しなかったとき、など、
一定の事由に該当した場合に返還を求める（条件付贈与）

2 ＮＰＯ法人ロースクール奨学金広島
以下の大学の法科大学院 
 
広島大学、広島修道大学

給付（贈与） 年額20万円 
広島大学LS　2名 
広島修道大学LS　2名 
※2010年度募集人数

広島県内所在の法科大学院に在学する学生およびその修了生 単年度の支給とし、年度更新による継続支給は行わない。翌
年度に再度選考された場合はこの限りでない。

29

資料２０

-68-



Ⅴ
よくある質問

1 日本学生支援機構の貸与奨学金について

Q1. 他の経済的支援制度との併用はできるのでしょうか。

A1. 先ず、第一種奨学金と第二種奨学金の併用貸与は可能です。但し、併
用貸与の場合、家計基準が第一種奨学金の収入基準より厳しくなって

おりますので、ご注意下さい。
　次に、日本学生支援機構の奨学金と他の経済的支援制度の併用については、日
本学生支援機構側では特に制限はしておりませんが、他の経済的支援制度のなか
には日本学生支援機構の奨学金との重複貸与を認めないものもあります。HP や
パンフレットで確認できた範囲で「Ⅳ　法科大学院別の経済的支援制度」（10
頁以下）に記載しましたので、ご参照ください。

Q2. 司法試験に落ちてしまったら返還計画を見直さなければなりません。また法科大学院を中退したり、留年してしまったりといった不測の事
態が起きた場合、救済はあるのでしょうか。

A2. 返還免除制度、減額返還制度、返還期限猶予制度などの各種支援制
度があります（6 頁から 7 頁までご参照）。適用できるものがないか、

ご確認下さい。詳細については、日本学生支援機構の HP に情報が掲載されて
います。
　また、同機構の専用電話（奨学金返還相談センター）でご相談を受け付けています。

■日本学生支援機構ホームページ（奨学金関係）
　http://www.jasso.go.jp/shougakukin/index.html
■奨学金返還相談センター ( ナビダイヤル・全国共通 )
　0570-03-7240

Q3. 返還額がいくらになるのか、事前に試算できますか。

A3. 日本学生支援機構の HP で奨学金貸与・返還額のシミュレーション
ができます。ご活用下さい。

http://simulation.ikusys.jasso.go.jp/simulation/index.action

Q4. 入学金についての支援はないのですか。

A4. 第一種奨学金や第二種奨学金の初回振込時の月額に 10 万円・20 万
円・30 万円・40 万円・50 万円の有利子奨学金を増額して貸与す

る入学時特別増額貸与奨学金制度があります。適用要件・手続の詳細については、
日本学生支援機構にお問い合わせ下さい。
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～私は法科大学院の奨学金を利用しました！　　　　
関西学院大学ＬＳ（未修コース）修了

利用者の声

●奨学金の種類
　成績優秀者への給付型奨学金（入学時からの学費半額相当分）

●利用した理由
　私は両親が高齢で、家族に負担をかけられない状況でしたが、アルバイトの負担

が大きくなれば学業に支障が出ると考え、利用しました。

●利用した感想
　学費の負担が軽減されることに感謝しましたし、「学校から期待されている」という

励みにもなりました。

●これから法曹を志望しようとしている方へのメッセージやアドバイス
　金銭的負担は進路を考える上でのネックになると思いますが、あきらめずに頑張

れば、負担を軽減する制度を利用してさらに勉強に打ち込めるという、よいスパイラ

ルが生まれると思います。

Q5. 大学で奨学金を受けています。さらに法科大学院に進学して奨学金を受けようとする場合、大学の奨学金の返還はどうなりますか。

A5. 所定の手続をとることにより、法科大学院在学期間中は返還期限
が猶予されます。詳細は、日本学生支援機構にお問い合わせ下さい。

Q6. 免除制度を受けられる人数や割合を教えて下さい。

A6. 法科大学院ごとに対象割合・対象人数を定めています。法科大学院の
HP やパンフレット等に紹介されている例では、東京大学法科大学院

の 2004 年度（当時の入学定員 300 人）における前期授業料免除者は、全額半
額免除を合わせて23名、静岡大学法科大学院（入学定員20人）の授業料免除者は、
例年 5 名程度とされています。「Ⅳ　法科大学院別の経済的支援制度」（10 頁以下）
にも、確認できた限りで人数や割合を整理してありますので、ご参照ください。

Q7. 本パンフレットに掲載されている以外に経済的支援制度はないのでしょうか。

A7. 法科大学院ごとに多様な支援制度を有しておられます。本パンフレッ
トに掲載してあるものは、各法科大学院の HP やパンフレット等か

ら確認できたもののうち、代表的と思われるものです。他にも、企業、民間団体、
NPO 法人、自治体その他の団体が実施している支援があり、法科大学院を通じ
て紹介されている例があります。詳細は各法科大学院に直接お問い合わせ下さい。

2 入学金・授業料の免除制度について

3 法科大学院別の経済的支援制度について

31

資料２０

-70-



Ⅵ
資料：関係法令等（抜粋）

【日本学生支援機構】

独立行政法人日本学生支援機構法
（業務の範囲）
第十三条 　機構は、第三条の目的を達成するため、次の業務を行う。 
一 　経済的理由により修学に困難がある優れた学生等に対し、学資の貸与その他必要な援助を行う
こと。 （後略）
（学資の貸与） 
第十四条　 前条第一項第一号に規定する学資として貸与する資金（以下「学資金」という。）は、無
利息の学資金（以下「第一種学資金」という。）及び利息付きの学資金（以下「第二種学資金」という。）
とする。 
2 　第一種学資金は、優れた学生等であって経済的理由により修学に困難があるもののうち、文部科
学省令で定める基準及び方法に従い、特に優れた者であって経済的理由により著しく修学に困難があ
るものと認定された者に対して貸与するものとする。 
3 　第二種学資金は、前項の規定による認定を受けた者以外の学生等のうち、文部科学省令で定める
基準及び方法に従い、大学その他政令で定める学校に在学する優れた者であって経済的理由により修
学に困難があるものと認定された者に対して貸与するものとする。 
4 　第一種学資金の額並びに第二種学資金の額及び利率は、学校等の種別その他の事情を考慮して、
その学資金の種類ごとに政令で定めるところによる。 
5 　第三項の大学その他政令で定める学校に在学する者であって第二項の規定による認定を受けたも
ののうち、文部科学省令で定める基準及び方法に従い、第一種学資金の貸与を受けることによっても、
なおその修学を維持することが困難であると認定された者に対しては、第三項の規定にかかわらず、
政令で定めるところにより、第一種学資金に併せて前二項の規定による第二種学資金を貸与すること
ができる。 
6 　前各項に定めるもののほか、学資金の貸与に関し必要な事項は、政令で定める。 
（返還の条件等） 
第十五条 　学資金の返還の期限及び返還の方法は、政令で定める。 
2 　機構は、学資金の貸与を受けた者が災害又は傷病により学資金を返還することが困難となったと
き、その他政令で定める事由があるときは、その返還の期限を猶予することができる。 
3 　機構は、学資金の貸与を受けた者が死亡又は精神若しくは身体の障害により学資金を返還するこ
とができなくなったときは、政令で定めるところにより、その学資金の全部又は一部の返還を免除す
ることができる。 
第十六条 　機構は、大学院において第一種学資金の貸与を受けた学生等のうち、在学中に特に優れ
た業績を挙げたと認められる者には、政令の定めるところにより、その学資金の全部又は一部の返還
を免除することができる。 
（回収の業務の方法） 
第十七条 　学資金の回収の業務の方法については、文部科学省令で定める。

独立行政法人日本学生支援機構法施行令
（返還の期限等） 
第五条 　法第十四条第一項 の学資金（以下単に「学資金」という。）の返還の期限は、貸与期間の
終了した月の翌月から起算して六月を経過した後二十年以内で機構の定める期日とし、その返還は、
年賦、半年賦、月賦その他の機構の定める割賦の方法によるものとする。ただし、学資金の貸与を受
けた者は、いつでも繰上返還をすることができる。 
2 　第二種学資金についての前項の規定による年賦、半年賦、月賦その他の割賦による返還は、元利
均等返還の方法によるものとする。 
3 　学資金の貸与を受けた者が、支払能力があるにもかかわらず割賦金の返還を著しく怠ったと認め
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られるときは、前二項の規定にかかわらず、その者は、機構の請求に基づき、その指定する日までに
返還未済額の全部を返還しなければならない。 
（返還期限の猶予） 
第六条 　法第十五条第二項 の政令で定める事由は、大学、大学院若しくは高等専門学校又は専修学
校の第一条第一項の表備考第五号に規定する専門課程に在学することその他文部科学大臣の認めるや
むを得ない事由があることとする。 
（死亡等による返還免除） 
第七条 　死亡した者又は精神若しくは身体の障害により労働能力を喪失した者については、その学
資金の返還未済額の全部又は一部を免除することができる。 
2 　精神又は身体の障害により労働能力に高度の制限を有する者については、その学資金の返還未済
額の一部の返還を免除することができる。 
3 　機構は、前二項の規定による学資金の返還の免除につき必要な事項を定め、文部科学大臣の認可
を受けなければならない。 
（特に優れた業績による返還免除） 
第八条 　大学院において第一種学資金の貸与を受けた学生であって、在学中に特に優れた業績を挙
げた者として機構が認定したものには、貸与期間終了の時において、その学資金の全部又は一部の返
還を免除することができる。 
2 　前項の認定は、大学院において第一種学資金の貸与を受けた学生のうち、当該大学院を置く大学
の学長が、学内選考委員会（機構に対して同項の認定を受ける候補者として推薦すべき者の選考に関
する事項を調査審議する機関として文部科学省令で定めるところにより当該大学に設置されるものを
いう。）の議に基づき推薦する者について、その専攻分野に関する論文その他の文部科学省令で定め
る業績を総合的に評価することにより行うものとする。 
3 　機構は、前項に規定するもののほか、第一項の規定による学資金の返還の免除につき必要な事項
を定め、文部科学大臣の認可を受けなければならない。

【授業料関連】

国立大学法人法
（業務の範囲等）
第二十二条 　国立大学法人は、次の業務を行う。 
4 　国立大学及び次条の規定により国立大学に附属して設置される学校の授業料その他の費用に関し
必要な事項は、文部科学省令で定める。

国立大学等の授業料その他の費用に関する省令
（授業料、入学料及び検定料の標準額等）
第二条 　国立大学（中略）の授業料（中略）の年額（中略）、入学料（中略）及び入学等に係る検定
料は、次の表の第一欄に掲げる学校等の区分に応じ、授業料の年額にあっては同表の第二欄に掲げる
額を、入学料にあっては同表第三欄に掲げる額を、検定料にあっては同表第四欄に掲げる額をそれぞ
れ標準として、国立大学法人が定める。（中略）
法科大学院　授業料の年額：804,000円
　　　　　　入学料　　　：282,000円
　　　　　　検定料　　　：   30,000円
（授業料等の上限額等） 
第十条 　国立大学法人は、国立大学及び国立大学に附属して設置される学校の授業料の年額、入学
料又は入学等に係る検定料を定めようとする場合において、特別の事情があるときは、第二条第一項
若しくは第三項、第三条第二項又は第四条の規定にかかわらず、これらに規定する額にそれぞれ百分
の百二十を乗じて得た額を超えない範囲内において、これらを定めることができる。 
（経済的負担の軽減のための措置） 
第十一条 　国立大学法人は、経済的理由によって納付が困難であると認められる者その他のやむを
得ない事情があると認められる者に対し、授業料、入学料又は寄宿料の全部若しくは一部の免除又は
徴収の猶予その他の経済的負担の軽減を図るために必要な措置を講ずるものとする。
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法科大学院進学を
考える皆さんへ

奨学金
入学金
授業料
免除

各大学
独自の
支援

ご存知ですか？
法科大学院生に対する様々な支援制度

■ 独立行政法人日本学生支援機構
　 http://www.jasso.go.jp/index.html

■ 各大学の経済的支援制度については、各大学へお問合せ下さい。

■ 本パンフレットに関するお問合せ先
　 日本弁護士連合会法制第一課　電話:03-3580-9939

本パンフレットは日弁連ホームページに掲載されています。
http://www.nichibenren.or.jp/

お問合せ先
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司法修習生に対する経済的支援について

１ 貸与制の導入・施行に至る経過

(1) 平成16年，司法修習生に対し，国が給与を支給する制度（給費制）に代えて，国が

修習資金を無利息で貸与する制度（貸与制）を導入する裁判所法改正案が成立（施行

日平成22年11月）。

(2) 貸与制は，平成22年11月１日にいったん施行されたが，同月26日，議員立法により，

平成23年10月31日まで暫定的に適用を停止（給費制の暫定的延長）。

その際，政府に対し，「個々の司法修習終了者の経済的な状況等を勘案した措置の

在り方」について検討し，同日までに必要な措置を講ずることを求めるとの衆議院法

務委員会決議。

(3) 平成23年５月，「法曹の養成に関するフォーラム」開催（関係６大臣申合せ）。

同年８月，以下の内容の第一次取りまとめ。

① 貸与制を基本とした上で，

② 十分な資力を有しない者を対象に，貸与された修習資金の返還期限について猶予

措置を講ずる。

(4) 法務省は，フォーラム第一次取りまとめを踏まえ，平成23年11月，貸与制について，

修習資金を返還することが経済的に困難である場合における返還猶予措置を講ずるた

めの「裁判所法の一部を改正する法律案」を提出。

同法案は，衆議院における議員修正の上，平成24年７月27日，成立。修正内容には，

「修習資金の貸与については，その検討において，司法修習生に対する適切な経済的

支援を行う観点から，法曹の養成における司法修習生の修習の位置付けを踏まえつつ，

検討が行われるべきものとする。」との内容あり。

(5) 貸与制は，平成23年11月に司法修習を開始した司法修習生から適用。

２ 貸与制導入の趣旨

① 新たな法曹養成制度の整備や日本司法支援センター（法テラス）の創設，裁判員制度

の導入等，新たな財政負担を伴う司法制度改革の諸施策を進める上で，限りある財政資

金をより効率的に活用し，司法制度全体に関して国民の理解が得られる合理的な国民負

担（財政負担）を図る必要があること

② 給費制創設当初と比較して，司法修習生が大幅に増加しており，新たな法曹養成制度

の整備に当たり，司法修習生の増加に実効的に対応できる制度とする必要があること

③ 公務員ではなく公務にも従事しない者に国が給与を支給するのは，現行法上，異例の

制度であること

などから，給費制を維持することにつき国民の理解を得ることは困難であるものの，他方

で，司法修習生に対して経済的支援を行う必要があることに変わりはないことから，上記

の諸点を踏まえ，国民の理解を得つつ，修習に専念できる環境を確保するための措置とし

て，給費制に代わり，貸与制を導入することとされた。
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３ 貸与制の内容

(1) 資力要件 なし

(2) 利 息 なし（返還期限を経過したときは，年14.5％の延滞利息）

(3) 貸 与 額 月額23万円（基本額）

扶養家族あり／住居の賃借 25万5000円

扶養家族あり＋住居の賃借 28万円

基本額未満の額の貸与希望 18万円

※給費制での支給水準（月額20万4200円及び諸手当）との連続性も考慮

(4) 保 証 人 自然人２人又は指定金融機関の連帯保証

(5) 返還方法 修習期間終了後５年間据置き，その後１０年以内の分割返還

（繰上げ返還可能）

(6) 返還猶予 ① 災害，傷病その他やむを得ない理由により返還することが困難と

なったとき

② 修習資金の貸与を受けた者について修習資金を返還することが経

済的に困難である事由として最高裁判所の定める事由があるとき

(7) 返還免除 貸与を受けた者の死亡又は精神若しくは身体の障害により返還するこ

とができなくなったとき

４ 貸与制の実施状況

新第６５期司法修習生に対する修習資金の貸与申請状況

○ 司法修習生採用者数 2,001人

○ 貸与申請者数（申請後撤回した者を除く） 1,742人（注）

（申請額別） 18万円 ・・・・・・・・・・・・・・・ 41人 ( 2.4%)

23万円 ・・・・・・・・・・・・・・1,207人 (69.3%)

25万5000円（扶養加算）・・・・・・・・ 42人 ( 2.4%)

25万5000円（住居加算）・・・・・・・・408人 (23.4%)

28万円 ・・・・・・・・・・・・・・・ 44人 ( 2.5%)

注：平成24年9月27日現在

資料２１

-75-



法曹の養成に関するフォーラム第一次取りまとめ（平成２３年８月３１日）

「第１ 個々の司法修習終了者の経済的な状況等を勘案した措置の在り方」部分（概要）

【司法修習の意義と経済的支援の必要性】
司法修習は，新しい法曹養成プロセスにおいて必須の課程。司法修習生が修習に専念

できるようにするため，修習期間中の生活の基盤を確保する必要があり，司法修習生に
経済的支援を行う必要がある。

【経済的支援の基本的な在り方】
貸与制を基本とした上で，個々の司法修習終了者の経済的な状況等を勘案した措置（十

分な資力を有しない者に対する負担軽減措置）を講ずる。

【措置の具体的内容】
１ 日本学生支援機構の奨学金制度における経済困難を理由とする返還猶予事由を参考

に，給与所得者については年間収入金額３００万円以下，給与所得者以外については
年間所得金額２００万円以下を基準として最長５年の返還猶予期間を設ける。

２ 法科大学院中の修学資金であることが明確なもの（法科大学院の奨学金等）につい
ては，その年間返還額を年間収入・所得額から控除する。

【貸与制を基本とする理由として述べられた意見の概要】
１ 貸与制導入の趣旨との関係

○ 司法制度改革全体の財政負担を考慮すると，司法修習生の生活資金まで給与とし
て支給することにつき国民の理解を得ることは困難。

○ 他の職業に就く場合とのバランスも考慮。

２ 修習に専念できる環境の確保
○ 貸与制は，無利息，５年間猶予後１０年間で返済とされており，有利な条件。
○ 貸与額は，給費制での支給水準との連続性を考慮し，基本額が月額２３万円とさ

れている。

３ 経済状況調査の結果と修習資金の返還の負担
○ 調査結果によると，大多数の弁護士にとって修習資金を返還することは十分可能。
○ 全員に対する一律給費を維持することは，かえって不公平を招く。
○ 弁護士の所得は国民一般のそれに比べ，なお相当高い水準。

４ 資力に乏しい者が法曹になれなくなるおそれについて
○ 司法修習自体を国費により運営した上で，有利な条件で生活資金を貸与すること

から，資力の十分でない人が法曹となる機会は十分に担保。

５ 法曹志願者減少への影響について
○ 法曹志願者の減少の主因は，司法試験合格率の低迷，弁護士の就職難，法科大学

院での負担等にあり，貸与制の影響は大きくない。

６ 給費制と弁護士の公共心等との関係について
○ 弁護士の公共心の醸成は，給費制よりも教育や弁護士自身の志の問題。

７ 給費制と司法修習の実態との関係について
○ 司法修習は，法律実務を体験的に理解させることを目的とした研修であり，労働

に近いということはない。
○ 修習専念義務は，法律専門家に必要な能力を修得する必要から導かれるものであ

り，修習期間中の生活の基盤が確保されるのであれば，貸与制であっても合理的。

（少数意見の概要）
○ 法科大学院在学中及び司法試験合格までの経済的負担に加え，貸与制導入による

経済的負担の増大により，資力に乏しい者が法曹になれなくなるおそれがある。
○ 貸与制による経済的負担は，法曹志願者減少を更に拡大させるおそれがある。
○ 給費制は法曹の公共的使命の自覚を促すものである。
○ 給費は，司法修習生が修習に専念すべき義務を負い，兼職禁止や守秘義務等の公

務員同様の身分上の制約を受ける代償である。
○ 司法修習の実態は労働に近く，全国各地への任地配属に伴う経済的負担（例えば，

転居費用など）も大きい。
○ 財政負担の増大を理由として給費制が廃止されるべきではない。
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調 査 概 要

１ 調査名

司法修習終了者等の経済的な状況に関する調査

２ 調査の目的

「裁判所法の改正に関する件」（平成２２年１１月２４日衆議院法務委員会決

議）は，政府に対し，平成２３年１０月３１日までに，「個々の司法修習終了者

の経済的な状況等を勘案した措置の在り方について検討を加え，その結果に基づ

いて必要な措置を講ずること」について格段の配慮を求めている。

本調査は，上記決議の趣旨を踏まえ，司法修習終了者等の経済的な状況を把握

することを目的とするもの。

３ 調査主体

法曹の養成に関するフォーラム事務局

４ 調査期間

平成２３年５月中旬から６月中旬まで

５ 概要

(1) 収入・所得調査

（調査対象）司法修習終了後１５年以内（４８期から新・現行６２期まで）

の弁護士

（調査事項）収入・所得

(2) 奨学金等調査

（調査対象）新司法修習を終了した者（判事補・検事・弁護士。新６０期

から新６３期まで）

新司法試験に合格した司法修習生（新６４期）

（調査事項）法科大学院・大学在学中の奨学金等の借入状況

６ 発送数，回収数

収入・所得調査 奨学金等調査

発送数 １５，２６５ ８，６４９

回収数 ２，０４９ ２，２３８

回収率（％） １３．４ ２５．９

※ 本調査の対象者は，約１万９６００人

７ 調査協力

最高裁判所・最高検察庁・日本弁護士連合会

８ 調査実施委託業者

株式会社 日本統計センター

※法曹の養成に関するフォーラム第一次取りまとめ資料抜粋
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